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1. 理工学部の改組・電子情報工学科設置の趣旨及び必要性 

■理工学部の沿革 

南山大学がある中部地区における主要産業は工業であり、歴史的に技術者の需要が高

い。文科系の総合大学であった南山大学は、この需要に応えるために、2000 年 4 月に、

情報技術者と情報アナリストを養成する数理情報学部を設置した。その後、2009 年 4 月

の情報理工学部への改組、2014 年 4 月の理工学部への改組を通じ、一貫して情報化社

会の発展に寄与できる人材の育成を目的に教育研究を行ってきた。数理情報学部が2004

年に初めての卒業生を送り出して以降、現在の理工学部に至るまで、＜資料 1＞に示す

通り、100%に近い就職率を達成していることは、本学の理工系教育が産業界の需要に継

続的に応えてきたことを示している。 

■改組の必要性 

理工学部は技術者に対する時代の要請に応えることを使命とし、その変遷に合わせて

組織を改変してきたが、ここにさらなる改組の旨を示す理由は、工業製品開発が、世界

規模で、さらに変容を遂げていることにある。現在工業製品開発は、比類のない速さで

進む技術革新の中にある。多様な技術を統合し開発が行われるようになった結果、工業

製品は単に利便性を求めて使われる存在としてだけではなく、人を能動的に支援するこ

とを求められる存在となってきた。 

人を能動的に支援するための知的技術には、機械学習などの人工知能技術を含み、デ

ータ分析とそれに基づく最適解の提案などを可能とする様々な数理技術が応用されて

いる。加えて、これらの技術は工業製品としての実装を念頭におかなければならないも

のなので、製品に使用される機械部品の物理制御技術や、電子デバイスをネットワーク

接続により連携させる電子通信技術、さらに組込みソフトウェアに代表されるソフトウ

ェア技術が必須となる。IoT の実用化に伴い、スマートデバイスとクラウドの積極的な

連携が可能となるにつれて、これらの技術を統合し応用する領域は枚挙にいとまがない

ものとなってきた。 

以上、現代の知的工業製品の構成を考えると、その開発において、 

A) ソフトウェア技術や 

B) 数理技術の開発工程支援技術、ならびに、 

C) 電子通信技術や 

D) 機械制御技術の特定製品開発技術 

は、不可欠な要素技術と位置付けられる。これらの技術は、政府による「第 5期科学技

術基本計画」＜資料 2＞で謳われた超スマート社会(Society 5.0)においても、それを

実現するために必要な基盤技術として挙げられている。また、「未来投資戦略 2018―
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『Society 5.0』『データ駆動型社会』への変革―」＜資料 3＞や、中央教育審議会によ

る「2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）」＜資料 4＞、経済産業省に

よる「第 4 次産業革命への対応の方向性（領域横断型の検討課題：人材・教育）」＜資

料 5＞においても、これらの技術を具備した人材を育成することが求められている。 

理工学部ではこれまで、上記のうち、開発工程支援技術にあたる A）をソフトウェア

工学科において、B)をシステム数理学科においてそれぞれ教育してきた。このうち B)

については、知的工業製品の要素技術としての人工知能技術やビッグデータ解析技術を

備えたデータサイエンス人材についての期待とともに、理学と数理技術を背景にこれら

の技術を体系的に教える教育課程に対する必要性が高まっていると言える。 

一方、特定製品開発技術にあたる C)、D）については、これまで機械電子制御工学科

において教育してきた。しかしながら、上述の通り、知的工業製品に対する社会的要求

が増大し、電子通信技術及び機械制御技術がともにその応用先を拡大している現状から、

それぞれの技術に特化した教育課程の必要性が高まっていると言える。 

■改組の概要 

以上の状況の下、理工学部のシステム数理学科、ソフトウェア工学科、機械電子制御

工学科という 3 学科構成を改組再編する。学科構成は上記 A)を従来に引き続き教授す

るソフトウェア工学科、B)を教授するデータサイエンス学科、C)を教授する電子情報工

学科、D)を教授する機械システム工学科に変更するとともに収容定員を変更する。すな

わち、次表に示す通り、システム数理学科（収容定員 300 人［入学定員 75 人］）と機械

電子制御工学科（収容定員 320 人［入学定員 80 人］）の募集を停止し、これら 2 学科を

改組再編することで、データサイエンス学科（収容定員 280 人［入学定員 70 人］）、電

子情報工学科（収容定員 260 人［入学定員 65 人］）、機械システム工学科（収容定員 260

人［入学定員 65 人］）の 3学科を新たに設置する。既設のソフトウェア工学科では、収

容定員を 280 人（入学定員 70 人）（収容定員 40 人［入学定員 10 人］の減員）に変更す

るとともに、新設学科との連携のために教育課程の見直しを図る。結果として、理工学

部合計の収容定員を 1,080 人（合計入学定員 270 人）（合計収容定員 140 人［合計入学

定員 35 人］の増員）とする。 
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変更後（2021 年度）  変更前（2020 年度） 

学部・ 

学科名 

入学 

定員 

編入学 

定員 

収容 

定員 

 入学 

定員 

編入学 

定員 

収容 

定員 

理工学部 270 ― 1,080 ← 235 ― 940 

 システム数理学科 ― ― ― ← 75 ― 300 

 ソフトウェア工学科 70 ― 280 ← 80 ― 320 

 機械電子制御工学科 ― ― ― ← 80 ― 320 

 データサイエンス学科 70 ― 280 ← ― ― ― 

 電子情報工学科 65 ― 260 ← ― ― ― 

 機械システム工学科 65 ― 260 ← ― ― ― 

この変更により、4 学科が協調的に連携した教育環境を構築し、超スマート社会の実現

に必要な基盤技術を具備した人材の養成に対する社会的要請に応える。 

■新しい学科構成の下での教育の特色 

理工学部では新しい学科構成の下で上記 A)ソフトウェア技術、B)数理技術、C)電子

通信技術、D）機械制御技術の 4 技術を相乗的に組み合わせることで、より高い付加価

値・機能を持つ知的工業製品を開発できる能力を持った人材を養成する。この人材は、

専門の要素技術を備えるだけではなく、それら要素技術を統合するためのメタな能力を

持たねばならない。すなわち、幅広い教養の上に、次の 5 つの能力、 

① 専門領域の技術者に求められる行動規範を理解し実践する能力 

② 多様な技術背景を持つ人々と円滑に対話できる技術コミュニケーション能力 

③ 変容する要素技術を柔軟に修得し、実問題に適用する能力（技術適用能力） 

④ 機能等の実現に必要な複数の要素技術を統合する能力（技術統合能力） 

⑤ 多様な技術を創造的に組み合わせ新たな価値を持つ技術とする能力（技術創造能力） 

を持たなければならない。 

4 学科に改組し有機的に組織することで、これら 5つの能力を涵養するための教育課

程を提供する。5つの能力のうち、①及び②については、大学及び学部における共通教

育の枠組みを通じて育成することとし、各学科では、③技術適用能力、④技術統合能力、

⑤技術創造能力の 3 つをその専門性に特化して涵養する。ここで、技術統合能力と技術

創造能力の涵養には、複数領域の要素技術に対する技術適用力が必要となる。改組後の

理工学部では副専攻制を導入する。これにより、所属学科の専門領域を主専門領域とし、

そのほかに 1 学科の領域を副専門領域として、主専門領域及び副専門領域の知識と技術

の涵養を可能とする。 
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以上まとめると、理工学部では、幅広い教養を学び、理学(数学・物理学・情報科学)

の基礎の上に、主専門領域及び副専門領域の知識と技術を修得する。技術の普遍性と多

様性を理解することで、 

– 産業構造の変化に伴い変容する技術を柔軟に適用(修得・応用)すること、 

– 機能および非機能の実現に必要な複数領域の技術を統合すること、 

– 多様な技術を創造的に組み合わせ新たな価値を持つ技術とすること、さらに、 

– これらをグローバル化する情報化社会の中で実践していくこと 

ができる人材を育成する。 

■新設する 3 学科を含む理工学部の各学科で育成する人材像 

以上の方針の下、新設する 3学科を含む理工学部の各学科で育成する人材は以下の通

りである。 

１）電子情報工学科 

電子情報工学科では、幅広い教養を学び、理学（数学、物理学、情報科学）の基礎の

上に、主専門領域である電子通信機器や情報ネットワークの設計、管理、運用のための

技術と方法論を修め、安全で利便性の高い電子通信機器や情報ネットワークの開発を実

践することのできる人材を育成する。副専門領域を中心に、電子デバイスや情報ネット

ワークが利用される多様な分野の特徴を理解した上で、情報ネットワーク上で稼働する

ディジタル通信組込み機器等の開発に携わることのできる人材を育成する。 

電子情報工学科で育成する人材像、教育課程の特色、卒業生の進路については、「2.3 

電子情報工学科で育成する人材像及びディプロマ・ポリシー」及び「2.4 電子情報工学

科の特色」にて詳述する。 

２）データサイエンス学科 

データサイエンス学科では、幅広い教養を学び、理学（特に数学と情報科学）の基礎

の上に、主専門領域である種々の数理技術からなるデータサイエンスを修め、 

– 経営・環境・交通等に関するビッグデータ等の実データの分析や、 

– コンピュータによる数理モデルの構築である機械学習なども活用して、 

多様な組織体において問題の発見から解決までの過程を支援できる人材を育成する。副

専門領域を中心に、データサイエンスが適用される多様な分野の特徴を理解した上で、

データサイエンスの応用に携わることのできる人材を育成する。 

３）機械システム工学科 

機械システム工学科では、幅広い教養を学び、理学（特に数学と物理学）の基礎の上

に、主専門領域である制御工学と機械工学の技術と方法論を修め、自動車、航空機、ロ

ボットなどの機械システムに対して、その動作を記述する数理モデルの構築や、適切な
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制御方式の選択、設計、評価を行うことによって、それらの機械システムの設計や開発

ができる人材を育成する。副専門領域を中心に機械システムが利用される多様な分野の

特徴を理解した上で、機械や産業ロボットなどの開発に携わることのできる人材を育成

する。 

４）ソフトウェア工学科 

従来に引き続き、ソフトウェア工学科では、幅広い教養を学び、理学（特に数学と情

報科学）の基礎の上に、主専門領域であるソフトウェア開発技術と方法論を修め、工学

的手法に基づくソフトウェア開発を実践し、またソフトウェア開発工程の改善を行うこ

とのできる人材を育成する。副専門領域を中心に、ソフトウェア技術が適用される多様

な分野の特徴を理解した上で、応用領域におけるソフトウェア開発を主導し、開発工程

の改善に携わることのできる人材を育成する。 

 

2. 理工学部、及び、電子情報工学科の特色 

2.1 理工学部の特色 

■涵養する能力と教育課程の概要 

理工学部ではこれまで、その基礎として理学的素養の涵養を重視してきた。これは、

科学・工学技術を理学の応用と捉え、その原理を理解することで、専門要素技術の本質

を理解することとなり、技術の変容に柔軟に対処できる基礎としての技術適用能力を涵

養するためであった。このような理学的素養を重視した教育は、技術の高度化や技術適

用能力の必要性に照らして、改組後の理工学部でも教育方針の幹とすべきであり、それ

を継続する。この観点から、理工学部の教育課程を次のように編成する。すなわち、 

1. 専門領域の技術者に求められる行動規範を理解し実践する能力と技術コミュニケ

ーション能力の基礎となる教養や語学力については、引き続き主に大学の共通教育

の枠組みの中で涵養する 

2. 各学科の専門領域における技術適用能力の基盤となる理学的素養については、主に

理工学部に共通する教育の枠組みの中で涵養する 

3. 専門領域における技術適用能力、技術統合能力、技術創造能力については、主に各

学科においてその専門性に特化した教育課程を設けて涵養する 

という方針で教育課程を編成する。 

（共通教育科目による基礎的教養及び倫理、技術コミュニケーション能力の涵養） 

1 については、既存の共通教育科目の枠組みを変更することなく、改組及び収容定員

変更後においても同等の教育が可能である。すなわち、宗教科目、体育科目、「人間の

尊厳」科目、基盤科目、学際科目等を通じて幅広い教養を、情報倫理科目により技術者
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に求められる行動規範を、外国語科目により語学力を、それぞれ涵養することができる。 

（学部共通科目による理学的素養の涵養） 

2 については、上述の通り、理学的素養を重視する従来方針に基づく学部共通科目の

編成により、改組及び収容定員変更後においても同等の教育内容を担保する。 

（学科科目による技術適用能力の涵養） 

3 のうち、技術適用能力については、各学科の専門領域における学科科目によって涵

養する。各学科において、その専門領域における基礎的かつ共通の内容を修得させる科

目を必修科目に、応用、発展的な内容の科目を選択科目として配置する。これにより、

各学科において養成する人材が具備すべき技術適用能力を涵養する。 

（副専攻科目による技術統合能力の涵養） 

3 のうち、技術統合能力を養うためには、理学的素養の上に、専門技術を学ぶだけで

なく、俯瞰的に他分野技術を学際的に学ぶことが重要である。「大学・大学院における

デザイン思考（Design Thinking）教育」＜資料 6＞でも「多様性」、「チームワーク」と

並び、複数の専門領域をまたがって活動できる人材の育成の必要性が強調されている。

理工学部ではこれまでも、3学科間で相互補完する科目を設けることで、技術統合能力

を涵養してきた。このような学科間の連携を改組後には発展させ、副専攻制を導入する。 

副専攻制においては、所属学科の主専門領域に加え、ほかの 1学科の副専門領域にお

ける要素技術を教える副専攻科目の履修を義務付ける。これにより専門とする技術がい

かに他の技術と関わるかを学ぶことを可能とし、技術統合能力のさらなる涵養を目指す。

副専攻の 3年次に配置する PBL 実践演習では、それぞれの副専門領域における製品開発

や問題解決を課題としたプロジェクトを実施し、実施内容に関する成果報告書の作成を

義務付ける。成果報告書の作成を通じて、科学技術論文の作成に必要な論理的思考及び

表現のための基礎力を養うとともに、関連研究の調査方法等に関する指導を行う。 

副専攻制における学科間の相互補完体制を次表に示す。1 学科の副専攻として、ほか

の 3 学科の専門領域に対応した 3 つの副専攻から 1 つを選択できるようにする。なお、

副専攻科目はそれを主な専門領域とする他学科の教員が担当することとする。 
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学科（主専門領域） 副専攻（副専門領域） 

ソフトウェア工学 データサイエンス 

電子情報工学 

機械システム工学 

データサイエンス ソフトウェア工学 

電子情報工学 

機械システム工学 

電子情報工学 ソフトウェア工学 

データサイエンス 

機械システム工学 

機械システム工学 ソフトウェア工学 

データサイエンス 

電子情報工学 

 

（副専攻科目及び卒業研究科目による技術創造能力の涵養） 

3 のうち技術創造能力について、理工学部ではこれまで、主に卒業研究指導を通して

涵養してきた。上述のように、昨今の工業製品の開発には、学際領域において技術創造

能力を十分に発揮する必要がある。改組後の理工学部では、副専攻で養う技術統合能力

の上に技術創造能力のさらなる涵養を目指す。すべての学生は副専攻科目の PBL 実践演

習を通じ、卒業研究の遂行に必要となる基礎的な論理的思考能力及び表現能力の指導を

受ける。その上で主専攻の学科において卒業研究指導を受けることで、主専攻と副専攻

の要素技術を組み合わせて、学際領域の問題を解決するための手法を定義する能力を養

う。すなわち、より広範囲にわたる問題に対する技術創造能力を涵養する。 

（グローバル化への対応） 

一方、グローバル化の時代において、国内に留まり工業製品を開発する技術者ではな

く、国際的な視野を持った人材が求められている。理工学部では、留学を推奨するとと

もに、国際共通語である英語の積極的な使用を推進する。 

■涵養する能力と教育課程の特色（まとめ） 

以上、まとめると、理工学部では、文部科学省「平成 14 年度 科学技術の振興に関

する年次報告」＜資料 7＞や、日本学術会議総合工学委員会工学基盤における知の統合

分科会による報告「『知の統合』の人材育成と推進」＜資料 8＞、内閣府による「科学技

術イノベーション総合戦略 2017」＜資料 9＞、総務省による「平成 30 年版 情報通信白

3 副専攻の中から 

いずれか 1つを選択 

3 副専攻の中から 

いずれか 1つを選択 

3 副専攻の中から 

いずれか 1つを選択 

3 副専攻の中から 

いずれか 1つを選択 
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書」＜資料 10＞をはじめ、様々な報告書等において言及され、国内外においても力点が

置かれている、 

− Π型人材の育成、 

− ICT、IoT 技術の教育、及び 

− グローバル化への対応 

を実践する。Π型人材の育成は上記の 3つの能力（技術適用能力、技術統合能力、技術

創造能力）の育成と同義である。ICT と数理技術、すなわち、ソフトウェア工学とデー

タサイエンスを基盤として技術適用能力を涵養し、IoT 技術の二本の柱である電子情報

工学と機械システム工学にかかる問題を具体的な教育題材にすることも通じて技術統

合能力と技術創造能力を培う。さらに、技術教育において英語を積極的に使用するとと

もに海外留学を推奨することでグローバルなΠ型人材を育成する。 

上述した教育課程の編成方針（1, 2, 3）に従い、既存の教育課程の枠組みを基礎と

した副専攻制を導入することにより、改組及び収容定員変更後においても同等以上の教

育内容を担保することができる。 

理工学部において育成する人材、涵養する能力、主専攻・副専攻の対応関係をまとめ

た図を＜資料 11＞に示す。基礎的教養及び倫理、グローバルな技術コミュニケーショ

ン能力は 1年次を中心に共通教育科目を通じて涵養する。さらに、1 年次を中心に学部

共通科目を通じて養う理学的素養の上に、2年次から 3年次にかけて副専攻を選択させ

ることで、主専門領域に加え 1 つの副専門領域の技術適用能力を養う。主専攻では主専

門領域である電子情報工学の要素技術を、副専攻では、ほかの 1 学科（ソフトウェア工

学、データサイエンス、機械システム工学のうちいずれか 1つ）の専門領域の要素技術

を教授する。これらの履修を通じ、主専門領域及び副専門領域の知識・技術を学び、技

術の普遍性と多様性を理解する。主専攻と副専攻を並行して履修させることで、主専門

領域の技術適用能力を基礎に、主専門領域の技術を副専門領域で活用し、または、主専

門領域に副専門領域の技術を導入するための技術統合能力を涵養する。4年次には指導

教員の下で卒業研究を行い、成果を卒業論文としてまとめる。卒業研究では、それまで

に身に付けた主専門領域と副専門領域の要素技術を組み合わせて学際領域の問題を解

決するための手法を定義する能力、すなわち技術創造能力を涵養する。 
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2.2 理工学部のディプロマ・ポリシー 

前節で説明した特色と、次に示す南山大学のディプロマ・ポリシー、 

＜南山大学 ディプロマ・ポリシー＞ 

南山大学は、キリスト教世界観に基づく学校教育を行うことを、その建学の理

念としています。この理念の下、「人間の尊厳のために」（Hominis Dignitati）

という教育モットーを掲げ、幅広い教養の上に各学部の専門性に応じた知識

および能力をもち、人間の尊厳を尊重しかつ推進する人材を育成することを

目的としています。 

この目的に照らして、以下の能力を身につけた者に学士の学位を授与します。 

 人種、障がい、宗教、文化、性別など様々な違いを認識し、受容するため

の基礎となる教養 

 多様性を前提とした人間の尊厳、他者の尊厳を尊重する力 

 多様な人々との共生、協働を可能にするコミュニケーション能力 

 世界における様々な問題を解決するために必要な専門知識や総合的判断

力、ならびに、解決に寄与する新たな価値を創造する力 

 地球規模と地域の双方の視点に立って、先入観にとらわれることなく人々

と交流することのできる国際性 

を踏まえ、理工学部のディプロマ・ポリシーを次のように定める。 

＜理工学部 ディプロマ・ポリシー＞ 

理工学部は、南山大学の建学の理念に基づく「人間の尊厳のために」（Hominis 

Dignitati）という教育モットーを踏まえ、学部と各学科の教育により、以下

の能力を身につけた者に学士（理工学）の学位を授与します。 

 専門領域の技術者に求められる行動規範を理解し、その実践を通じ、人間

の尊厳を尊重することのできる能力 

 多様な技術背景を持つ人々との対話を通じ、互いの技術を理解し、協調し

て研究・開発等を行うことのできるグローバルな技術コミュニケーション

能力 

 理学の基礎の上に、理学の応用として科学・工学技術を原理から理解する

ことで、変容する技術を柔軟に修得し、その技術を製品開発や問題解決に

応用する技術適用能力 

 複数の専門領域における知識や技術の必要性を理解し、技術を統合するこ

とで必要な機能などを実現できる技術統合能力 
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 複数の専門領域における多様な知識や技術を創造的に組み合わせ、新しい

価値を持つ技術とする技術創造能力 

ディプロマ・ポリシーにある能力のうち、技術統合能力と技術創造能力に関しては、

副専攻制の枠組みにおいて、それぞれ次のように言い換えることもできる。 

 主専門領域の技術適用能力を基礎に、主専門領域の技術を副専門領域で活用する、

または、主専門領域に副専門領域の技術を導入することのできる能力 

 技術統合能力を修めた上で、主専門領域と副専門領域の要素技術を組み合わせて

学際領域の問題を解決するための手法を定義する能力 

 

2.3 電子情報工学科で育成する人材像及びディプロマ・ポリシー 

■育成する人材像 

電子情報工学科では、幅広い教養を学び、理学（数学、物理学、情報科学）の基礎の

上に、主専門領域である電子通信機器や情報ネットワークの設計、管理、運用のための

技術と方法論を修め、安全で利便性の高い電子通信機器や情報ネットワークの開発を実

践することのできる人材を育成する。副専門領域を中心に、電子デバイスや情報ネット

ワークが利用される多様な分野の特徴を理解した上で電子通信機器や情報ネットワー

クの開発に携わることのできる人材を育成する。すなわち、副専門領域に対応する副専

攻において次のような人材を育成する。 

（ソフトウェア工学副専攻） 

ソフトウェア工学副専攻では、ソフトウェア工学の手法を適用することで、柔軟性や

拡張性を有した情報通信システムの設計から運用、保守に携わることのできる人材を育

成する。 

（データサイエンス副専攻） 

データサイエンス副専攻では、実データとその分析結果を利用することで、頑健な電

子通信機器や情報通信システムの設計から運用、保守に携わることのできる人材を育成

する。 

（機械システム工学副専攻） 

機械システム工学副専攻では、センサやアクチュエータをはじめとした機械デバイス

を含む電子通信機器や情報通信システムの設計から運用、保守に携わることのできる人

材を育成する。 

■人材の必要性 

中部地方の主要産業である、自動車、自動車部品、工作機械などの機械製造業にあっ
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ても、電子部品同士がネットワークを介して通信する製品の開発が主流となってきてい

る。そのために様々な電子デバイスを利用し通信ネットワークシステムを構築できるだ

けでなく、サイバーセキュリティの確保やシステムの安定性が重要視される中で、それ

らを安全・安定に運用管理するための知識・技術を身に付けた人材が、多様な製造業の

分野において必要とされている（＜資料 12＞）。 

 

■ディプロマ・ポリシー 

以上を踏まえ、電子情報工学科のディプロマ・ポリシーを次のように定める。 

＜電子情報工学科 ディプロマ・ポリシー＞ 

電子情報工学科では、理工学部のディプロマ・ポリシーが定める能力に加えて、

以下の能力を身につけた者に学士の学位を授与します。 

 電子情報通信に関する理学（数学、物理学、情報科学）の基礎を修め、情報

ネットワーク上で稼働するディジタル通信組込み機器等の設計、管理、運

用の技術を修得し、実製品の開発問題に応用する技術適用能力、すなわち、

信号の送受信から情報の管理に至るまで、規格化された技術を適切に用い

て実現する能力 

 情報ネットワーク上で稼働するディジタル通信組込み機器等の設計、管理、

運用の技術を、その特徴に基づいて取捨選択し、組み合わせることで、製

品の安全性や柔軟性を確保するための技術統合能力 

 情報ネットワーク上で稼働するディジタル通信組込み機器等の設計、管理、

運用の技術を評価し、それらを改善した上で、新たな技術を構成する技術

創造能力 

 

2.4 電子情報工学科の特色 

■教育課程の特色 

（技術適用能力の涵養） 

電子情報工学科では、電子通信デバイス設計技術や通信プロトコル、情報セキュリテ

ィ管理技術などの電子工学や通信工学に関する知識・技術に加えて、ディジタルメディ

ア処理やクラウド・仮想化技術などのソフトウェア技術を修得させる。これにより、IoT

に代表される大規模かつ複雑なネットワークアーキテクチャの設計や、拡張性を備えた

ネットワークの設計・運用など、高度情報化社会で求められる機能・性能を有した情報

通信システムを実現するのに必要な知識・技術を修得させることができる。このような
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教育を通じて、社会が求める人材を育成する。 

（技術統合能力及び技術創造能力の涵養） 

Π型人材の育成に関しては、電子情報工学の技術適用能力を基礎に、副専攻として、

いかに説明するソフトウェア工学、データサイエンス、機械システム工学のうち、いず

れかの専門領域における基礎的な知識・技術とその実践方法を併せて教育する。これに

より、電子情報工学領域の問題に対して、副専門領域の技術を導入する技術統合能力を

涵養する。 

- ソフトウェア工学副専攻 

ソフトウェア工学副専攻では、技術統合能力として、電子情報工学の技術適用能

力を基礎に、ソフトウェア工学の手法を利用して、電子通信機器や情報通信システ

ムの設計と運用を実践する能力を涵養する。 

技術創造能力として、電子情報工学の技術統合能力を修めた上で、電子情報工学

とソフトウェア工学の要素技術を組み合わせて、学際領域の問題を解決するため

の手法を定義する能力を涵養する。 

- データサイエンス副専攻 

データサイエンス副専攻では、技術統合能力として、電子情報工学の技術適用能

力を基礎に、実データとその分析結果を利用した電子通信機器や情報通信システ

ムの設計から運用を実践する能力を涵養する。 

技術創造能力として、電子情報工学の技術統合能力を修めた上で、電子情報工学

とデータサイエンスの要素技術を組み合わせて、学際領域の問題を解決するため

の手法を定義する能力を涵養する。 

- 機械システム工学副専攻 

機械システム工学副専攻では、技術統合能力として、電子情報工学の技術適用能

力を基礎に、機械デバイスを含む電子通信機器や情報通信システムの設計と運用

を実践できる能力を涵養する。 

技術創造能力として、電子情報工学の技術統合能力を修めた上で、電子情報工学

と機械システム工学の要素技術を組み合わせて、学際領域の問題を解決するため

の手法を定義する能力を涵養する。 

副専門領域の技術統合能力に加え、特定の教員の指導の下に卒業研究を行うことで、

電子情報工学と副専門領域の学際領域の問題を解決するための手法を定義する技術創

造能力を涵養する。 

■卒業生の進路 

電子情報工学科の卒業生の進路として、情報通信サービス分野の企業を主に想定する。
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担当する業務は、以下が考えられる。 

（１） 情報ネットワーク通信サービスの企業における開発部門や運用部門での、セキ

ュアな情報通信システムの開発、運用、保守 

（２） 情報ネットワーク通信サービスの企業における開発部門や運用部門での、柔軟

性や拡張性を有した情報通信システム、データ分析に基づく頑健な情報通信シ

ステム、センサが統合された機械システムなどの運用・保守 

上記（１）は電子情報工学科で共通に涵養する能力に対応し、（２）は副専攻において

涵養する能力に対応する。 

（ソフトウェア工学副専攻） 

ソフトウェア工学副専攻の卒業生の進路としては、情報ネットワーク通信サービスの

企業の開発部門や運用部門を想定する。 

（データサイエンス副専攻） 

データサイエンス副専攻の卒業生の進路としては、情報ネットワーク通信サービスの

企業の開発部門や運用部門を想定する。 

（機械システム工学副専攻） 

機械システム工学副専攻の卒業生の進路としては、情報ネットワーク通信サービスの

企業の開発部門や運用部門を想定する。 

 

3．理工学部、電子情報工学科の名称及び学位の名称について	

学部名称は、従来通り理工学部とし、その英訳名称は Faculty of Science and 

Technology とする。これに、電子情報工学科、データサイエンス学科、機械システム

工学科を新たに設置する。 

電子情報工学科では、電子通信技術とそのソフトウェアでの扱いについて教授す

る。電気・電子工学と通信工学、情報科学を融合させた分野の学科名称は、電気電子

情報工学科（東海大学等）、電気電子・情報工学科（名古屋大学等）、電子情報工学

科（東京大学等）が用いられている。電子情報工学科では、電子工学の基礎の上に情

報通信系の科学と技術に重点をおくことから、その名称を電子情報工学科とし、その

英訳名称は Department of Electronics and Communication Technology とする。 

学位の名称は引き続き、学士（理工学）とし、その英訳名称は Bachelor of 

Science in Science and Technologyとする。  
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4．教育課程の編成の考え方及び特色  

4.1 理工学部における教育課程の編成の考え方及び特色 

理工学部では、各学科の相互補完の上に、開発工程支援技術と製品開発支援技術の

両方を情報科学、数学、物理学などの理学を背景に教育する。1年次では主に技術適用

能力の基礎を涵養することを目的として、理工学を支える理学である数学を教授す

る。加えて、ICT能力の基礎としてプログラミングを重点的に教授する。さらに、幅広

い教養を教授することを目的として、全学共通の一般教育科目を履修させる。2、3年

次には、技術適用能力をさらに充実させることを目的として、理工学を支えるもう一

つの理学としての物理学、理工学の諸分野で用いられる統計学、ICTの基盤である通信

工学、各学科で教育する内容の基礎となる要素技術を教授する。加えて、技術統合能

力の涵養を目指して、他学科の要素技術を教授し、複数技術の学際的統合について学

ぶ。同時に、社会のグローバル化を念頭に、留学や英語で開講する科目群の履修を促

す。本質的な理解を促すために、適宜、演習、実習、ならびに実験科目を配置する。

とくに、3年次には副専攻においてPBL実践演習を行い、技術統合能力に加えて技術創

造能力を涵養する。PBL実践演習においては、英文による成果報告書の作成など、英語

の積極的な活用を推奨することでグローバル化に対処する。4年次では、主に、技術創

造能力の涵養を要とし、卒業研究を行わせる。研究課題としては、主専攻の主要課題

を3 年次のPBL実践演習で学んだ副専攻の観点から総括する。これにより、技術統合能

力と技術創造能力の充実を目指す。 

 

4.2 理工学部のカリキュラム・ポリシー 

前節で説明した考え方及び特色を踏まえ、理工学部のカリキュラム・ポリシーを次

のように定める。	

＜理工学部 カリキュラム・ポリシー＞ 

理工学部では、ディプロマ・ポリシーに掲げる能力を養成するために、共通教

育科目、学部共通科目、学科科目を配置し、以下の考えに基づいた教育課程を

編成しています。 

 共通教育科目では、大学のディプロマ・ポリシーに示す能力、人間の尊厳

を尊重することのできる能力、グローバルな技術コミュニケーション能力

の基礎となる語学に関する能力を養成します。 

 学部共通科目と学科科目では、学部のディプロマ・ポリシーに示す能力を

養成します。 
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 学部共通科目と学科科目の数学科目には、情報科学、数学、物理学などに

関する理学的素養を涵養する科目を配置し、技術適用能力の基礎を培いま

す。 

 学科科目には、専門領域の知識・技術を教授する科目の他に、演習、実習

系の科目も配置し、技術を実際に活用することで、技術適用能力を養成し

ます。また、専門領域の技術を実践的に活用していくためのプログラミン

グ能力・ICT 能力を涵養する科目も配置します。 

 学科科目には、PBL のような実践的な演習科目を含む副専攻科目を配置し、

他専門領域の技術の理解を深め、英語の積極的な活用なども通じてグロー

バルな技術コミュニケーション能力を養うとともに、複数領域の技術を組

み合わせる経験を通じて、技術統合能力を養成します。 

 学科科目の卒業研究科目および演習系の科目では、特定の教員の指導の下

に、能動的な教育環境で専門領域に関する学習と研究を行い、技術統合能

力を養成します。さらに、副専門領域との学際領域における問題解決等を

テーマとする卒業研究を通じて、技術創造能力を涵養します。 

カリキュラム・ポリシーとディプロマ・ポリシーとの関係図を＜資料13＞に示す。 

理工学部のディプロマ・ポリシーに示された、人間の尊厳を尊重する能力、グロー

バルな技術コミュニケーション能力については、主に共通教育科目を通じて涵養す

る。学部共通科目の「理工学海外研修」では、海外の大学への短期留学を通じてグロ

ーバルな技術コミュニケーション能力を涵養する。また、副専攻科目に配置される

「PBL実践演習」では、チームによる開発や問題解決を実践することで記述コミュニケ

ーション能力を涵養する。 

技術適用能力については、学部共通科目及び各学科の学科科目により涵養する。技

術統合能力については、各学科の副専攻科目、技術創造能力については卒業研究科目

及び演習科目を通じて涵養する。 

 

4.3 学部における共通科目（共通教育科目及び学部共通科目）の編成の考え方と特色 

理工学部の全学生が履修する科目は、共通教育科目と学部共通科目に分かれてお

り、共通教育科目が教養教育の科目となる。 

■共通教育科目 

共通教育科目は宗教科目、「人間の尊厳」科目、体育科目、情報倫理科目、外国語

科目、基盤・学際科目に分類される。宗教科目（4単位）、外国語科目の一部（8単
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位）、体育科目（2 単位）は必修であり、「人間の尊厳」科目（4 単位）、外国語科

目の一部（2単位），基盤・学際科目（8 単位）は選択必修科目、そのほかは選択科目

である。特に、「人間の尊厳」科目では宗教、哲学、倫理学、政治、経済、法律、生

命、教育、民族の各分野から「人間の尊厳」を中心に講義を行うものであり、宗教科

目、外国語科目とならんで南山大学の教養教育の中心的存在である。 

■学部共通科目 

学部共通科目のうち必修科目は、8 科目（20 単位）からなり、それを通じて4学科

の専門知識の基礎を形成する。理工系技術者にとって共通に必要となるコンピュータ

リテラシと技術作文やプレゼンテーション能力を養う科目として「理工学基礎演習」

を1科目（2単位）配置する。理工学部の構成単位として各学科が対象とする専門領域

を俯瞰し、導入的知識を与える科目として「理工学概論」を1科目（2単位）配置す

る。物理学及び論理学、統計学は、3 学科に共通の基礎となることから、「物理学基

礎」、「論理と集合」、「統計学概論」の 3科目（6単位）を配置する。情報通信技術

はすべての学科における基礎素養となることから、「プログラミング基礎」、「プロ

グラミング応用」、「通信ネットワーク基礎」の 3 科目（10単位）を配置する。 

 

4.4 学科科目の編成の考え方と特色 

各学科には、学科科目として専門領域を網羅するよう必要かつ十分な科目を配置す

る。 

■数学科目 

各学科の数学科目には「微積分学I」、「同II」、「同III」、「線形代数学I」、

「同II」、「同III」の6科目（12単位）を必修科目として配置し、各学科の専門知識

を学ぶための前提となる数学を重点的に教育する。 

■学科科目（必修科目・選択科目） 

学科科目には、学部共通科目の必修科目と数学科目で学んだ知識を深く理解するた

めに、必修科目及び選択科目を配置し、学生の専門性や興味に応じた学修を可能にす

る。2 年次第3クォータの学科専門プログラミング科目及び第4クォータの学科実習科

目、3・4 年次の学科演習科目は必修とし、各学科の専門領域と結びついた実践的な演

習を行う。 

3年次から4年次にかけて配置される各学科の演習では、特定の指導教員の指導の

下、自ら選んだ研究テーマについて深く学ぶ。学生は、研究の遂行に必要となる調

査、検討、発表などを能動的に行う。 
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■副専攻科目 

理工学部の各学科間には、一方が他方の応用となる補完関係がある。学科科目に副

専攻科目を設けることで専攻間の相互補完関係を強化し、主専攻としての所属学科の

専門性を副専攻の専門領域に適用できる能力を持つΠ型人材の教育を実現する。理工

学部のすべての学生は副専攻登録を行い、登録した副専攻（学科）の科目を2,3年次に

おいて履修する。各副専攻には必修科目として、その専門領域の基礎知識を与える3科

目（6単位）、学科専門プログラミング科目1科目（2単位）、及び、基礎知識を応用し

た技術統合能力を涵養するPBL実践演習科目1科目（2単位）の合計5科目（10単位）を

配置する。さらに、副専攻必修科目で学ぶ基礎知識を補強する選択必修科目（4単位）

を配置する。 

■卒業研究科目 

4年次の各クォータには卒業研究科目（8単位）を配置する。卒業研究において学生

は、特定の指導教員の指導の下、能動的に研究活動を行い、成果を卒業論文としてま

とめる。研究テーマは、主専門領域の主要課題から選択し、2,3年次に選択した副専門

領域の観点からの検討を加える。これにより、主専門領域と副専門領域との学際領域

の問題に対する技術創造能力を涵養する。 

■自由選択科目 

演習科目や実習科目を除く理工学部の学科科目は、他学科の科目であっても自由選

択科目として原則履修することが可能であり、学生は興味に応じて、広い専門領域の

基礎を学ぶことができる。 

 

4.5 電子情報工学科の教育課程編成の考え方と特色 

電子情報工学科の教育課程には、4.1節に示した理工学部の教育課程編成の考え方に

基づき、共通教育科目、学部共通科目、数学科目、学科科目（必修科目・選択科

目）、副専攻科目、卒業研究科目及び関連科目、自由選択科目を配置する。 

すなわち、共通教育科目、学部共通科目については4.3節に示した考え方に、数学科

目、自由選択科目については4.4節に示した考え方に従ってそれぞれ編成する。学科科

目（必修科目・選択科目）、副専攻科目、卒業研究及び関連科目については、電子情

報工学科の教育目標を反映し、以下の考え方に従って編成する。 

■学科科目（必修科目・選択科目） 

2年次の必修科目として、第3クォータに電子回路、ディジタル回路など電子工学の

基礎を学ぶための「電子工学基礎」、インターネットをはじめとする現代のネットワ

ークシステムを支える通信技術を学ぶための「情報通信システム」、センサ、アクチ
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ュエータなどの電子デバイスをインターネットに接続し制御するためのプログラミン

グ技術を学ぶ「ネットワークプログラミング」を配置する。2年次第4クォータには符

号化や情報理論など情報通信を支える基礎理論を学ぶための必修科目「通信理論」、

必修の実習科目として、電子デバイス、通信ネットワーク、制御ソフトウェアからな

る情報通信システムのための開発技術を実践しながら学ぶための「電子情報工学実

習」を配置する。 

3年次以降には、情報セキュリティに関する基礎的な内容を学ぶ「情報セキュリティ

I」を必修科目として第1クォータに配置する。選択科目としては、電子通信工学の数

学的基礎を学ぶための「幾何とベクトル」、電子通信及び無線通信デバイスの技術に

ついて学ぶための「電子通信工学」、「ワイヤレスシステム工学」を配置する。さら

に、情報処理、データベースの構築・活用等、クラウド及び仮想化、情報セキュリテ

ィ（発展的内容）に関する技術について学ぶために「マルチメディア情報処理」、

「データベース」、「クラウド基盤と仮想化技術」、「情報セキュリティII」を選択

科目として配置する。 

3年次から4年次の各クォータには、自ら選んだ研究テーマについて、指導教員の下

で能動的な学習、研究活動を行う演習科目として、「電子情報工学演習I」、「同

II」、「同III」、「同IV」、「同V」、「同VI」、「同VII」、「同VIII」を配置す

る。4年次にはこれらの演習科目を卒業研究科目と並行して行い、卒業研究のテーマに

関する内容をより深く研究する。 

■副専攻科目 

副専攻科目として、以下に説明するソフトウェア工学、データサイエンス、機械シ

ステム工学の基礎的な知識・技術を学ぶ科目を配置する。学生はこれらのうちいずれ

か一つを副専攻として選択し、各副専攻で指定された必修科目（10単位）と選択必修

科目（4単位以上）を履修する。 

（ソフトウェア工学副専攻科目） 

ソフトウェア工学副専攻では、ソフトウェア工学に関する基礎的な技術適用能力を

学ぶために、2年次第2クォータの「アルゴリズムとデータ構造」、2年次第3クォータ

の「システムプログラミング」及び「ソフトウェア工学基礎」、3年次第1クォータの

「ソフトウェア開発技術I」、3年次第2クォータの「PBL実践演習（ソフトウェア工

学）」を副専攻の必修科目として配置する。ソフトウェア工学を支える情報科学やソ

フトウェア工学に関する発展的な内容を学ぶために「計算機アーキテクチャとOS」、

「プログラミング言語」、「情報モデリング」、「ソフトウェア開発技術II」を副専

攻の選択必修科目として配置する。 
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（データサイエンス副専攻科目） 

データサイエンス副専攻では、データサイエンスに関する基礎的な技術適用能力を

学ぶために、2年次第3クォータの「数理技術プログラミング」及び「OR概論」、「ビ

ッグデータ概論」、2年次第4クォータの「機械学習の数理」、3年次第2クォータの

「PBL実践演習（データサイエンス）」を副専攻の必修科目として配置する。データサ

イエンスを支える多様な数理技術を学ぶために「数理最適化」、「幾何学概論」、

「多変量解析」、「統計データ解析法」を副専攻の選択必修科目として配置する。 

（機械システム工学副専攻科目） 

機械システム工学副専攻では、制御工学と機械工学に関する基礎的な技術適用能力

を学ぶために、2年次第3クォータの「機械制御プログラミング」及び「制御工学基

礎」、2年次第4クォータの「制御理論I」及び「機械工学基礎」、3年次第2クォータの

「PBL実践演習（機械システム工学）」を副専攻の必修科目として配置する。制御工

学、機械工学、計測工学の技術をより広く学ぶために、「計測工学」、「制御理論

II」、「機械・材料力学」、「HW/SW協調設計」を副専攻の選択必修科目として配置す

る。 

■卒業研究科目 

4年次には卒業研究に関する科目として「卒業研究I」、「同II」、「同III」、「同

IV」を配置する。卒業研究では、電子情報工学と副専攻で選択した専門領域との学際

領域の中から自ら選んだ課題について、指導教員の下で研究を行い、成果を卒業論文

としてまとめる。 

 

4.6 電子情報工学科のカリキュラム・ポリシー 

前節で説明した考え方及び特色を踏まえ、電子情報工学科のカリキュラム・ポリシ

ーを次のように定める。 

＜電子情報工学科	カリキュラム・ポリシー＞ 

電子情報工学科では、ディプロマ・ポリシーに掲げる能力を養成するために、

共通教育科目、学部共通科目、学科科目を配置し、以下の考えに基づいた教育

課程を編成しています。 

 共通教育科目では、大学のディプロマ・ポリシーに示す能力を養成します。 

 学部共通科目と学科科目の数学科目では、学部のディプロマ・ポリシーに

示す能力を養成します。これには、学科のディプロマ・ポリシーに示す技

術適用能力の基礎となる情報通信システムの基礎概念や物理学的モデリン
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グを学ぶ科目も含まれます。また、技術適用能力の基盤となるプログラミ

ング技術を修得する科目も含まれます。 

 学科科目では、学部共通科目と学科科目の数学科目で培った理学的素養の

上に、電子情報工学科のディプロマ・ポリシーに示す能力を養成します。 

 電磁気学などの電子工学の基礎、電子通信デバイス、通信理論、信号情報

処理技術、情報セキュリティ、クラウドや仮想化に関する技術を広く学ぶ

ことで、技術適用能力を養成します。 

 電子工学、通信工学、電子情報工学の諸技術を実問題に適用する問題解決

型の実習および演習科目を配置し、学際的な科目や他専門領域を学ぶ副専

攻科目と併せて、技術統合能力を養成します。 

 卒業研究科目と演習では、特定の教員の指導の下で、電子工学や通信工学、

また、電子情報工学として、それらの技術をソフトウェア技術と統合した

技術を能動的な教育環境で学習・研究しながら成果を卒業研究としてまと

めることで、技術創造能力を涵養し、電子情報工学科が養成する人材とし

ての基軸を確固たるものにします。 

電子情報工学科の各副専攻において涵養する能力と授業科目との対応関係を＜資料

14＞（ソフトウェア工学副専攻科目）、＜資料15＞（データサイエンス副専攻科

目）、＜資料16＞（機械システム工学副専攻科目）にそれぞれ図示する。 

電子情報工学科のディプロマ・ポリシーに示す能力のうち、大学のディプロマ・ポ

リシーに示す能力については、宗教科目、「人間の尊厳」科目、体育科目、情報倫理

科目、外国語科目、基盤・学際科目からなる共通教育科目により涵養する。また、理

工学部のディプロマ・ポリシーに示す能力については、「理工学基礎演習」、「プロ

グラミング基礎」をはじめとする学部共通科目と、「線形代数学I」、「微積分学I」

などの学科数学科目により涵養する。 

電子情報工学の技術適用能力は、電子工学、情報通信システム、通信理論、情報セ

キュリティ、クラウド・仮想化技術などを教える、「電子工学基礎」、「情報通信シ

ステム」、「通信理論」、「情報セキュリティI」などの学科科目により涵養する。技

術統合能力は、「ネットワークプログラミング」、「電子情報工学実習」など、学科

科目の実習・演習科目及び副専攻科目により涵養する。技術創造能力は、学科科目の

卒業研究科目及び演習科目により涵養する。 

■ソフトウェア工学副専攻で涵養する技術統合能力及び技術創造能力 

ソフトウェア工学副専攻科目で涵養する電子情報工学の技術統合能力とは、情報ネ
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ットワーク上で稼働するディジタル通信組込み機器等の設計、管理、運用にソフトウ

ェア工学の手法を適用する能力である。この能力の基礎となるソフトウェア工学の要

素技術は「ソフトウェア工学基礎」、「ソフトウェア開発技術I」などの副専攻科目に

より教授する。また、技術創造能力とは、電子情報工学にソフトウェア工学の要素技

術を組み合わせて学際領域の問題解決手法を定義する能力である。この能力は、「シ

ステムプログラミング」、「PBL実践演習（ソフトウェア工学）」などの副専攻科目に

より教授する要素技術とその実践力を基礎に、「電子情報工学演習I～VIII」、「卒業

研究I～IV」などの科目を通じて涵養する。 

■データサイエンス副専攻で涵養する技術統合能力及び技術創造能力 

データサイエンス副専攻科目で涵養する電子情報工学の技術統合能力とは、情報ネ

ットワーク上で稼働するディジタル通信組込み機器等の設計、管理、運用にデータサ

イエンスの手法を適用する能力である。この能力の基礎となるデータサイエンスの要

素技術は「機械学習の数理」、「ビッグデータ概論」、「OR概論」などの副専攻科目

により教授する。また、技術創造能力とは、電子情報工学にデータサイエンスの要素

技術を組み合わせて学際領域の問題解決手法を定義する能力である。この能力は、

「数理技術プログラミング」、「PBL実践演習（データサイエンス）」などの副専攻科

目により教授する要素技術とその実践力を基礎に、「電子情報工学演習I～VIII」、

「卒業研究I～IV」などの科目を通じて涵養する。 

■機械システム工学副専攻で涵養する技術統合能力及び技術創造能力 

機械システム工学副専攻科目で涵養する電子情報工学の技術統合能力とは、情報ネ

ットワーク上で稼働する機械デバイスを含んだ組込み機器等の設計、管理、運用を実

践する能力である。この能力の基礎となる電子情報工学の要素技術は「制御工学基

礎」、「機械工学基礎」などの副専攻科目により教授する。また、技術創造能力と

は、電子情報工学に機械システム工学の要素技術を組み合わせて学際領域の問題解決

手法を定義する能力である。この能力は、「機械制御プログラミング」、「PBL実践演

習（機械システム工学）」などの副専攻科目により教授する要素技術とその実践力を

基礎に、「電子情報工学演習I～VIII」、「卒業研究I～IV」などの科目を通じて涵養

する。 

 

5．教員組織の編成の考え方及び特色 

5.1 理工学部教員組織の編成の考え方及び特色 

■教員組織編成の考え方 

改組及び収容定員の変更とそれに伴う教育課程、教育方法の変更に十分対応できる
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よう、理工学部の教員数は36名、うち25名を教授とする。変更前の教員数から5名の増

員である。教員あたりの学生数（収容定員/教員数）は、変更前30.3（940/31）から変

更後30（1,080/36）となり、同等の水準を保つ。すべての教員は、学部教育に関連す

る分野において博士の学位を持つ。 

4学科の教員配置は次表のとおりである。 

学科 教授 准教授 講師 合計 

ソフトウェア工学科 6 名 2 名 1 名 9 名 

データサイエンス学科 7 名 2 名 0 名 9 名 

電子情報工学科 5 名 4 名 0 名 9 名 

機械システム工学科 7 名 1 名 1 名 9 名 

合計 25 名 9 名 2 名 36 名 

 

■教員組織の特色 

教員組織の特色は、各学科に、各学科の専門知識や技術を教育する教員をその主な

専門分野によって配置し、それらの教員が数学、情報科学、物理学の教育も行うこと

で、学部の教育課程の編成、各学科の教育課程の編成を実現していることである。	

学部共通科目の必修科目及び学科科目の数学科目は、すべての科目を4学科の専任教

員が担当する。特に、数学、物理学、情報科学、プログラミングの科目は、関連分野

の学位を持つ教員が担当する。	

■教員への担当科目割当ての考え方 

各学科の学科科目については、原則として当該学科の教員で、関連分野において博

士の学位を持つ教員が担当する。中でも重要と考えられる科目については、原則とし

て教授が担当する。	

副専攻科目については、ソフトウェア工学副専攻科目をソフトウェア工学科の教員

が担当、データサイエンス副専攻科目をデータサイエンス学科の教員が担当、電子情

報工学副専攻科目を電子情報工学科の教員が担当、機械システム工学副専攻科目を機

械システム工学科の教員が担当する。副専攻科目のPBL実践演習については、卒業研究

の基礎となる論理的思考や表現の能力を、当該専門領域のPBLを通じて涵養することか

ら、それぞれ教員を2,3名配置し、共同で指導に当たらせる。副専攻科目の担当者は、

関連分野において博士の学位を持つ教員である。	
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5.2 電子情報工学科教員組織の編成の考え方及び特色 

■教員組織の概要及び担当科目割当ての考え方 

電子情報工学科の教員数は9名、うち5名が教授、4名が准教授である。すべての教員

が学科科目に関連する分野において十分な研究業績と博士の学位を持つ。	

電子情報工学科の中心的な講義科目である学科科目の必修科目及び選択科目は、関

連分野の博士の学位を持つ教授か准教授が担当する。	

ソフトウェア工学副専攻科目、データサイエンス副専攻科目、機械システム工学副

専攻科目については、それぞれソフトウェア工学科、データサイエンス学科、機械シ

ステム工学科の学科科目を担当する教員が担当する。	

卒業研究に関する科目である「電子情報工学演習I」～「同 VIII」、「卒業研究I」

～「同 IV」は博士の学位を持つ教授、准教授が担当する。	

■教員の年齢構成及び将来の人事計画 

教員の年齢構成（2021年4月1日現在）については、60歳代2名、50歳代3名、40歳代3

名、30歳代1名となっており、教育経験、研究業績ともに充実した教員を中心に、バラ

ンスの取れた年代構成である。60歳代の教員は完成年度までに定年規程に定める定年

を超えるが、大学の規程に定めるように再任用する計画である。なお、将来の人事計

画では、当該教員の補充人事、若手教員の昇格により、教育課程の継続に適切な年齢

構成を維持する計画である。 

■教育水準への影響の評価 

理工学部の改組及び収容定員の変更に伴って行う教員数の増員により、教員あたり

の学生数が同等に保たれることから、学部共通科目、副専攻科目以外の学科科目につ

いては、変更後においても同等の教育水準を担保することができる。一方で、副専攻

制の導入により、教員は学科科目だけでなく副専攻科目も担当することになる。これ

については、変更前までは卒業研究の担当教員が各研究室に配属された少人数の学生

を対象に個別に行ってきた研究の基礎能力の育成を、副専攻におけるPBL実践演習にお

いて多人数の学生を対象に共通化できることから、卒業研究に関連する科目における

研究指導を効率化し、より高度な研究指導を行うことができる。 

共通教育科目及び他学部が提供する科目を通じた他学部教員組織への影響として、

改組及び収容定員の変更により増加した学生数分の授業担当増加が考えられる。一方

で、教育課程の変更に伴い、電子情報工学科を含む理工学部では卒業に必要な総単位

数を減らし（128単位→125単位）、その中でも特に自由選択科目の単位数を減らしてい

る（14単位→10単位）。自由選択科目は共通教育科目、他学部・他学科科目を含むこと

から、担当数の減少が見込まれる。これらのことを総合すると、共通教育科目、他学
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部・他学科科目の担当については、改組及び収容定員の変更後においても同等の水準

であると言える。 

以上の教員配置の考え方に基づいて、改組及び収容定員の変更後においても変更前

と同等以上の教育水準を担保する。 

＜資料17＞南山大学就業規則（抜粋） 

＜資料18＞南山大学職員規則（抜粋）	

 

6．教育方法、履修指導方法及び卒業要件 

6.1 理工学部の教育方法、履修指導方法 

■教育方法 

（1年次） 

学部の教育課程編成方針に基づき、1年次では理工学を支える理学である数学及び

物理学、加えてプログラミングと通信工学を重点的に教授する。さらに、幅広い教養

と語学力を身に付けるために共通教育科目を履修させる。 

1 年次の数学の科目では講義形式に加え演習形式での授業を行う。プログラミング

の科目では、講義形式に加え実習形式での授業を行う。いずれも、学生が自ら考え、

問題を解くことで、技術適用能力の基礎を養う。これらの演習、実習においては、学

生の進度に合わせた指導を行うために、大学院生等のティーチング・アシスタントを

活用し、担当教員の補助にあたらせる。 

（2、3年次） 

2、3 年次には、技術適用能力をさらに充実させることを目的として、各学科の専門

性に特化した知識と技術を教授する。 

2 年次から 3 年次にかけて、技術統合能力を涵養するために、他学科の要素技術を

教授する副専攻科目を履修させる。 

3 年次第 1クォータから、学生は希望する研究分野に合わせて指導教員を 1 名選択

し、その教員の研究室に配属される。指導教員の指導の下で演習を行い、技術適用能

力、技術統合能力、技術創造能力を充実させる。 

（4年次） 

4 年次では、主に、技術創造能力を目的に、卒業研究を行わせる。研究課題として

は、主専攻の主要課題を 3 年次までに履修した副専攻の観点から総括する。これによ

り、技術統合能力と技術創造能力の充実を目指す。	

■履修指導方法 

全ての学生には指導教員が割り当てられ、指導教員及び学科長、学部長により履修
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指導を行う体制が整っている。3年次の第 1クォータ以降は各学科の演習科目及び卒

業研究科目を担当する教員が指導教員となり、研究内容に即した履修指導を行う。 

修得単位数が南山大学授業科目履修規程（＜資料 19＞）第 27 条②に示された条件

に該当する学生については、指導教員及び学科長が定期的に面談を行うことで学業へ

の専念を促す。また、各クォータにおいて履修登録単位数が 0単位の学生についても

指導教員及び学科長による事情聴取を行うなどの対応を行う。 

（科目名について） 

なお、学生が履修する科目の中には、科目名に「I」、「II」、「III」、「A」、「B」、「C」

等の記号が付記されるものがある。これらの記号については、全学共通の取り決めに

従い、内容の累積性を示す場合には「I」、「II」、「III」等を、単なる異質性を示す場

合には「A」、「B」、「C」等を用いる。 

（GPA の活用） 

学生の成績は、全学共通の算定方法による GPA を用いて数値化する。GPA は、学修

指導、履修指導、教育方法の改善に活用するほか、各学科の副専攻登録（2 年次第 1

クォータ）や研究室配属（3年次第 1クォータ）での成績情報として利用する。副専

攻登録においては、前提条件を満たす者について、1 年次までの通算 GPA 及び修得単

位数によって順位をつけ、各副専攻の定員の範囲内で上位者の希望を優先して登録を

決定する。研究室配属においては、前提条件を満たす者について、2 年次までの通算

GPA 及び修得単位数によって順位をつけ、各研究室の定員の範囲内で上位者の希望を

優先して配属先研究室を決定する。 

■理工学海外研修について 

学部共通科目「理工学海外研修」では、学生が約 2週間にわたり海外の大学に滞在

し、科学技術英語及び英語による理工学関連の授業等を受講する。夏季もしくは春季

の休暇を利用した集中講義として開講することから、ほかの科目履修への影響は少な

い。留学の前後にはオリエンテーション及び成果報告の機会を設ける。科目担当の専

任教員はオリエンテーション及び成果報告会の授業を担当するほか、現地に帯同し、

学生の指導にあたる。本科目は前述の通り集中講義として開講するので、当該教員の

担当するほかの科目の実施に対する影響はない。学生の成績は、留学前のオリエンテ

ーション、留学中の授業、留学後の成果報告への参加と取り組み状況を担当教員が総

合的に評価して付与する。 

受け入れ先の大学とは、研修に関する協定書（Memorandum of Agreement）（＜資料

20＞）を取り交わしている。開講に際しては、担当教員が窓口となり連絡調整を行う

ことで、授業の実施期間や内容の詳細を定める。 
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留学中の危機管理体制は、受け入れ先大学との十分な連絡調整の下に構築されてい

る。＜資料 21＞に留学中の緊急連絡体制を示す。 

■外国人留学生に対する指導について 

外国人留学生については、日本語で行われる授業科目を履修するのに十分な日本語

運用能力を入学審査において確認する。その際、入学審査の出願書類として留学費支

弁能力に関する証明書を提出させ、経費支弁能力の確認も行う。 

入学後は国際センター事務室にて、在籍する外国人留学生全員を毎月国際交流ミー

ティングに出席させ、所在確認を行う。また、学部・大学院に所属するすべての正規

生及び研修生に在留カードのコピー、パスポートのコピー、健康保険証のコピーを年

2 回提出させ、在留資格の確認を実施する。在留期間更新の際は、申請書の範囲で経

費支弁能力の確認を行う。 

■教育方法及び履修指導方法に対する変更点 

以上、理工学部の各学科に共通する教育方法及び履修指導方法に対する主な変更点

は、2、3年次における副専攻科目の履修についてである。共通教育科目を含み、変更

のない部分については、改組及び収容定員変更後においても同等の内容を担保する。	

	

6.2 電子情報工学科の教育方法、履修指導方法及び卒業要件 

■教育方法及び履修指導方法の概要 

電子情報工学科では、学科の教育課程の編成の考え方に従い、学部共通科目及び学

科科目の数学科目により、理学の方法論と電子情報工学に関する専門知識と技術を学

ぶための基礎を教育する。 

学科科目の必修科目及び選択科目では、学科の専門的な内容を教育する。電子情報

工学科共通の知識として、電子工学、通信理論、情報通信システム、情報セキュリテ

ィの基礎を位置づけ、対応する 4科目（8 単位）を必修科目とする。また、実問題を

通じてこれらの知識を適用する「電子情報工学実習」と専門領域に特化したプログラ

ミング技術を修得する「ネットワークプログラミング」の 2科目（3 単位）も必修科

目とする。 

■卒業要件及び年間登録上限単位数 

卒業要件は、共通教育科目を 30 単位以上、学部共通科目の必修科目を 20 単位、学

科科目を 65 単位以上、自由選択科目を 10 単位以上、合計 125 単位以上とする。ただ

し、学科科目については、数学科目を 12 単位、必修科目を 18 単位、卒業研究科目を

8 単位修得し、ソフトウェア工学副専攻科目、データサイエンス副専攻科目、機械シ

ステム工学副専攻科目のうち選択したいずれか一つについて、その必修科目を 10 単
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位、選択必修科目を 4単位以上修得しなければならない。なお、自由選択科目に算入

されるのは、共通教育科目で所定の単位数を超過して修得した科目、学部共通科目の

選択科目として修得した科目、学科科目で所定の単位数を超過して修得した科目、履

修可能な他学部・他学科科目、本学の単位認定制度により自由選択科目として認めら

れたものである。 

また、年間登録上限単位数は、各クォータ 16 単位（4 年次の各クォータは 12 単

位）とする。ただし、各年次の第 1 クォータと第 2クォータの合計が 24 単位、第 3ク

ォータと第 4 クォータの合計 24 単位を超えてはならず、各年次の年間登録単位数が

44 単位を超えてはならないものとする。これは学生が十分な学修時間を確保できるよ

うにすると同時に、特定のクォータにおける海外留学や企業インターンシップの実施

など、自由な学びに対する希望にも柔軟に対応できるよう配慮したものである。 

■副専攻登録の方法及び前提条件 

2 年次の第 1 クォータから、学生はソフトウェア工学、データサイエンス、機械シ

ステム工学のうちいずれか一つの副専攻に登録し、それぞれの領域の基礎となる要素

技術を学ぶ。副専攻科目の履修には、専門知識と技術を学ぶための基礎知識を有して

いることを担保する必要があることから、副専攻登録にあたり前提条件を課す。副専

攻登録の前提条件、申請時期、申請方法、副専攻の定員及び選抜方法は次の通りであ

る。 

 前提条件： 

学部共通科目の必修科目及び学科科目の数学科目から合計で 10 単位以上修得し

ていること 

 申請時期： 

2 年次第 1クォータの履修登録と同時 

 申請方法： 

ソフトウェア工学副専攻、データサイエンス副専攻、機械システム工学副専攻

の三つの副専攻について、学生が希望順位（1 位、2位、3 位）をもれなく指定 

 定員： 

ソフトウェア工学副専攻（22 人または 21 人）※ 

データサイエンス副専攻（22 人または 21 人）※ 

機械システム工学副専攻（22 人または 21 人）※ 

※ 希望者数が多い二つの副専攻の定員を 22 人とし、残りを 21 人とする。 

 選抜方法： 

1 年次までの成績（通算 GPA）と修得単位数により順位をつけ、上位者から希望
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順位に応じて登録する副専攻を決定 

このように、改組及び定員変更後に導入する副専攻制においては、1 年次を終えた

直後の 2 年次第 1クォータに全ての学生が副専攻登録を行う。また、副専攻登録にあ

たり学生が基礎知識を有していることを担保するための前提条件を課す。この指導方

法により、早期から理工学に関する複数の専門領域の知識修得に対する動機付けを行

うことができる。 

■研究室配属及び卒業研究履修の前提条件 

3 年次から 4 年次にかけて、学生は、「電子情報工学演習 I」～「同 VIII」及び「卒

業研究 I」～「同 IV」を通じ、特定の指導教員の下で研究指導を受ける。研究指導を

受けるにあたり、十分な基礎知識を有していることを担保する必要があることから、3

年次の「電子情報工学演習」と 4年次の「卒業研究」の履修にあたってそれぞれ前提

条件を課す。すなわち、学生が 3年次第 1 クォータの「電子情報工学演習 I」を履修

するためには、卒業に必要な単位を 64 単位以上修得していなければならず、4年次第

1 クォータの「卒業研究 I」を履修するためには、卒業に必要な単位を 84 単位以上修

得していなければならない。 

 

■改組及び収容定員変更の教育指導及び履修指導への影響の評価 

これら科目履修の前提条件、卒業要件、年間登録上限単位数、学修指導体制によっ

て、改組及び収容定員変更後においても変更前と同等以上の教育及び履修指導の内容

を担保する。このうち、卒業に必要な単位数については、改組及び定員変更後におい

て条件を緩和（合計 128 単位以上→125 単位以上）している。一方で、副専攻制の導

入により、技術適用能力だけでなく、技術統合能力と技術創造能力をより効率的に涵

養することのできる教育課程が編成されることから、新しい卒業要件の下でも、改組

及び定員変更前と同等以上の教育内容を担保することができる。 

■履修モデル 

電子情報工学科の標準的な履修モデルを、＜資料 22＞（ソフトウェア工学副専攻科

目）、＜資料 23＞（データサイエンス副専攻科目）、＜資料 24＞（機械システム工学副

専攻科目）に示す。 

電子情報工学科の学生は、1年次から 2年次の第 2クォータにかけて共通教育科目

及び学部共通科目、学科科目の数学科目を中心に履修する。2年次第 2クォータから 3

年次第 4 クォータにかけて、学科科目の必修科目、選択科目、副専攻科目、自由選択

科目を履修する。3 年次から 4 年次には研究室に配属され、特定の教員の下で「電子

情報工学演習 I～VIII」及び「卒業研究 I～IV」を履修、研究指導を受け、その結果を
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卒業論文としてまとめる。 

（ソフトウェア工学副専攻）＜資料 22＞ 

ソフトウェア工学副専攻では、ソフトウェア工学の手法を適用することで、柔軟性や

拡張性を有した情報通信システムの設計から運用、保守に携わることのできる人材を育

成する。卒業生の進路としては、情報ネットワーク通信サービスの企業の開発部門や運

用部門を想定する。 

ソフトウェア工学副専攻を選択する学生は、2 年次第 2クォータから 3年次第 3 ク

ォータにかけてソフトウェア工学副専攻科目を履修する。3年次第 2 クォータの「PBL

実践演習（ソフトウェア工学）」では、マイクロコンピュータボードを使用し、チーム

による組込みソフトウェアの工学的な開発を実践し、その成果を報告書としてまとめ

る。電子情報工学とソフトウェア工学の学際領域の問題に対する知識を補完するため

に、自由選択科目として「ソフトウェア工学応用」（ソフトウェア工学科科目、3 年次

第 3クォータ）、「人工知能とソフトコンピューティング」（ソフトウェア工学科科目、

3 年次第 4クォータ）の履修を推奨する。 

（データサイエンス副専攻）＜資料 23＞ 

データサイエンス副専攻では、実データとその分析結果を利用することで、頑健な電

子通信機器や情報通信システムの設計から運用、保守に携わることのできる人材を育成

する。卒業生の進路としては、情報ネットワーク通信サービスの企業の開発部門や運用

部門を想定する。 

データサイエンス副専攻を選択する学生は、2 年次第 3クォータから 3年次第 2 ク

ォータにかけて電子情報工学副専攻科目を履修する。3年次第 2 クォータの「PBL 実践

演習（データサイエンス）」では、受講生がチームを編成し、統計学的手法や機械学

習、最適化手法などを活用して実際の問題を解決する演習を行い、その成果を報告書

としてまとめる。電子情報工学とデータサイエンスの学際領域の問題に対する知識を

補完するために、自由選択科目として「アルゴリズムとデータ構造」（ソフトウェア工

学副専攻科目、2年次第 2クォータ）、「ビッグデータのための統計」（データサイエン

ス学科科目、3年次第 1 クォータ）の履修を推奨する。 

（機械システム工学副専攻）＜資料 24＞ 

機械システム工学副専攻では、センサやアクチュエータをはじめとした機械デバイス

を含む電子通信機器や情報通信システムの設計から運用、保守に携わることのできる人

材を育成する。卒業生の進路としては、情報ネットワーク通信サービスの企業の開発部

門や運用部門を想定する。 

機械システム工学副専攻を選択する学生は、2 年次第 3クォータから 3年次第 2 ク
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ォータにかけて機械システム工学副専攻科目を履修する。3年次第 2 クォータの「PBL

実践演習（機械システム工学）」では、受講生がチームを編成し、小規模な電気-機械

系を題材として制御系の設計と実装を行い、その成果を報告書としてまとめる。電子

情報工学と機械システム工学の学際領域の問題に対する知識を補完するために、自由

選択科目として「現代システム制御」（機械システム工学科科目、3年次第 3 クォー

タ）、「ロボット工学」（機械システム工学科科目、3年次第 4クォータ）の履修を推奨

する。 

 

7．施設、設備等の整備計画 

7.1 校地、運動場の整備計画 

キャンパスの校地面積は 129,822 ㎡（借用地である漕艇部艇庫 196 ㎡を含む）であ

り、自然の起伏を活かす形で校舎が配置されている。体育施設は全体で 12,703 ㎡整備

しており、学生が授業及び課外活動等で主に使用する施設としては、人工芝グラウンド

（9,646 ㎡）、体育館（アリーナ 1,135 ㎡）、テニスコート 5 面、体育センター（メイン

アリーナ 1,862.19 ㎡、卓球場 531.33 ㎡、剣道場 378.16 ㎡、柔道場 433.20 ㎡、室内温

水プール 917.5 ㎡、トレーニングルーム 315.07 ㎡、他多目的ホール 313.70 ㎡、ラケッ

トボールコート 95.43 ㎡を含む）を整備している。その他にも芝生の広場であるグリー

ンエリア（4,039 ㎡）や屋上緑化スペースなどを設け、学生は休息等のため自由に利用

できる。また、学生向けの厚生施設としては、食堂、書店、コンビニエンスストアなど

がある。 

 

7.2 校舎等施設の整備計画 

キャンパス統合の一環として 2015 年 4 月に理工学部が瀬戸キャンパスから名古屋キ

ャンパスに移転した際に S棟を建設し、学生及び教員が情報機器端末を学習や研究に活

用できるよう無線 LAN を導入したインターネット環境を整備した。 

また、2017 年度からは既存建物の改修工事を中心としたキャンパス施設整備を行っ

ており、既存教室等の改修や学生のための学生セミナー室・学生ロッカー整備に加え、

安全性・利便性向上のための人工芝グラウンド整備やキャンパス内動線の整備、セキュ

リティ強化やユニバーサル化に取り組んでいる。多目的な学習スペースとして、学内に

4 ヶ所のラーニング・コモンズを整備し、全ての学生がグループ学習やプレゼンテーシ

ョン準備、論文・レポート作成など様々な学習用途に利用できる。理工学部生が主に使

用する S 棟のラーニング・コモンズには約 70 席を備え、学生が主体的に学習できる環

境を整えている。 
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■教室 

講義や演習を行う教室については、次表の通り整備している。理工学部生は入学時に

ノート PC を貸与され授業や研究等で使用するが、これらの教室には情報コンセントや

無線 LAN を整備した教室を含んでおり、電子情報工学科を含む理工学部の教育方法と履

修指導方法に見合った施設となっている。 

 

2021 年 4 月 キャンパス全体の教室数    合計：223 室 

教室定員 教室数 教室定員 教室数 教室定員 教室数 教室定員 教室数 

1～10 人 2 11～20 人 5 21～30 人 29 31～40 人 33 

41～50 人 29 51～60 人 25 61～70 人 12 71～80 人 14 

81～90 人 10 91～100 人 2 101～200 人 22 201～300 人 7 

301～500 人 4 500 人以上 2 実験実習室等 27  

 

以下の表では完成年度の 2024 年度における 1 週間の教室の使用状況（稼働率）の予

測を示している。完成年度には収容定員が 140 人増員するが、教室稼働率の平均は 55%

程度と予測できる。この数値は、学生の予習復習や課外活動等を含めて、教室設備が十

分なものであることを示しており、学生数の増加、教育課程の変更によるクラス数の増

加に耐えられる教室数が用意されていることがわかる。 

 

キャンパス全体の教室稼働率予測 2024 年度（Q1） 

  月 火 水 木 金 

1 限 116 52.0% 117 52.5% 92 41.3% 116 52.0% 102 45.7% 

2 限 143 64.1% 137 61.4% 125 56.1% 136 61.0% 130 58.3% 

3 限 116 52.0% 144 64.6%     149 66.8% 103 46.2% 

4 限 119 53.4% 119 53.4%     158 70.9% 85 38.1% 

 （左側：使用教室数 右側：稼働率 教室数総数 223 室）  平均 55.0% 

 

■実験室 

電子情報工学科を含む理工学部特有の施設・設備として、演習や実習などで利用する

実験室が必要である。電子情報工学科の演習及び実習ではその内容に応じて実験室が必

要となり、副専攻科目における PBL 実践演習などの科目においても実験室が必要とな

る。理工学部の授業で主に使用する S棟は実験室を 2 室（S13、S15）備えており、2019
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年度におけるそれらの稼働率は、次表に示す通り、平均して 34%程度である。この数値

から、理工学部の改組・電子情報工学科の設置及び収容定員変更後の需要増に十分対応

できることがわかる。 

 

実験室稼働率 2019 年度（Q1～Q4） 実験室：2室 

実験室名 
稼働率（2019 年度） 

Q1 Q2 Q3 Q4 年間 

S13 27.8% 44.4% 33.3% 33.3% 34.7% 

S15 33.3% 22.2% 33.3% 44.4% 33.3% 

2 室平均 30.5% 33.3% 33.3% 38.9% 34.0% 

 

■セミナー室 

電子情報工学科における卒業研究の指導内容により、机・椅子を動かすことのできる

セミナー室が必要である。S棟はセミナー室を 4 室（S26、S27、S28、S29）備えており、

2019 年度におけるそれらの稼働率は、次表に示す通り、平均して 40%程度である。この

数値から、理工学部の改組・電子情報工学科の設置及び収容定員の増加に十分対応でき

ることがわかる。 

 

セミナー室稼働率 2019 年度（Q1～Q4）   セミナー室：4室 

セミナー室名 
稼働率（2019 年度） 

Q1 Q2 Q3 Q4 年間 

S26 66.7% 50.0% 38.9% 44.4% 50.0% 

S27 44.4% 44.4% 33.3% 44.4% 41.7% 

S28 38.9% 33.3% 44.4% 11.1% 31.9% 

S29 44.4% 44.4% 27.8% 27.8% 36.1% 

4 室平均 48.6% 43.0% 36.1% 31.9% 39.9% 

 

■学生研究室及び教員研究室 

電子情報工学科を含む理工学部 3、4 年次の学生のため専有のスペースとして、学生

研究室が用意されており、研究室単位あるいは研究室間で共同利用されている。学生研

究室には、個人用の机が配置されており、卒業研究などに活用されている。S棟は主に

理工学部及び理工学研究科の学生（学部生、大学院生等）が利用する学生研究室を合計
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で 41 室備えており、合計で収容できる学生数は次表に示す通り 907 人である。これに

対し、2019 年度における利用人数は 588 人となっている。この数値から理工学部の改

組・電子情報工学科の設置及び収容定員の増加に十分対応できることがわかる。 

 

S 棟学生研究室の室数と収容人数、利用人数（2019 年度） 

研究室種別 室数 収容人数 利用人数（2019 年度） 

学生研究室（定員 40 人） 5 200 人 149 人 

学生研究室（定員 30 人） 1 30 人 21 人 

学生研究室（定員 20 人） 30 600 人 390 人 

学生研究室（定員 16 人） 4 64 人 21 人 

学生研究室（定員 13 人） 1 13 人 7 人 

合計 41 907 人 588 人 

 

また、電子情報工学科を含む理工学部の専任教員（教授、准教授、講師）には個人研

究室が用意される。主に理工学部の教育研究活動で利用する S棟は教員研究室を合計で

40 室備えており、36 人の専任教員全員を収容可能である。電子情報工学科の専任教員

研究室は 9室で、9人の専任教員全員を収容可能である。教室以外の施設・設備につい

ては新たに整備する予定はないが、現有の施設･設備を共用することにより、新学科に

おける教育研究環境を十分確保することが可能である。 

＜資料 25＞時間割モデル 

  

7.3 図書等の資料及び図書館の整備計画 

電子情報工学科における教育研究に必要な図書等資料は、主に図書館に所蔵されてい

る。人文・社会科学系をはじめ一般教養としても活用できる資料を多数所蔵し、大学全

体としては図書約 724,058 冊、学術雑誌約 89,244 タイトル（うち、電子ジャーナル約

76,025 タイトル）を完成年度までに整備する予定である。理工学部の分野に関係する

ものとしては図書約 25,362 冊、数理科学、Applied stochastic models in business 

and industry、Computers & Operations Research など学術雑誌約 2,700 タイトル（う

ち、電子ジャーナル約 2,239 タイトル）を完成年度までに整備する予定である。また、

電子書籍やデータベースの利用も可能である。 

館内には、閲覧席として 813 席を備えるほか、レファレンスカウンター、複写機器、

情報検索のための端末、マルチメディア資料を閲覧できる機器を配置しており、授業終
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了後も利用できるよう、平日は午前 9 時から午後 10 時、土曜日は午前 9 時から午後 8

時まで開館している。また授業・試験期間中の日曜日については、午前 10 時から午後

5時まで開館し、学生の勉学の便宜を図っている。図書館間協力も積極的に行っており、

近隣大学図書館等との相互利用、NACSIS-CAT/ILL 及び OCLC を通した国内外の大学や研

究機関との相互貸借・文献複写サービスの利用が可能である。 

学科の学びの特性上、最新の情報を扱うことが不可欠であることから、紙媒体資料の

収集に努めつつ、電子ジャーナル、電子書籍、データベースの導入・利用を推進してい

る。さらに現在では、図書館を含むキャンパス内の Wi-Fi 環境の整備と改善が進み、学

生や教員がこれらの情報によりスムーズにアクセスできるようになった。以上のように、

電子情報工学科の教育研究にとって充分な資料及び設備・環境を整えている。 

 

8．入学者選抜の概要 

8.1 入学者選抜の考え方 

■入学者選抜の種別 

入学者の選抜は、学科ごとに実施する。数学、物理学、化学、英語の基礎的な学力

を持ち、ソフトウェア工学、情報科学、データサイエンス、電子通信工学、機械工学

の各分野で技術者として社会に貢献する意志のある学生を受け入れる。そのために次

表に示す通りの入学者選抜を実施する。 

種別 試験の内容 対象 

一般入試 筆記試験 高等学校又は中等教育学

校を卒業した者及び当該

年度卒業見込み者、高等

学校卒業程度認定試験合

格者及び合格見込み者等	

全学統一入試 筆記試験のみ、もしくは

筆記試験と大学入学共通

テストの組み合わせ 

高等学校又は中等教育学

校を卒業した者及び当該

年度卒業見込み者、高等

学校卒業程度認定試験合

格者及び合格見込み者等	

共通テスト利用入試 大学入学共通テストのみ 高等学校又は中等教育学

校を卒業した者及び当該

年度卒業見込み者、高等
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学校卒業程度認定試験合

格者及び合格見込み者等	

推薦入学審査（指定校） 書類審査＋小論文＋面接 過去5年間の合格者数を基

に選んだ高等学校（約200

校）に在籍する者 

推薦入学審査（学園内高

等学校） 

書類審査＋小論文＋面接 南山高等学校（男子部・女

子部）/南山国際高等学校/

聖霊高等学校/聖園女学院

高等学校に在籍する者	

特別入学審査（カトリッ

ク系高等学校等対象） 

書類審査＋小論文＋面接 学園内を除く全国のカトリ

ック系高等学校（約100

校）に在籍する者及びカト

リック修道会に所属する修

道士・修道女・神学生 

外国高等学校卒業者等入

学試験 

書類審査＋筆記試験＋面

接 

帰国子女など、国外の教

育制度下で青少年期を過

ごした者 

帰国生徒推薦入学審査 

（指定在外教育施設） 

書類審査 上海日本人学校高等部に

在籍する者 

外国人留学生入学審査 

（本学受験型） 

書類審査＋筆記試験＋面

接 

外国籍を持つ者 

外国人留学生入学審査

（EJU利用型） 

日本留学試験[日本語・数

学・理科]＋英語の資格・

検定試験＋書類審査 

外国籍を持つ者 

外国人留学生別科留学生

推薦入学審査 

書類審査＋面接 本学外国人留学生別科を

修了し、本学学部への進

学を希望する者 
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■募集人員 

各学科、入試種別ごとの募集人員は次表の通りである。 

 ソフト

ウェア

工学科 

データ

サイエ

ンス学

科 

電子情

報工学

科 

機械シ

ステム

工学科 

一般入試 27人 27人 24人 24人 

全学統一入試 12人 12人 12人 12人 

共通テスト利用入試 8人 8人 8人 8人 

推薦入学審査（指定校） 17人＊ 17人＊ 15人＊ 15人＊ 

推薦入学審査（学園内高等学校） 4人 4人 4人 4人 

特別入学審査（カトリック系高等学校等対象） 2人 2人 2人 2人 

外国高等学校卒業者等入学試験 若干名 若干名 若干名 若干名 

帰国生徒推薦入学審査（指定在外教育施設） 若干名 若干名 若干名 若干名 

外国人留学生入学審査（本学受験型） 若干名 若干名 若干名 若干名 

外国人留学生入学審査（EJU利用型） 若干名 若干名 若干名 若干名 

外国人留学生別科留学生推薦入学審査 若干名 若干名 若干名 若干名 

＊各学科推薦入学審査（指定校）の募集人員は、当該学科の外国高等学校卒業者等

入学試験、帰国生徒推薦入学審査（指定在外教育施設）、外国人留学生入学審査

（本学受験型）、外国人留学生入学審査（EJU利用型）、外国人留学生別科学生推

薦入学審査の募集人員を含む。 

 

■外国人留学生に対する日本語能力の評価 

なお、外国人留学生入学審査（本学受験型）、外国人留学生入学審査（EJU利用型）

では、日本語の能力についても基礎学力の一部として評価する。これにより、入学

後、各学科において主として日本語で行われる授業科目からなる教育課程を修めるの

に十分な日本語運用能力を担保する。 

 

8.2 理工学部、及び、電子情報工学科のアドミッション・ポリシー 

前節で説明した考え方と大学のアドミッション・ポリシー＜資料26＞を踏まえ、理

工学部、及び、電子情報工学科のアドミッション・ポリシーを以下の通り定める。 
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＜理工学部 アドミッション・ポリシー＞ 

理工学部では、大学のアドミッション・ポリシーに基づき、以下の資質を持つ

入学者を受け入れるために、一般入試、全学統一入試、共通テスト利用入試、

推薦入学審査（指定校）、推薦入学審査（学園内高等学校）、特別入学審査（カ

トリック系高等学校等対象）、外国高等学校卒業者等入学試験、帰国生徒推薦入

学審査（指定在外教育施設）、外国人留学生入学審査（本学受験型）、外国人留

学生入学審査（EJU 利用型）、外国人留学生別科留学生推薦入学審査の入学試験

（審査）を実施しています。 

 入学後に各学科での教育課程を修めるのに十分な基礎学力（特に、理学に

関する知識・技能）を持っている。 

 理学に関する知識・技能を活用して様々な問題を解決するために必要とな

る、思考力・判断力・表現力を持っている。 

 コンピュータ、機械、通信などの技術とその数理的な説明について関心を

持ち、それらを主体的に学ぼうとする意欲を持っている。 

一般入試と全学統一入試、共通テスト利用入試、外国人留学生入学審査（EJU 利

用型）では、入学後に各学科で必要となる基礎学力である理学に関する知識・

技能と、それを活用するための思考力・判断力・表現力を、数学、理科（物理、

化学）の試験科目で評価し、外国語（英語）の試験科目で評価する英語の知識・

技能と併せ、総合的に評価します。外国人留学生入学審査（EJU 利用型）では、

これらに加え、各学科の専門領域に対する学習意欲や目的意識を評価します。 

推薦入学審査（指定校）と推薦入学審査（学園内高等学校）、特別入学審査（カ

トリック系高等学校等対象）では、基礎学力の中でも数学に関する知識・技能

と、思考力・判断力・表現力を重視します。小論文では、科学技術に関する文

章を読解し、論理的思考に基づいて判断し、表現する能力を評価します。口頭

試問では、各学科の専門領域に対する学習意欲や目的意識、自らの考えを論理

的に表現する能力を評価します。 

帰国生徒推薦入学審査（指定在外教育施設）、外国人留学生入学審査（本学受験

型）、外国高等学校卒業者等入学試験、外国人留学生別科留学生推薦入学審査で

は、大学のアドミッション・ポリシーに挙げられた点に加え、数学に関する知

識・技能、思考力・判断力・表現力と、各学科の専門領域に対する学習意欲や

目的意識、論理的表現力を評価します。 
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＜電子情報工学科 アドミッション・ポリシー＞ 

電子情報工学科では、学部のアドミッション・ポリシーに加えて、ディプロマ・

ポリシーに掲げる能力を身につけるための前提となる、以下の資質を持つ入学

者を受け入れます。 

 電子通信技術の活用や情報の適切な管理に必要な理学（数学、物理学、情

報科学）を主体的に学ぼうとする意欲を持っている。 

 新しい電子通信デバイスや情報通信システムを主体的に開発しようとする

意欲を持っている。 

電子情報工学科の入試種別とアドミッション・ポリシーの対応関係を＜資料27＞に

示す。理工学部及び電子情報工学科のアドミッション・ポリシーでは、次の(1)から

(5)の資質を持つ者を受け入れるとしている。 

(1) 入学後に各学科での教育課程を修めるのに十分な基礎学力（特に、理学に関する

知識・技能）を持っている。 

(2) 理学に関する知識・技能を活用して様々な問題を解決するために必要となる、思

考力・判断力・表現力を持っている。 

(3) コンピュータ、機械、通信などの技術とその数理的な説明について関心を持ち、

それらを主体的に学ぼうとする意欲を持っている。 

(4) 電子通信技術の活用や情報の適切な管理に必要な理学（数学、物理学、情報科

学）を主体的に学ぼうとする意欲を持っている。 

(5) 新しい電子通信デバイスや情報通信システムを主体的に開発しようとする意欲を

持っている。 

電子情報工学科の各入試種別では、これらを以下のように測定し、評価する。 

■一般入試 

一般入試では、(1)及び(2)の資質を重点的に測定、評価する。入学後に必要となる

基礎的な理学の知識・技能、思考力・判断力・表現力を数学及び理科（物理、化学）

の試験科目により測定し、外国語（英語）の試験科目で測定する知識・技能と併せて

総合的に評価することで入学者を選抜する。いずれの試験科目においても高等学校の

教育課程で学ぶ基礎的な知識・技能、思考力・判断力・表現力を筆記試験により測定

する。 

なお、(3)～(5)の資質・意欲について、主体性・多様性・協働性に関する経験を記

した文章を一般入試出願時に受験者全員に提出させることで、学科での教育課程にお

ける学びに対する意欲を確認する。 
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■全学統一入試 

全学統一入試では、(1)及び(2)の資質を重点的に測定、評価する。入学後に必要と

なる基礎的な理学の知識・技能、思考力・判断力・表現力を数学及び理科（物理、化

学）の試験科目により測定し、外国語（英語）の試験科目で測定する英語の知識・技

能と併せて総合的に評価することで入学者を選抜する。いずれの試験科目においても

高等学校の教育課程で学ぶ基礎的な知識・技能、思考力・判断力・表現力を持つこと

を測定する。全学統一入試（個別学力試験型）では、いずれの科目についても筆記試

験により測定する。全学統一入試（共通テスト利用型）では、数学については筆記試

験により、理科（物理、化学）及び外国語（英語）については大学入学共通テストの

結果を利用して測定する。 

なお、(3)～(5)の資質・意欲について、主体性・多様性・協働性に関する経験を記

した文章を全学統一入試出願時に受験者全員に提出させることで、学科での教育課程

における学びに対する意欲を確認する。 

■共通テスト利用入試 

共通テスト利用入試では、(1)及び(2)の資質を重点的に測定、評価する。入学後に

必要となる基礎的な理学の知識・技能、思考力・判断力・表現力を数学及び理科（物

理、化学）の試験科目により測定し、外国語（英語）等の試験科目で測定する知識・

技能と併せて総合的に評価することで入学者を選抜する。いずれの試験科目において

も高等学校の教育課程で学ぶ基礎的な知識・技能、思考力・判断力・表現力を大学入

学共通テストの結果を利用して測定する。 

なお、(3)～(5)の資質・意欲について、主体性・多様性・協働性に関する経験を記

した文章を共通テスト利用入試出願時に受験者全員に提出させることで、学科での教

育課程における学びに対する意欲を確認する。 

■推薦入学審査（指定校） 

推薦入学審査（指定校）では、(1)～(5)の資質を多面的に測定、評価する。(1)につ

いては、高等学校における成績の書類審査により測定する。成績の審査では数学を重

視し、高等学校の教育課程で学ぶ基礎的な知識・技能について測定する。(2)について

は、小論文により測定する。小論文では科学技術に関する文章を読解し、与えられた

問題に対する自らの考えを表現させることで、科学技術に対する思考力・判断力・表

現力を測定する。(3)～(5)については、志望理由等の書類審査と面接試験により測定

する。以上の測定結果を総合的に評価することで入学者を選抜する。 

■推薦入学審査（学園内高等学校） 

推薦入学審査（学園内高等学校）では、(1)～(5)の資質を多面的に測定、評価す
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る。(1)については、高等学校における成績の書類審査により測定する。成績の審査で

は数学を重視し、高等学校の教育課程で学ぶ基礎的な知識・技能について測定する。

(2)については、小論文により測定する。小論文では科学技術に関する文章を読解し、

与えられた問題に対する自らの考えを表現させることで、科学技術に対する思考力・

判断力・表現力を測定する。(3)～(5)については、志望理由書等の書類審査と面接試

験により測定する。以上の測定結果を総合的に評価することで入学者を選抜する。 

■特別入学審査（カトリック系高等学校等対象） 

特別入学審査（カトリック系高等学校等対象）では、(1)～(5)の資質を多面的に測

定、評価する。(1)及び(2)については、高等学校における成績の書類審査と小論文に

より測定する。成績の審査では数学を重視し、高等学校の教育課程で学ぶ基礎的な知

識・技能について測定する。小論文では数学及び科学技術に関する文章を読解し、与

えられた問題に対する自らの考えを表現させることで、数学の基礎的な知識・技能

と、数学及び科学技術に対する思考力・判断力・表現力を測定する。(3)～(5)につい

ては、志望理由書及び活動報告書等の書類審査と面接試験により測定する。以上の測

定結果を総合的に評価することで入学者を選抜する。 

■外国高等学校卒業者等入学試験 

外国高等学校卒業者等入学試験では、(1)～(5)の資質を多面的に測定、評価する。

(1)及び(2)については、高等学校等における成績の書類審査と数学の筆記試験により

測定する。成績の審査では数学を重視し、高等学校の教育課程で学ぶ基礎的な知識・

技能を測定する。数学の筆記試験では、高等学校の教育課程で学ぶ基礎的な知識・技

能とともに、それらを活用して数学の問題を解くための思考力・判断力・表現力を測

定する。(3)～(5)については、志望理由書等の書類審査及び面接試験により測定す

る。以上の測定結果を総合的に評価することで入学者を選抜する。 

■帰国生徒推薦入学審査（指定在外教育施設） 

帰国生徒推薦入学審査（指定在外教育施設）では、(1)～(5)の資質を多面的に測

定、評価する。(1)については、高等学校における成績の書類審査により測定する。成

績の審査では数学を重視し、高等学校の教育課程で学ぶ基礎的な知識・技能を測定す

る。(2)～(5)については、志望理由書等の書類審査により測定する。以上の測定結果

を総合的に評価することで入学者を選抜する。 

■外国人留学生入学審査（本学受験型） 

外国人留学生入学審査（本学受験型）では、(1)～(5)の資質を多面的に測定、評価

する。(1)及び(2)については、高等学校等における成績の書類審査及び筆記試験によ

り測定する。成績の審査では数学を重視し、高等学校の教育課程で学ぶ基礎的な知
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識・技能を測定する。数学の筆記試験では、高等学校の教育課程で学ぶ基礎的な知

識・技能とともに、それらを活用して問題を解くための思考力・判断力・表現力を測

定する。さらに英語及び日本語の筆記試験で語学の知識・技能を測定する。(3)～(5)

については、志望理由書等の書類審査及び面接試験により測定する。以上の測定結果

を総合的に評価することで入学者を選抜する。 

■外国人留学生入学審査（EJU利用型） 

外国人留学生入学審査（EJU利用型）では、(1)～(5)の資質を多面的に測定、評価す

る。(1)及び(2)については、日本留学試験（日本語、数学、理科）及び英語の資格・

検定試験、高等学校等における成績の書類審査により測定する。数学及び理科（物

理、化学）の成績を重視し、高等学校の教育課程で学ぶ基礎的な知識・技能ととも

に、それらを活用して数学及び理科の問題を解くための思考力・判断力・表現力を測

定する。日本語の筆記試験では、主として日本語で行われる授業科目からなる教育課

程を修めるのに十分な日本語運用能力を測定する。(3)～(5)については、志望理由書

等の書類審査及び面接試験により測定する。以上の測定結果を総合的に評価すること

で入学者を選抜する。 

■外国人留学生別科留学生推薦入学審査 

外国人留学生別科留学生推薦入学審査では、(1)～(5)の資質を多面的に測定、評価

する。(1)については、高等学校、及び本学外国人留学生別科における成績の書類審査

により測定する。成績の審査では数学の成績を重視し、高等学校の教育課程で学ぶ基

礎的な知識・技能を測定する。(2)～(5)については、志望理由書等の書類審査及び面

接試験により測定する。以上の測定結果を総合的に評価することで入学者を選抜す

る。 

 

9．管理運営  

 電子情報工学科を含む理工学部の管理運営は、大学学則に基づき設置される理工学部

教授会により行われる。理工学部教授会は、南山大学教授会規程に基づき、理工学部の

授業科目を担当する教授、准教授及び講師によって構成され、月 1回の定例会議を開催

することを原則に、学生の入学、卒業及び課程の修了に関する事項、学位の授与に関す

る事項などについて審議を行う。有任期の講師はオブザーバーとして教授会に参加でき

る。 

 学科の管理運営は学科会議による。学科会議の構成員は、学科に所属する教員全員で

ある。これには、有任期の講師を含む。学科会議では電子情報工学科固有の問題が話し

合われる。最終的には教授会の決定をもって学科の管理運営が行われる。 
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 さらに、学部には、将来構想委員会、自己点検・評価委員会、時間割編成委員会、卒

業研究発表会運営委員会、TA 管理委員会、総務委員会、情報システム委員会を設け、そ

れぞれの管掌事項について取り扱う。 

 また、南山大学学則に基づき、学長を長とする学部間の連絡調整や諸規程の制定改廃

などを協議する大学協議会が設置されている。時間割編成や履修登録、試験の実施など

大学全体の教務に関する事項を円滑に実施するための大学教務委員会、将来構想に関す

る事項を審議する大学将来構想委員会、FD・SD 活動を企画・運営する大学 FD 委員会及

び大学 SD 委員会が設置されており、各学部教授会との緊密な連携の下に運営がなされ

ている。 

 理工学部において管理運営の中心を担う学部長は、南山大学学部長候補者選挙規程

基準及び南山大学管理職制に基づき、各学部構成員の選挙（単記無記名投票）によっ

て候補者が選出される。選出された学部長候補者は、大学評議会を経て学長により推

薦、理事会の承認を得て、最終的に理事長により学部長として任命される。 

＜資料 28＞南山大学教授会規程 

＜資料 29＞南山大学学部長候補者選挙規程基準 

＜資料 30＞南山大学管理職制（抜粋） 

 

10．自己点検・評価  

南山大学では、1991（平成 3）年度に全学機関として、「南山大学自己点検・評価委員

会」を設置して以来、「自己点検・評価報告書」の毎年発行（1996（平成 8）年より）な

ど、組織的・継続的に自己点検・評価を実施してきた。 

2013（平成 25）年度に受審した（財）大学基準協会の認証評価において、自己点検・

評価を行う体制として、「南山大学自己点検・評価規程」を制定し、全学的な「自己点

検・評価委員会」を設置し、2012（平成 24）年には、内部質保証の方針を策定したこと

に対し一定の評価を得たが、全学的な内部質保証システムの有効性の改善について指摘

があった。 

2014（平成 26）年度より自己点検・評価委員会を中心に毎年改善を進め、2017（平成

29）年度に大学基準協会に提出した改善報告書については、内部質保証についての特段

の指摘はなかったが、2017（平成 29）年度に「内部質保証システム整備ワーキング・グ

ループ」を設置して内部質保証システムの改革準備を開始し、2017 年度中に関連する

規程の改正及び規程の制定（いずれも 2018 年 4 月 1 日施行）を行い、これにより内部

質保証に関する組織（自己点検・評価委員会、内部質保証推進委員会、外部評価委員会）

について、一定の整備をした。しかしながら、現時点の南山大学の内部質保証システム



43 
 

は、未だ試行錯誤を始めた段階であり、更なる改善を進めているところである。 

2018 年度自己点検・評価報告書からは、それぞれの組織（学部・学科、研究科・専

攻、研究所・研究センター、各種委員会、各事務課室等）は、①現状説明②効果が上が

っている事項③改善すべき事項④自己評定結果（4段階）⑤効果が上がっている事項の

伸長方策⑥改善すべき事項の改善方策⑦根拠資料を記載することとした。提出された各

組織の自己点検・評価報告書は、自己点検・評価委員会の下で大学全体の報告書として

まとめ、2005（平成 17）年度以降、全文を公開している。加えて、それぞれの組織の報

告書を内部質保証推進委員会及び自己点検・評価委員会が点検・評価し、自己点検・評

価委員会がそれぞれの組織に点検・評価結果をフィードバックすることにより各組織の

改革を推進している。 

全学的な自己点検・評価の一環として、理工学部では、学部自己点検・評価委員会を 

中心に、毎年、自己点検・評価に取り組み、改善すべき点の発見とその改善を行って

いる。具体的には、①理念・目的、②教育課程・学習成果、③学生の受入れ、④教

員・教員組織、⑤学生支援、⑥社会連携・社会貢献、の項目について、大学の評価視

点に基づいて、現状の分析や、効果が上がっている事項、改善すべき事項の洗い出し

を行い、絶えざる自己改革を目指して、自己点検・評価を実施している。 

 

11．情報の公表 

 大学全体に関わる情報は大学の公式 Web ページ（https://www.nanzan-u.ac.jp/inde

x.html）や大学案内等の出版物、大学説明会などの大学行事や各種の広報活動、高校

訪問などの機会を通じて受験生や広く社会一般に公開しており、理工学部でもこれを

行う。 

情報提供の中心である公式 Web ページを利用して具体的に提供している教育研究活

動の状況に関する情報には、以下のようなものがある。 

 

11.1 大学の教育研究上の目的に関すること 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/rinen/index.html 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/koho/catholic/index.html 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/torikumi/grand/index.html 

 

11.2 教育研究上の基本組織に関すること 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Dept/index.html 

https://www.nanzan-u.ac.jp/grad/index.html 
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http://rci.nanzan-u.ac.jp/rc-ri/ 

 

11.3 教員組織、教員の数ならびに各教員が有する学位及び業績に関すること 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/kokai/index.html 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/kyoin.html 

https://porta.nanzan-u.ac.jp/research/ 

 

11.4 入学者に関する受入れ方針及び入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、

卒業または修了した者の数ならびに進学者数及び就職者数その他進学及び就職

等の状況に関すること 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Dept/policy.html 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/kokai/zaiseki.html 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/kokai/gakui.html 

http://office.nanzan-u.ac.jp/CAREER/ 

 

11.5 授業科目、授業の方法及び内容ならびに年間の授業の計画に関すること 

http://office.nanzan-u.ac.jp/KYOUMU/ 

http://office.nanzan-u.ac.jp/KYOUMU/f/jyugyo.html 

 

11.6 学修の成果に係る評価及び卒業または修了の認定に当たっての基準に関するこ

と 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/kokai/pdf/d1010.pdf 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/kokai/pdf/d1020.pdf 

 

11.7 校地・校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること 

http://office.nanzan-u.ac.jp/student-services/ 

    

11.8 授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関すること 

https://www.nanzan-u.ac.jp/admission/campuslife/ 

 

11.9 大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること 

http://office.nanzan-u.ac.jp/CAREER/ 

http://office.nanzan-u.ac.jp/student-services/campus-life/c004.html 
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11.10 その他（教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識及び能力に関する情報、学

則等各種規程、設置認可申請書、設置届出書、設置計画履行状況等報告書、自

己点検・評価報告書、認証評価の結果等） 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/kokai/index.html 

 

12．教育内容等の改善を図るための組織的な取組 

12.1 FD 活動 

本学では、建学の理念に基づき、教育活動の質的向上を期して、「南山大学ファカル

ティ・ディベロップメント（FD）委員会」を設置している。本委員会では、全学的な教

育支援活動の企画立案に取り組むとともに、学部・学科等の各組織の FD 活動を支援し

ている。 

具体的には、全学部対象の「学生による授業評価」「FD 講演会・研修会」の実施、各

組織開催の「FD 講演会・研修会」への補助等、専任教員の「外部 FD 研修会参加」「実践

的 FD プログラムオンデマンド講義受講」「日常的授業参観」の推進・支援といった活動

である。「学生による授業評価」の活用については、各教員へフィードバックするとと

もに、それぞれの組織単位で教員相互に活用して組織全体の授業改善の施策を講じるよ

うにしている。 

また、FD 活動に関する情報を広く教員に提供するための Web ページを開設し、FD 委

員会や学部・学科の取り組みを紹介するとともに、教育活動支援情報として、学内外で

開催される FD 関連の研究会や研修会、教育力の向上に役立つと思われる書籍や視聴覚

資料などを紹介している。 

電子情報工学科を含む理工学部における FD 活動として、学部主催の FD 講演会、FD・

自己点検報告会を実施している。FD 講演会では、理工学部各学科の専門領域とは異な

る領域の教育・研究に携わっている講師を招き、そこでの教育の実践例について紹介い

ただく、メンタルヘルスに関する専門家を招き、学生の履修、生活指導の注意点につい

て紹介いただくなど多様な取り組みを行っている。FD・自己点検報告会では、学科の相

互補完関係を強化するために、学部共通科目、学科科目での指導法やアクティブラーニ

ングの実践例についての情報共有を図っている。近年では特に、学部の改組及び収容定

員変更に伴う副専攻制の導入を視野に入れ、各学科科目の指導方法や PBL の指導方法に

ついて活発に情報交換を行っている。これら理工学部独自の FD 活動については、理工

学部の改組・電子情報工学科の設置及び収容定員変更後も継続的に実施する。 
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12.2 SD 活動 

 南山大学では、2017（平成 29）年 4月の大学設置基準の改正によるスタッフ・ディ

ベロップメント（SD）の義務化「SD の機会を設けることや、SD の実施方針・計画を全

学的に策定する」を受け、具体的な取り組みを行っている。2017（平成 29）年度よ

り、南山大学 SD 委員会を設置し、大学等の運営に必要な知識・技能を身に付け、能

力・資質を向上させることを目指している。 

 従来より、南山大学では、教育職員を対象とする研修ではなく、事務職員を対象と

した研修を、長年にわたり行ってきた。1985（昭和 60）年から南山学園事務職員等研

修委員会を設け、新採用の事務職員に対して本学園の基本的な心構えを身につける

「ガイダンス研修」、情報倫理や学内情報提供システムの利用方法について学ぶ「コン

ピュータ研修」、新採用者の研修の総まとめである「フォローアップ研修」を実施して

いる。また、南山学園事務職員等研修委員会が毎年研修テーマを設定し、全職員を対

象に「学園の建学の理念」、「危機管理研修」、「事例対応研修」、「学校法人の財務分

析」といったテーマの研修を実施し、事務職員に求められる能力の継続的な啓発・向

上に取り組んでいる。さらに、事務職員に特化したものとして、業務に関連した自己

啓発については南山学園事務職員等神言会特別研修奨励金による支援を制度化してい

る。 

南山大学では、これらに加えて、いわば「教職協働」的な活動ないし研修も行ってき

ている。毎年 4月 1 日に、学長が、A4 判 6～8 頁にわたる「学長方針」をすべての教員

及び職員に配布しているが、これに関して質疑応答の会を設け、全学的なレベルで問題

意識の共有や共通了解の確立を図り、教職一体となった業務遂行を実現することができ

るよう努力している。秋には、前年度の入試動向について、外部の専門家を招き、教育

職員及び事務職員の参加の下、入試動向検討会を行っている。私立大学にとっては、重

要な研修である。 

さらに、教育職員を構成員とする南山学会なる組織があり、毎秋、公開シンポジウム

を実施しているが、近年は、事務職員の参加も得て、クォータ制や e ポートフォリオに

関するシンポジウムを行っており、「教職協働」のための貴重な活動、研修となってい

る。 

 2017（平成 29）年に設置された南山大学 SD 委員会は、従来の実績を活用するため、

総務担当副学長を委員長に、南山学園事務職員等研修委員会委員長及び南山大学 FD 委

員会委員長をその委員に加えている。南山学園事務職員等研修委員会及び南山大学 FD

委員会とも連携をとりながら、南山大学 SD 委員会を中心に、南山大学の SD 活動を推進

しいする。同委員会は、その実施方針として、大学運営に必要な知識及び技能を習得さ
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せ、ならびにその能力及び資質を向上させるための研修（SD）を実施することをあげ、

大学において研究会等を計画・実施し、外郭団体が主催する研修会等への派遣を積極的

に活用することなどを定めている。一方で、業務に関連した自己啓発については、南山

学園事務職員等神言会特別研修奨励金を活用した支援を行っている。 

SD 活動の年度毎の実施計画は、南山大学 SD 委員会が所管し、南山学園事務職員等

研修委員会及び南山大学 FD 委員会との連携・調整を図った上で、立案する。これらの

SD 活動については、理工学部の改組・電子情報工学科の設置及び収容定員変更後も継

続的に実施する。 

 

13．社会的・職業的自立に関する指導等及び体制 

13.1 教育課程内の取組について 

学生が自分の進路選択や将来に役立てることを目的として、共通教育科目の中にキャ

リア教育科目を設け、民間企業や公共機関などでインターンシップ研修を行う「インタ

ーンシップ研修 I」「インターンシップ研修 II」を配置している。学生は研修前にビジ

ネスマナーの習得や業界研究を行い、研修終了後には報告会を実施しプレゼンテーショ

ン力の向上を図っている。研修を通して、学生には自己の能力について現状、問題点及

び今後の課題を認識させるとともに、自分なりの将来像を持たせることで大学での学び

を明確にさせる。 

各学科の教育課程内には「キャリア入門」対象科目を設ける。当該科目では、理工系

の専門領域におけるキャリア形成について、授業内容の一部と関連させる形で取り上げ

ることで、理系技術者に必要な職業観の育成を行う。 

 

13.2 教育課程外の取組について 

本学では、就職を含む今後のキャリアを考えることを目的とした支援制度として、「キ

ャリアサポートプログラム」、「就職支援プログラム」及び職業観・勤労観の育成や専門

教育の実地学習を目的とした就業体験を行う「インターンシッププログラム」を実施し

ている。また、既に進路や希望する職業（就職先等）を選択している学生を対象として、

資格取得や受験準備を支援するための各種講座（法職特別課外講座、会計士講座、エク

ステンション・カレッジ学生向け特別講座・公開講座）を開講している。 

理工学部の学生に対する進路指導は、指導教員、各学科選出のキャリア支援担当教員、

学科長が協調して行う。また、キャリア支援担当教員を中心に、主に 1、2 年次生を対

象とした進路別ガイダンス、3年次生以上を対象とした就職ガイダンスを実施するなど、

入学から卒業まで継続的に、理系技術者としての職業観の育成、大学院進学、就職に対
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する組織的な支援を行う。 

＜資料 31＞キャリアサポートガイド 2020 

 

13.3 適切な体制の整備について 

本学では、全学的な組織として「キャリア支援室」と、正・副委員長、学部選出委員、

学生部次長、キャリア支援室長等により構成される「キャリア支援委員会」を設置し、

学生の社会的・職業的自立に関する指導等の体制を整備している。キャリア支援室とキ

ャリア支援委員会は密接に連携しながら、各学部・学科の教員をはじめ、教務課やエク

ステンション・カレッジ事務室等とも協力して、学生の基礎学力の向上から社会人とし

ての将来設計まで、初年次から一貫したキャリア・就職支援プログラムの立案・運営を

行っている。 

＜資料 32＞キャリア支援委員会規程 
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数理情報学部／情報理工学部／理工学部　就職率の推移（2003年度～2018年度）

年度 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

就職率（%） 100.00 98.65 99.30 100.00 100.00 100.00 93.22 95.24 94.35 97.92 97.70 98.84 97.79 99.34 99.34 100.00

※2003年度～2011年度は数理情報学部、2012年度～2016年度は情報理工学部、2017年度～2018年度は理工学部の就職率。
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科学技術動向研究

大学・大学院におけるデザイン思考
（Design Thinking）教育

　科学技術の研究成果のアウト
プットである論文・特許・ノウハ
ウといった果実が、そのままでは
経済・社会にアウトカムをもたら
せないことは、過去のいろいろな
例から、よく理解されるように
なっている1）。創造された科学技
術の成果をより多くの社会的・経
済的な効果に結びつくようにして
いくためには、新たな考え方と新た
なアプローチが必要となるだろう。
　現行の第 4 期科学技術基本計
画2）においては、社会におけるイ
ノベーションを創出することを念
頭に置き、従来の分野別重点化か
ら、課題解決・課題達成を中心と
した科学技術イノベーション政策
へと方向性が大きく変えられた。
基本計画においては、「科学技術
によるイノベーションの実現」と
いう言い方によって、科学技術の
成果を実際の社会に結びつけ、社
会の課題を解決していくことに対
して「イノベーション」という表
現を用いている。

イノベーション創出という活動

黒川　利明
客員研究官

に関する基本的な認識の第一は、
イノベーションをもたらす鍵とな
るのが人間であるという点であ
る。そのようなイノベーション人
材（あるいは、フロンティア人材
などとも呼ばれる）を育成し、そ
の人材を有効に活用することが、
組織としてあるいは社会としての
イノベーション活動に欠かせない
ということである3、4）。また、大
学・大学院などの高等教育機関
に対しては、そのような人材を育
成・輩出することが、産業界から
も社会全体からも要請されている。
　そもそも、人材育成は、科学技
術のあらゆる場面で重要である。
これまでも、科学技術促進のため
に人材育成が重要なことは誰もが
同意してきた。本誌「科学技術動
向」においても、各分野の人材育
成が、度々採り上げられてきた5）。
ただし、これらは特定分野・特定
産業を対象にする人材育成につい
て論じていた。既存分野の枠組み
ではなく、新分野・新規産業をも
たらすイノベーション創出を担う

人材育成の方法については、これ
までの分野の議論の枠組みを超え
ており、これまであまり議論され
ていない注 1）。
　これは、イノベーション論一般
において認識されるようになった
ことであるが、複数の視点・複数
の分野が関わることによって、従
来の特定分野や一産業内での知識
創造とは、まったく異なる創造が
可能になる。ただし、そのような
アプローチをとるためには、ひと
つの専門性のみが高い人材とは異
なるタイプの人材あるいはチーム
が必要になる13）。しかし、大学の
伝統的な学部・学科構成に象徴さ
れるような分野別の専門特化によ
る人材育成のアプローチでは、こ
のような資質をもつ人材の輩出や
チームの形成が難しい。

このように、複数分野にまた
がった問題に対して課題解決を図
ることのできる人材、さらには、
新しい問題そのものを発見し、課
題設定できるような人材の育成へ
のアプローチのひとつとして、「デ

注1　既存分野のなかにおいても、どの分野でも、イノベーション創出には分野外の知識や経験が有効であるこ
とが知られるようになってきている。特にリーダーシップには欠かせない資質であり、例えば、情報シス
テムが社会・産業の神経としての役割をもち、ITとマネジメントが合流する時代において、本当に高度な
ICTトップ人材には、イノベーションを起こせる T型やπ型の人材が必要とされている。

1 はじめに

メニューへ戻る

(1)

katoyosi
テキストボックス
【資料6】



11

大学・大学院におけるデザイン思考（Design Thinking）教育
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図表 1　デザイン思考の 3要素

科学技術動向研究センターにて作成

2-1
デザイン思考とは

　デザイン思考というアプローチ
が注目されているのは、それが全
く新しい分野であっても、それな
りに妥当な解決策を見つけ、提
案し、実現していくことが可能
である、という実績があるから
である。例えば、新興国における
問題の解決や社会起業のような新
しいビジネスの考え方などといっ
た分野において、海外の先行事例
からはいくつかの解が提供されて
いる6）。企業における製品開発に
おいても、開発者が机上でいくら
考えても社会の潜在ニーズまでを
計り知ることは極めて困難であ
る。一方で、世界に目を転ずれ
ば、Facebook、twitter にみられ
るようなソーシャルネットワーク
サービスやスマートフォンのアプ
リケーションなど、社会に潜在的
にニーズが存在していたが、それ
までには存在しなかった新しい産
業が創出されている。このような
変化が著しい領域では、後述で説
明するようなデザイン思考教育で
行われているようなアプローチ、
すなわち、プロトタイピングを通
じて世の中に素早くサービスある

いはアプリケーションの価値を問
い、フィードバックループを回す
といったプロセスに基づいた開発
スタイルの有効性が認められ、定
着しつつある。
　デザイン思考とは、図表 1 に示
したような、人間中心注 2）、科学
技術、ビジネスの 3 要素を、着想
からアイデア化を経て実現へと進
める、デザイナー的なアプローチ
だとまとめることができる。3 要
素にデザインという言葉が無く、
一方、人間中心が入っているの
は、これが、狭い意味のデザイン

（例えば、工業デザインや設計技

術など）に限られるものではない
ことを強調しているためである。
デザイン思考を行う、という行為
は、狭い意味のデザイナーに特有
の行為でもなければ、実は最近新
たに出てきたものでもない注 3）。

2-2
「デザイン思考」という

言葉の発祥

イノベーションを推進するア
プローチとしてのデザイン思考

ザイン思考（Design Thinking）」
による教育というアプローチ11、18）

が注目を集めている。世界各国で
は、近年、多くの大学・大学院でデザ
イン思考教育が開始されている。

　本稿では、「デザイン思考教育」
がどのような考えを基にしている
か、また、大学・大学院において
実際にどのように行われているの
かを、海外の先行事例によって見

ていく。合わせて、デザイン思考
教育を始めた大学・大学院の例を
紹介する。

注2　「人間中心」とは、英語では「Human Centered」。デザインの基本要素といってもよいが、利用者を含め
た関係者の人間としての価値評価を考慮すること一般を指している。人間中心価値という言い方もある。

注3　例えば、野村総合研究所の村田佳生によれば、ソニーのウォークマンという製品は、技術者（井深大氏）・
ビジネスマン（盛田昭夫氏）・芸術家（大賀典雄氏）の 3人の協力によるデザイン思考の成果と言えるそ
うであり、図表 1の 3つの要素が満たされていたと考えられている。

2 デザイン思考のアプローチ

メニューへ戻る

(2)
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は、2004 年頃に米国パロアルト
にある IDEO というデザインス
タジオで用いられた標語に基づい
ていると言われている。2005 年
に、Business Week 誌が“design
thinking”と題した特集号8）を発
行したことで、世界的に広く知ら
れるようになった。
　現在、デザイン思考の説明には
種々あるが、「課題解決に取り組
むために、デザイナーがアプロー
チする際のやり方」ということに
集約できそうである。ただし、こ
こで言うデザイナーがどのような
人材を指しているのか、また「や
り方」とは何を指すかは、解釈に
よって違いが生じており、当初の
意図が十分に理解されているとは
言いがたい。実は、上記の IDEO
社は過去に東京オフィスを持って
いたが、すでに閉じられている。
それは、東京オフィス業務が、形
のデザインである工業的なデザイ
ンに特化しすぎて、IDEO 社が意
図したデザイン思考による、課題
に取り組むスタイルのビジネスに
ならなかったためと言われてい
る。発祥である IDEO の「デザ
イン思考」とは、ビジネスモデル
そのものを、単なる工業的デザイ
ンから、現在はデザインコンサル
ティングと呼ばれる、より広範囲
で影響力をもつビジネスに変換す
るためのビジョンであった。しか
し、IDEO 社にとっても明確な定
義が無かったようであり、IDEO
の 創 始 者 の 一 人 で あ る David
Kelly から経営を引き継いだ現在
の CEO である Tim Brown は、デ
ザイン思考について 2008 年の論
文9）と 2009 年の書籍10）を発行し
ているが、そこでの表現も微妙に
異なっている。したがって、今後
も多少の意味の変化が生じていく
可能性はある。

2-3
デザイン思考のプロセス

　IDEO 社のホームページ（http://
www.ideo.com/about/）には、現
在、デザイン思考のプロセスに関
して、次のような文章が載せられ
ている（原文は英文）。
　「デザイン思考のプロセスは、
順序立てた手順というよりは、互
いに重なりのある要素から成るシ
ステムと考えるのが最良である。覚
えておかなければならないのは、
着想（inspiration）、アイデア化

（ideation）、実現（implementation）
の 3 つである。着想とは、解決法
を探す動機づけを与えた問題すな
わち機会のことである。アイデア
化とは、アイデアを産み出し、展
開し、テストするプロセスのこと
である。実現とは、プロジェクト
段階から、人々の生活そのものに
到達する経路である。」
　このデザイン思考のプロセスは、
様々に分解して考えることができ
る。例えば、後に紹介するドイ
ツの Potsdam 大学の例では、①
understand（理解）、② observe（観

察）、③ define point of view（視
点）、④ ideate（アイデア化）、⑤
prototype（プロトタイプ）、⑥
test（試験）という 6 段階に分け
て考えている。最も重要な点は、
これらのプロセスが、順序立てて
一定方向に移っていくものではな
く、行きつ戻りつしながら、ある
いは、螺旋を描くように進み、課
題がより深く理解され、より効果
的な結果に到達することが期待さ
れる、というところにある。参考
文献9）などを参考にして、このプ
ロセスを図表 2 に示す。

2-4
人間中心の考え方と
プロトタイピング

　人間中心（Human Centered）と
いう言葉は、図表 1 の 3 要素のひ
とつであるが、デザイン思考のア
プローチの核心となる考え方とし
て扱われている。実際に教育を
行っている関係者は、empathy（感
情移入）という言葉も頻繁に使っ
ている。民族学者がよく行うよう
なエスノグラフィの手法のよう

図表 2　デザイン思考のプロセス

科学技術動向研究センターにて作成
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図表 3　デザイン思考教育の概要

科学技術動向研究センターにて作成

に、利用者・関係者のなかに実際
に入りこんで、それらの人々が意
識していないかもしれない潜在的
な、しかし、本質的な課題を理解
するということが、デザイン思考
の最初のアプローチの柱である。
　また、アイデア化の部分では、
次のプロトタイピングにつなげる
ことが重要であり11）、その プロ
トタイプを評価することも必要で
ある12）。例えば、Apple 社の強み
は、製造工場も持たず、生産を
行っていないにもかかわらず、自
社内ですべてのプロトタイプを作
る能力を有することだと言われて

いる。
　特に、人間中心の考え方とプロ
トタイピングは、これまでの一般
的な研究開発において欠けてい
た、あるいは不十分であった点で
あると言える。

2-5
Π型人材と多様性に
富んだチームワーク

　人材育成という観点から強調さ
れている点は、T型、あるいは一

歩進んでΠ型と呼ばれる、複数の
専門分野をまたがって活動できる
人材の育成である13）。後述の海外
事例でのデザイン思考教育での実
習では、異なった専攻や経験をも
つ学生が参加した多様性に富んだ
チームで行われている。専門の異
なる人とチームワークができるこ
とが、デザイン思考の必須要素で
あり、そのような人材育成が望ま
しいと考えられている。したがっ
て、デザイン思考教育は、図表1
と 2を統合し、図表3のようにま
とめることができる。

World’s Best Design School を 32
校紹介した7）。図表 4 に、それら
と重なるものも含めて、筆者が確
認できた範囲で、世界の 33 箇所の
デザイン思考に関連した教育を行っ
ている大学・大学院を例示する。

3-1
デザイン思考教育を行って
いる世界の大学・大学院

　BusinessWeek 誌は、2009 年に
デザイン思考の特集号を組んで、

3-2
Stanford 大学 d.school の

デザイン思考教育

　このような教育が実際にどのよ
うに行われているかを、デザイ

3 デザイン思考教育の実際
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図表 4　デザイン思考教育を実施している大学・大学院の例

科学技術動向研究センターにて作成

＊は、Business Week 誌（2009 年）でも紹介されていた大学・大学院。†は 2013 年度から開始予定の
大学・大学院。各大学・大学院での実施状況のレベルは同じではない。
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われる、現場・現物・現実の「三
現主義」とも同じ精神と言えるだ
ろう。

アイデア出しから、チームとし
ての解決案を形作る ideation の
作業に入る。ここで重要なこと
は、ideation は個人作業ではな
く、チームワークとして行われる
ことと、このアイデアをプロトタ
イプという形で目に見えるものに
つなげていく可視化のプロセスで
ある。プロトタイプは、英語では
Quick and Dirty と称されること
から分かるように、時間をじっく
り掛けて完璧なものを作成するの
ではなく、手早くコンセプトを表
すものを作成することが重要視さ
れる。また、上記の課題の理解に
おいては、現場や現物にこだわる
ことが要請されているが、プロト
タイプはコンセプトが表せればよ
いため、現物に近いことも必要と
されない注 4）。最近では、ビデオ
でプロトタイプの利用状況を可視
化すること、使用環境がどのよう
になるかを寸劇で示すこと、など
がよく行われている。

3‒2‒2　関係者の関与と
ショートプレゼンテーション

　また、この Ideation の過程で
も、課題に関係している外部の人
たちが関与することが奨励されて
いる。“Agile Aging”という課題
の例では、高齢者がプロトタイプ
の評価に参加していた。通常の教
育では、子供が作品を完成させる
ために他人の手助けを借りること
は禁じられていることが多いが、
その感覚で、デザイン思考教育を
見ると、ずるいことをしているよ
うにも見える。しかし、この教育
で目指しているのは、目標である

ン思考教育で先駆的な Stanford
大 学 d.school に お い て、“Agile
Aging”という課題のプロジェク
ト13）に沿って説明する。

3‒2‒1　課題の理解から
プロトタイプの作成まで

　“Agile Aging”という課題は、
内容としては、高齢者が軽快に生
活するための方法を考えるという
ものであった。学生のチームは、
まず最初に、この課題を十分に理
解することから始める。実際に高
齢者の生活を観察したり、意見を
聞いたりするために、大学外に出
向く。大学の教室に閉じこもって
いるのではなく、現実を見に行き、
そこから自分で得た体験や情報を
持ち帰って、チームで共有する。
様々な専攻や経験を持った複数の
メンバーが、それぞれの見聞きし
た体験や情報を持ち寄ることで、
チームとして課題の本質を理解
する。
　次に、解決へのアイデアを手さ
ぐりして、いわゆる「アイデア出
し」を行っていく。この過程で、
もう一度、問題の本質を振り返る
作業が必要になることもあるはず
で、その場合には、新たな角度か
らの課題へのアプローチも推奨さ
れる。ただし、ここでのアイデア
産出の原動力は、個人のインスピ
レーションにあることを銘記して
おきたい。
　課題をよく理解するためには、
民族学で行われるようなエスノ
グラッフィックな方法も含めて、
様々な方法が用いられる。ここで
は、Empathy（共感）という言葉
がよく用いられる。相手の立場に
たって考えられるというようなこ
とだが、日本の製造現場でよく言

課題解決のために、あらゆる可能
性を探り、あらゆる手段を尽くし
て、一刻も早く、真の課題を解決
する道筋を効果的に示すことであ
る。もしも課題の提出者が解決策
を持っているなら、それを聴きだ
してしまえばよい。したがって、
課題に関係する人をプロセスに巻
き込むことは、当然の手段として
推奨されている。デザイン思考教
育で取り組まれる課題は、これま
で誰も解を見出していないと思わ
れている課題が選ばれており、解
を知っている関係者など存在しな
いのである。

チームは最後に、課題提出者や
他のチームの人達などを前にし
て、5 分間のプレゼンテーション
を行う。それまでの膨大な労力を
考えると 5 分間という制限時間
は、あまりに短いように思われる。
しかし、現実の多くの重要なプレ
ゼンテーションは、超多忙な有力
者に対してなされることが多いた
め、ここでは短いことが当然と考
えられている。そのような凝縮さ
れた時間で、解決策の本質をどの
ように訴えるか、これもまた、デ
ザイン思考教育の一つの重要な要
素となっている。

3-3
デザイン思考教育の成果

　デザイン思考教育は、上記のプ
レゼンテーションと協力者への
フィードバックで修了となる。し
たがって、実際にそのアイデアを
形にして、課題を解決して、困っ
ていた人たちを助けるといった
Implementation に関しては、通

注4　Stanford大学で筆者が見学した際に作成されていたのは、高齢者用の収納可能手すりつきのトイレのプロ
トタイプだった。このチームは、Agile Agingという課題への解決案として、新たなトイレを提案したので
ある。彼らは、安物の合板の板をガムテープで張り合わせ、鏡のかわりにアルミホイルを張り、トイレの
代わりに近くにある椅子の上にクッションをおいた。日本の工学部や企業の開発現場から見ればこれは子
供の遊びに類するものであるかもしれないが、コンセプトが明確に表せていればそれでもよいのである。
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常は時間的な制約もあって実施さ
れていない。しかし、大学が正規
にコミットしているわけではない
のだが、実際に優れた解決策が実
行に移され、Implementation まで
達する例もあると報告されている。
　Stanford 大学の d.school のウェ
ブサイト6）によれば、ベンチャー
や社会起業という形で、また、既
存企業でのアイデア採用と言う形
で、d.school で提案されたデザイ
ンが社会に提供された例がある。
例えば、従来の石油ランプに代
わる D.Light20）や、未熟児の安価
な保育のための Embrace21）など
は、そのためのベンチャー企業が
設立され、新興国などで販売され
ている。既存の大企業で採用され
た例としては、例えば、Fidelity
Investment 社のウェブサイト改
善例がある19）。
　Stanford 大 学 と 同 じ よ う に
d.school を 有 し て い る Potsdam
大学の場合には、文書として発表
していないが、課題を提案した企
業が、解決策を示した学生のチー
ム全員を雇用し、そのプロジェク
トを遂行したという例、また、大
学とその後の数年にわたって共同
プロジェクトを運営することで、
商用化に成功したという例がある
とのことである。また、スーパー

マーケット大手の Metro 社は、
新たなネットショッピングという
課題を出し、これに対して学生た
ちは、ネットショッピングで購入
した利用者が駅または街頭の簡単
な収納庫で商品を受け取るシステ
ムを提案した。Metro 社は、この
提案を元にして、システムを実用
化したと報告されている。
　既存企業においても、デザイン
思考の結果を製品化までもってい
くために、企業側の経営陣がコ
ミットして経営戦略の一部として
取り組まねば成功する確率は低い
と言われている18）。産業界におい
て、このようなデザイン思考を生
かそうとするならば、経営的な層
による関与が必要となる。

3-4
デザイン思考教育が

目指すもの

　しかし、デザイン思考教育が最
終的に目指すのは、上記のよう
な implementation ではなく、デ
ザイン思考者（Design Thinker）
と呼ばれるイノベーションを
実現する人材（イノベーター、
innovator）の育成である。デザ

イン思考のプロセスを実践した経
験により、人間性・技術力・経営
力を兼ね備えた人材が育成されて
いくことを目指している。ただし、
現実の問題に対して、他分野の人
たちとチームを組んで解決案を提
示するプロジェクトを実践するこ
とを教えているので、特に優れた
一人の個人を創出することを目指
しているわけではない。
　デザイン思考者の基本特性とし
て、当たり前だから強調されてい
ないのだとも思うが、「自分から
学ぶ能力」は不可欠である。しか
し、チームワークも重要視されて
いる。前述の大学の教育コースで
は、学生の成績をつけず、修了証
も出していない。それは、チーム
への貢献はメンバーによって様々
であり、個人の成績を採点すると
いう行為がともすればチームワー
クを破壊しかねないと認識してい
るからである。ただし、これは結
果を評価しないということではな
い。課題を出した人たちから、解
決策についての評価を受けること
は必須であり、解決策が役立ちそ
うか、意味があるかなどについて
は厳しく問われる。しかし、それ
は個々の学生の成績評価とは別の
ものであり、チームの出した提案
に対する評価である。

　それでは、このようなデザイン
思考教育を具体的にはどう運営す
れば良いのかを、再び Stanford
大 学 と Potsdam 大 学 の d.school
の例を用いて見ていく。

4-1
d.school の運営

　Stanford 大学 d.school は、SAP

社の創業者である Hasso Plattner
が個人的に資金提供して Stanford
大学内に創られた Hasso Plattner 
Institute（HPI）の一部門であり、
2005 年から始まっている。大学
に属してはいるが、大学運営とは
一線を画している。運営資金は、
HPI の資金、その他の個人や機関
からの寄付、さらに外部の企業へ
の教育活動などの売上に拠ってお
り、大学当局からは資金的な支援
を一切受けていない。通常の学科

の場合とは異なり、課程を修了し
てもクレジットはつかず、学位も
修了証すらも、また当然ながら成
績証も出さない。
　Potsdam 大学の d.school は、上
記 HPI がドイツにデザイン思考
教育の場を 2007 年から設けたも
のである。設立時には、先行する
Stanford 大学と同じような設備お
よび運営で開始したが、成功部分
を導入しつつ順次改善していくと
いうアプローチがとられている。

4 デザイン思考教育の運営
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4-2
参加学生の選考
―多様性の確保―

　各学期ごとに、Stanford 大学
d.school で年間 350 人、Potsdam
大学 d.school で 120 人ほどの募集
が行われている。どちらも人気
が高く、応募者は多い。Stanford
大 d.school の場合には、参加学生
は Stanford 大学院に在籍する大
学院生に限られている。Potsdam
大学の場合には、ドイツの学制に
従って、ベルリン・ポツダム地域
の大学院生であればどこの大学か
らも応募できる。最近は、海外か
らの留学生の応募が多くなってい
るとのことである。
　参加学生の選考では、デザイン
思考への適性や能力だけでなく、
チームとしての多様性が確保でき
るように考慮されている。つま
り、できるだけ多様な専攻や経験
をもったメンバーから成るチーム
を構成できるように配慮されてい
る。強調しておくべきは、個々の
学生の専門性や経歴を十分考慮し
ていることである。П型人材の育
成は確固とした専門をベースにし
たものであり、個々の学生に対し
ては、学部教育相当における専門
性が前提として要求されている。
П型人材の育成とは専門性の否定
ではなく、否定されるべきは「専
門性に閉じこもる」ことである。
したがって、個々の専門教育のレ
ベルの高さとその多様性は、むし
ろ前提となっている。

4-3
コースワークの
スケジュール

　両 大 学 の d.school の 教 育 は、
12 週間のワークショップを主体

とするクラスで行われている。
Stanford 大学では、秋・冬・春
の 3 回、様々な課題でのクラスが
提供されていて、その内容を見て
応募ができるようになっている。
Potsdam 大学の場合は、冬・夏
の半学期ごとに学生を募集してい
る。基本コースは 9 週間のワーク
ショップであり、その後に 12 週
間までの発展コースを取ることが
できるようになっている。
　各ワークショップは、前章で紹
介したプロセスのように、現実の
問題として出された課題を検討
し、プロトタイプを作って、最終
的にその課題を出した顧客などに
対して解決策を発表し、評価をも
らうという形式をとっている。課
題を理解するためには大学外へ出
向くが、必要なら海外に遠征して
実際の問題にあたる例もあり、例
えば、Potsdam 大学 d.school の学
生たちが、猫のトイレについて調
査するために、充実している日本
に来たという例もあった。その一
方で、プロトタイプの方は、手近
にあるもので間に合わせることが
多く、外部に頼むことはほとんど
無い。また、ビデオなどを使った仮
想的な場面による説明のため、ビ
デオ画面を制作することがある。

4-4
チーム構成と作業場所

ワークショップのチーム構成単
位は、数名から 10 名程度の学生
で、これに 2～3 名のファシリテー
ターが付く。あるテーマについて
専任の教授が付いて、複数のチー
ムの指導をすることもある。チー
ムには作業する机とコーナーが割
り当てられ、プロジェクトが終わ
るまで、チームメンバーは、好き
なときに来て作業を継続すること
ができるようになっている（図表
5）。もちろん、クラスの時間には
ファシリテーターも含めてチーム
メンバーが集まって作業を行う
ことが基本となっているが、普
通の講義のように、始業時間に全
員が揃い、終業時間で全員が作業
を終えるという時間管理をしてい
るわけではない。講義のための教
室も、デザインスタジオの一角と
いう光景であり、ソファ・椅子・
机・白板などは移動が可能になっ
ている。Stanford 大学の d.school
では、場所が変わるごとにレイア
ウトや設備が大きく変更されてき
た。2010 年からは、IDEO 社などの

図表 5　Potsdam大学の学生チームのコーナー

出典：Potsdam 大学 HPI d.school
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企業が備えている「War Room（作
戦室）」という形態をとっており、
プロジェクトごとに学生のグルー
プが作業できるようにしている。

4-5
教授陣

　教授陣は、常勤のスタッフの
他に、様々な分野の専門家が非
常勤の形で協力し、学生のグルー
プのプロジェクトを支援する仕組
みになっている。Stanford 大学
d.school では約 70 人、Potsdam 大
学 d.school では約 40 人のスタッ
フがいる。講師陣も様々な分野・
専門性・様々な経験をもってお
り、豊富な多様性が特徴である。
Stanford 大学では、元経営者も含
めた卒業生が数多く協力している。
　実際に教授陣と話して特に興
味深かった点は、教える側も学
ぶことが多く、改善のアイデア
は直ちに取り入れるようにしてい
るということであった。例えば、
Stanford 大学 d.school では、教授
が事務スタッフと同じ机に並んで
座るという、事務効率を考えた構
成をとっている。Potsdam 大学
d.school では、座って議論や作業
をするよりは、立ったままのほう
が能率的だということになり、そ
のための机（図表 5）をデザイン
して、それを使うようになってい
る。現在では、その机のライセン
ス販売までするようになっている。

4-6
ファシリテーター

ファシリテーターは、チームの
面倒をみるスタッフである。ファ
シリテーターも、様々な分野・
様々な経験・技術を持つ人達で構
成される。Stanford 大学 d.school
のファシリテーターには、大学
内部の人たちだけでなく、卒業生
や地域で活躍している学外の人
たちも参加している。あるファシ
リテーターは、「自分たちは、教
育しているのではない。学生たち
が試行錯誤して、間違えたり袋小
路に入ったりすることも含めて見
守り、彼ら・彼女らが解決策に到
達できるよう手助けするだけであ
る」と語っている。

ファシリテーターの育成は、そ
れ自体が重要な事項である。ファ
シリテーターが足りないために、
デザイン思考の教育の普及は難
しいという意見もあるくらいで
ある。ただし、IDEO 副社長の
Tom Kelly は、「デザイン思考の
教育現場では、ファシリテーター
も学習して成長するはずであり、
ファシリテーター不足の心配は要
らない」と述べていた。

4-7
外部とのつながり

　前記のように、Stanford 大学
d.school の運営資金は所属する
Hasso Plattner Institute（HPI）
から受けているものの、これは数
年間の期限を限った財政支援とい
う条件になっており、自立への移

行が進められている。そのために
当然ながら外部資金を増強してお
り、そのことが大学と外部のつな
がりを深める要素にもなってい
る。そのような運営方法を採るこ
とが d.school 設立時から、設立者
の Plattner 氏との間で取り決め
られている。
　Potsdam 大学 d.school も HPI か
らの資金援助で運営されている
が、ドイツの大学事情に合わせて、
こちらには自立期限は設けられて
いない。ただし、Potsdam 大学
d.school は、HPI にベンチャーイ
ンキュベーションセンターが併設
されており、最近ではベンチャー
キャピタルがデザイン思考教育の
発表会などに参加するようになっ
ている。こちらは外部資金の確保
とは違うスキームで、良い提案が
起業などに結びつきやすい環境を
形成していると考えられる。
　両校とも、大学・大学院の学
生だけでなく、企業あるいは社
会人に対するデザイン思考教育
も積極的に行なっている。どちら
も、個別の企業からの要望に対し
て応じる窓口がある。それ以外
に、Stanford 大学では年 5 回の
エグゼクティブコースを設け、外
部者が個人や少人数のチームで参
加できるようにしている。内容は
3 日間の導入コースで、参加費は
9500 US＄である。Potsdam 大学
でも、オープン・コースという形
式で 3 日間のコースを随時開催し
ており、参加費は税抜で 2750 ユー
ロである。また、Potsdam 大学
では、個人の申し込みに限ってい
るようだが、Design Thinking for
Professionals といって、社会人が
学生に混じって学ぶコースも提供
している。
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　上記以外の海外の大学・大学院
のデザイン思考教育について紹介
する（図表 4）。近年、スローガ
ンとしてデザイン思考をかかげて
開始した大学・大学院は数多い。
また、デザイン思考とは明示して
いないが、以前から同じような思
考を目指した教育活動をしている
ところもある。いずれも大学・大
学院が正規の課程として行ってお
り、元々デザインを専門とする大
学やデザイン科を有する大学のな
かに設けられている場合もある
が、一方で、ビジネススクールが
主体となっている活動も多い。

5-1
欧州の大学・大学院

　欧州では、2009 年に、フランス
のパリ国立土木学校（The Ecole 
des Ponts ParisTech）に設けら
れた d.thinking というコースが、
デザイン思考を正面から唱えて
いる。2010 年に統合により創設
されたフィンランドの Aalto 大
学（ヘルシンキ工科大学・ヘルシ
ンキ経済大学・ヘルシンキ芸術
デザイン大学の 3 大学が 2010 年
に統合）の IDBM（International
Design Business Management）
は、統合前の 1995 年以来の伝統
を有している。
　英国ロンドンの王立芸術大学

（Royal College of Arts）の Inno-
vation Design Engineering （IDE）
では、1995 年からデザイン思考
に相当する 2 年間のコースを提供
している。現在、学科長を務めて
いる Miles Pennington によれば、

「出身地域もそれまでの専門学科
もできるだけ異なる多様な学生を
まとめて、既存のカリキュラムや

シラバスによらず、学生たちが化
学反応を起こして、それぞれに問
題を見つけて解決を提案する、と
いう教育を目指している」とのこ
とで、これはまさしくデザイン思
考の教育と言える。2007 年に作
られた Design London という組
織があり、Royal College of Arts
と Imperial College London の毎年
の卒業制作のなかで優秀賞を取っ
たものに対して、事業化資金を提
供してきた。この Design London
は 2011 年度に解散し、2012 年 4
月から InnovationRCA というに
インキュベーター組織に統合され
ている。

その他にも、欧州にはデザイン
思考教育を行う大学・大学院がオ
ランダ・イタリア・デンマークな
どにある（図表 4）。なお、デンマー
クには Design Skolen Kolding を
中核とした地域クラスター構想

「D‒City 構想」がある。

5-2
北米・南米の大学・大学院

　北米においては、カナダのト
ロント大学の Rotman School
of Management が 2005 年から、
Business Designおよび Integrative
Thinking という題目のもとでデ
ザイン思考のコースを設けてい
る。ここでは、学部長の Roger
Martin が、ビジネススクールの
観点からデザイン思考の推進を
行っており、デザイン思考に関
する多くの著作を出している。
米国 MIT では、工学部と Sloan
School of Management の共同に
よる System Design Management
が、デザイン思考を取り入れてい
る。シカゴのイリノイ工科大学の

Institute of Design も同様の試み
を行っている。Donald Norman
の率いるノースウェスタン大学で
は、デザイン思考と銘打っている
わけではないが、ビジネススクー
ルのコースで、実際の病院の現場
を観察したり、自動車をデザイン
するというような作業を行うコー
スがあり、これはデザイン思考教
育に該当する。
　南米チリでも、Pontificia Uni-
versidad Catolica de Chile に教育
コースが設けられている。

5-3
アジア・太平洋地域の

大学・大学院

シンガポールは、アジアのなか
で最もデザイン思考教育が盛ん
な国と言えるだろう。Singapore 
University of Design and Tech-
nology が MIT と中国浙江大学
との共同コースという形式で、
2009 年にデザイン思考教育を開
始した。シンガポールではデザ
イン全般の強化が行われており、
Design Singapore Council という
政府の協議会があり、この協議会
が 2010 年に Design Thinking and
Innovation Academy という大学
院相当の教育機関を設立し、知
財創出も含めたデザイン思考
教育を開始している。Singapore
Polytechnic にも SP School of
Design でデザイン思考が教育さ
れている。シンガポール国立
大 学 （National University of
Singapore、NUS）では、工学部
に Integrative Design Thinking
という大学院課程が設置されて
いる。さらに、NUS ビジネスス
ク ー ル が、Design Thinking &

5 その他の海外の大学・大学院の例
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　日本国内には、「デザイン思考」
を具体的に名乗っている教育は少
ない。しかし、同じような内容の
教育活動は、従来から存在するの
ではないかと思われる。
　日 本 国 内 の 教 育 活 動 で は、
2009 年から始まった東京大学の
i.school が、前記の例に挙げた
d.school に最も近いのではないか
と思われる。企業からの寄付を
募り、プロジェクト型のワーク
ショップ運営をしているという点
が、国内の他大学の教育とは大き
く異なっていて、その点が話題に
なっている15）。基本的には、年度
ごとに大学院生 10 名を募集し、
ワークショップを 5 回開催してお
り、そのうちの指定された 3 回の
ワークショップに参加すると修了
証をもらうことができ、この修了
証は出しているが、単位は与えて
いない。専用の建物や部屋は持っ
ていない。韓国 KAIST やインド
の IIT などと共同で海外でのワー
クショップが開催されたこともあ
る。なお、オープンなワークショッ
プには、協力企業の社員や他大学
の学生も参加できる。当初は大学
院生を主たる対象にしていたが、

2011 年度からは学部の1,2 年生を
主体にしたコースも開かれるよう
になっている。学生を主体にした
グループが u.s.chool17）という、自
分たちの i.school での体験を中高
生など他の人々に対しても広げよ
うという活動が始まっている。受
講した人が、今度は、機会を提供
する立場になるということは、新
たな共有・伝承の形式として評価
できる。
　2000 年代から始められた教育
として、慶應義塾大学のメディア
デザイン研究科奥出研究室の活動
が、デザイン思考教育の主旨に
沿ったものと言える。慶應義塾大
学では、2009 年には、日吉キャ
ンパスにシステムデザイン・マネ
ジメント学科が創られており、こ
こでもデザイン思考を含めた教育
が始められている。ただし、慶應
義塾大学のいずれの教育活動も、
全学から学生を募り、通常の科目
とは別立てのワークショップをす
るような形態は取られていない。
なお、慶應義塾大学の湘南藤沢
キャンパスの設立趣旨は、既存の
学科を解体し目的志向でまとめた
ことであり，これはデザイン思考

を推し進めることと同意であった
と言われている。
　九州大学芸術工学院、千葉工業
大学デザイン科学科、京都工芸繊
維大学デザイン経営工学課程など
のデザイン系の学科においても、
デザイン思考教育が行われている
が、慶應義塾大学の場合と同様、
他の学科の学生を積極的に混じえ
た構成は取っていない。
　東京工業大学では、社会理工学
研究科の授業科目として「デザイ
ン思考」が梅室博行准教授担当で
2011 年から始められた。これは

「デザイン思考」がどういうもの
であるかを学ぶことが目的になっ
ており、全学から参加できる半年
間のコースとなっている。東京都
市大学では、社会情報学科で 1 年
生を対象に「デザインシンキン
グ」という半期の授業が 2013 年
度から始まる予定である。また、
一橋大学の国際企業戦略研究科で
は Design and Creativity と い う
コースが 2005 年から行われてお
り、これもデザイン思考教育に近
いものと考えられる。
　常設のコースではないが、京都
大学では、2011 年 9 月、2012 年

Business Innovation というコー
スを設置して、デザイン思考の教
育を推進している。
　韓国・中国などでは、産業界の
強い要請を受けて、デザイン思考
教育が行われるようになってきて
いる。韓国では産業界がデザイ
ン全般を重視している背景もあ
り、KAIST の Industrial Design
がデザイン思考を含めたデザイ
ン思考教育を強く推進している。
KAIST で中心的な役割を果たし
ていた Kun Pyo Lee 教授が、LG
エレクトロニクス社のデザイン担
当副社長として転出して話題を呼

んだが、それだけ産業界とのつな
がりも深く、信任も厚いと見られ
る。中国北京にある中国信媒大学

（Communication University of 
China）は、2012 年からデザイン
思考を中心にすえた学科を開設し
ている。開設には Potsdam 大学
の d.school の Weinberg 教授が関
与している。すでに中国企業から
の問い合わせがあり、産業界もこ
の開設に注目している。台湾産業
界もデザインに関心が高く、台北
市にある Xue Xue Institute がデ
ザイン思考を取り入れようとして
いる。

インドの National Institute of
Design（NID）は 1961 年創設だが、
2007 年にインドとしての National 
Design Policy22）が定められた頃
から、デザイン思考に力を入れ始
めている14）。これを受けて、イン
ド工科大学（IIT）にデザイン思
考のコースが設けられた。マレー
シアやインドネシアなどにおいて
もデザイン思考への興味が高まっ
ている。

オーストラリアでは、シドニー
工科大学（University of Technol-
ogy, Sydney）での教育活動がある。

6 デザイン思考教育を行なう日本国内の大学・大学院
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3 月に京都大学デザインスクール
というワークショップが開かれ
た。これは GCOE「知識循環社
会のための情報学教育研究拠点」・
情報学研究科・経営管理大学院・
工学研究科・学術情報メディア
センターなどの共催で、学外から
の参加者も募って行われた16）。イ
ンターナショナル・スクール・オ
ブ・アジア軽井沢は、サマース

クールという形式で、世界各国の
中高生を対象にしたワークショッ
プを行っている。
　国内企業も「デザイン思考」の
教育を受けた人材に関心をもち、
上記のデザイン思考を学んだ学生
を採用する動きが始まっている。

（株）東芝では、インフラビジネス
に必要な人材確保という意味か
ら、東京大学 i.school の修了者や

KAIST など海外の大学の卒業生
を採用している。また、（株）野村
総合研究所や（株）NTT データ経
営研究所は、従来の請負型のソフ
トウェア受託ビジネスに限界が見
えるとして、デザイン思考を専門
にする部隊から成るフューチャー
センターを立ち上げている。

　デザイン思考という人材育成へ
のアプローチは、呼び名や内容に
ついてのバリエーションを含みな
がら、世界で普及・発展の過程に
ある。背景にあるのは、従来の人
材育成が前提にしてきた、特定分
野や特定産業において、その最先
端の知識と技術を習得すれば、イ
ノベーションが実現できるという
ような期待が通用しなくなってい
る事実である。それは、日本にお
いては、ジャーナリズム的には「技
術では勝てているのに、ビジネス
で勝てない日本」というようなフ
レーズで表現されている。

一方、世界の大学・大学院では、
これから将来に出現するような未
知の分野も含めた広い領域や社会
の課題解決において、様々な専攻
のメンバーとチームを組み、成果
を生み出していく人材育成の方法
として、デザイン思考教育が評価
され、取り入れられ始めている。
　あらゆる人材育成に共通する但
し書きだが、デザイン思考教育も

「これを行えば、誰もがイノベー
ション人材になれる」という万能
薬ではない。また、デザイン思考
を身につける安直な方法というも
のも存在しない。今のところ、デ
ザイン思考を「習得した」という
ような証明書も発行できないだろ
う。したがって、「デザイン思考
学科を多くの大学・大学院に設け

る」というような安易な施策は有
効ではないと思われる。
　デザイン思考教育の普及を推進
する手立ては、それこそまさにデ
ザイン思考で考案していくべき課
題かもしれないが、幾つか考えら
れる。
　例えば、日本国内では、世界の
先行例が備えているような、デザ
イン思考を教育するような場はま
だない。そこで、デザイン思考を
推進する教育関係者のグループ
が、そのような場・設備・ツール
などを共同利用形態でもつこと
は、日本にとって新たな試みとし
て有効かもしれない。
　日本でも一部の大学・大学院で
デザイン思考教育に近いと思われ
る教育がすでに始められようとし
ている。標準的な教育プロセスが
存在しているわけではないので、
各大学・大学院が個性的に推進し
てよいと思われる。ただし、改善
すべき点があるとすれば、これま
での国内の例はいずれも、学生の
出した成果を外部へ向けてきちん
と示していこうというプログラム
にはなっていない点である。した
がって、このプログラムの意味が
社会のなかでの成果として現れる
ところまでは行っていない。成果
を共有する枠組みも、ビデオ・出
版物の作成や共同開催形式以外に
も、新たな方法が考えられるだろ

う。そのような点を改善していく
ことが、人材育成効果の外部から
の評価につながるはずである。
　もちろん、このようなイノベー
ション人材育成を行える教員・
ファシリテーターのほか、イノ
ベーション人材を正当に評価で
き、社会のなかで活かしていく人
材というのも必要である4）。この
ような、デザイン思考教育のため
の革新的なアイデアを国際的に広
く募集し、様々な取り組みを海外
と共有するのも一つの展開方法だ
ろう。
　しかし、まず最初に重要なこと
は、従来の枠組みにとらわれず、
デザイン思考の意図を理解し、こ
のような取り組みを積極的に推進
するという精神を支え広めていく
ことである。また、その精神を具
体化して社会に触れることのでき
るような場を設け、外部との関係
性を重視しながら、たとえわずか
ずつでも人材育成を積み重ねてい
くことだろう。

謝辞
　本稿をまとめるにあたって多
くの方々に貴重な意見をいただ
いた。ご協力頂いた方々、また、
本レポートに関連して開催した
2012 年 5 月と 6 月の勉強会に参
加された方々に深く感謝する。長
大となるため、ここに全員のお名
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前を挙げることはできないが、次
の方々には特にお世話になった

（敬称略）。Toni-Matti Karjalainen, 
Mikka  Leh t onen ,  Mar i kku 
Salimaki（Aalto大学）、田川欣哉

（takram）山崎和彦（千葉工業
大学）、狼嘉彰、奥出直人、湊

宣明、安村通晃（慶應義塾大
学 ）、 平 井 康 之（ 九 州 大 学 ）、
Don Norman （Nielsen Norman 
Group）， Christoph Meinel, Ulrich 
Weinberg（Potsdam 大学 HPI）、
Edward Feigenbaum, 福田収一、
Renate Furuchter, Larry Leifer, 

Bernard Roth, Terry Winograd 
（Stanford 大学）、梅室博行（東
京工業大学）、木戸冬子、田村大、
堀井英之（東京大学）、小内克彦、
横内恭人（（株）東芝）、廣瀬浩三

（経済産業省）、鍋島豊、杉江達也、
福島健太郎（文部科学省）

1）　G. ムーア、半導体産業における研究についての個人的見解、ローゼンブルーム・スペンサー編、中央研究所の時代の
終焉、日経 BP 社、1998、217-231

2）　第 4 期科学技術基本計画、2011：http://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/kihon4.html
3）　文部科学省：サービス・イノベーション人材育成計画：http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/service/index.htm、2007、

日本経団連：イノベーション創出を担う理工系博士の育成と活用を目指して：
http://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/2007/020.html、2007 などがある。

4） 経済産業省：産業人材施策について：
http://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/frontier-jinzai/index.html、2012

5）　「科学技術動向」誌では人材育成に関しては、次のようなレポートがこれまで掲載されている。生命科学の研究人材の
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試み（2007 年 8 月号）、ＩＴを基盤としたインドの産業発展と知識型社会を目指した人材育成の動き（2007 年 9 月号）、
日本の危機としての IT 人材問題（2008 年 7 月号）、我が国の国際産業競争力を支える人材の育成―基幹産業としての
鉄鋼業を例とする人材育成モデル―（2009 年 4 月号）

6） http://dschool.stanford.edu/social-entrepreneurship/、成功例として：http://embraceglobal.org/ などがある
7） World’s Best Design School, Special Issue “Design Thinking,” Business Week 2009/0930：

http://images.businessweek.com/ss/09/09/0930_worlds_best_design_schools/index.htm?technology+slideshows
8）　“design thinking”, BusinessWeek 2005/3/8
9） Design Thinking, Harvard Business Review, June 2008, pp.85-92

10） Change by Design: How Design Thinking Transforms Organizations and Inspires Innovation, HarperBusiness, 2009
（「デザイン思考が世界を変える　―イノベーションを導く新しい考え方」ハヤカワ新書 juice） 2010 年

11） 奥出直人、デザイン思考の道具箱、早川書房、2007
12） 田川欣哉 , デザインエンジニア：イノベーションの現場からの報告、科学技術政策研究所講演録 -267、2010 年 12 月
13） 林晋・黒川利明、日本の危機としての IT 人材問題、科学技術動向、2008 年 7 月号
14） http://designthinkingwebredesign.wordpress.com/2010/11/21/singapore-design-thinking-and-innovation-academy-too-late/
15） 東京大学 i.school, 東大式 世界を変えるイノベーションのつくりかた , 早川書房 , 2010 年
16） http://www.ai.soc.i.kyoto-u.ac.jp/design/index.html,  http://www.ai.soc.i.kyoto-u.ac.jp/design2/index.html
17） https://www.facebook.com/?ref=home#!/pages/uschool/237458062974981
18） 奥出直人、デザイン思考と経営戦略、NTT 出版、2012
19） F. S. Leichter, How Fidelity Used Design Thinking to Perfect Its Website：

http://blogs.hbr.org/cs/2011/05/how_fidelity_used_design_think.html
20） http://business.rediff.com/slide-show/2009/dec/23/slide-show-1-worlds-cheapest-solar-lamp.htm
21） http://dschool.stanford.edu/blog/2010/01/28/embrace-at-ted/
22） http://www.designinindia.net/design-now/design-policy/index.html
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サイトマップ English

前(節)へ  次(節)へ

第1部   これからの⽇本に求められる科学技術⼈材
第1章  科学技術創造⽴国に向けた科学技術⼈材の育成・確保

第1節  今後の我が国における科学技術⼈材の育成・確保の重要性

(世界の先駆者として)

 天然資源の乏しい我が国としては,技術⼒を背景として付加価値の⾼いものを⽣産していくことが⽣存
基盤として不可⽋である。我が国の⾼度成⻑を⽀えたのは,製造業を中⼼とするものづくりであり,主に海
外から導⼊した技術を,我が国独⾃の⼯夫を加えて更に改良発展させることで,⼤きな付加価値を⽣み出し
た。そのような時代背景の下,理⼯系の⼈材の需要が⼤幅に⾼まり,60年代には理⼯系学⽣の⼤幅な増募
が図られたこともあった。

 80年代にもなると,我が国製品は多くの技術的な分野で世界を席巻するまでになった。同じころ,⽶国
はプロパテント政策(特許保護政策)に舵を切った。我が国に対しては,⽶国をはじめ世界から「基礎研究
ただ乗り」との批判が加えられるようになり,技術導⼊への障壁が⾼くなっていった。

 冷戦体制の崩壊により世界秩序に⼤きな変⾰が⽣じ,また,世界のグローバリゼーション化が進⾏した
90年代には,欧⽶が国際競争⼒の⾯で⼤きく巻き返してきた。また,その⼀⽅で,それまで⽇本が競争⼒を
誇った製造業の分野では,中国をはじめとするアジア各国が主要な競争相⼿として台頭してきた。アジア
各国は,低賃⾦の労働⼒を強みとして国際競争⼒を⾼めてきたが,近年ではその技術レベルの向上も著し
く,⾼コスト構造の⽇本企業の⽴場を脅かすようになってきた。このような世界情勢の下,我が国の国際競
争⼒は⼤幅に低下していった( 第1-1-1図 , 第1-1-2図 )。

第1-1-1図 OECD内におけるハイテク産業輸出占有率の推移
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第1-1-2図 ⽇本のOECD内でのハイテク産業輸出占有率(産業別)の推移

 今や我が国は,欧⽶の追従から脱却し,世界の先駆者として,科学技術の分野を切り開いていかねばなら
ない⽴場になったと⾔われてから久しいが,実際には未だ先頭に⽴っているとは⾔えないばかりか,IT(情
報通信技術)分野やライフサイエンス分野をはじめとして,先端的な技術領域や境界領域では逆に⽶国等
に引き離されつつあるのが現状である( 第1-1-3図 , 第1-1-4表 )。さらに,中国等の追い上げによって,
これまでよりも更に⾼い付加価値を創造し続けていかなくては,⽇本は⽣き残っていけなくなってきてい
る( 第1-1-5図 )。しかし,追従者であった時代と⽐べ,先駆者の⼀員となった現在では研究開発投資に対
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する営業利益の⽐率は低下傾向にある( 第1-1-6図 )。

第1-1-3図 第7回技術予測調査(平成13年7⽉)における⽇本と他国の優位な技術

第1-1-4表 我が国の研究開発⽔準に関する調査(平成12年3⽉)での欧⽶との⽐較結果

第1-1-5図 ⽇本の⺠間企業から⾒た技術⼒の国際⽐較
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第1-1-6図 製造業における研究開発効率の低下
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 21世紀に⼊っても,我が国では深刻なデフレ不況が続いており,閉そく感が国全体を覆っている。この
ような状況を打破するためには,新たな知を⽣み出し,新たな産業を創出していくことが不可⽋とされてい
る。そのためには,知の創造を担う⼈材や創造された知の成果を社会に活かす役割を担う⼈材を育成・確
保していくことが⼤きな課題となっている。

(少⼦⾼齢化の影響)

 我が国では,世界に類を⾒ない速度で急速に少⼦化・⾼齢化が進展しており( 第1-1-7図 , 第1-1-8図
),⽣産年齢⼈⼝が1995年をピークに以後減少に転ずるなど,社会の活⼒の減退が憂慮されている。科学技
術に係る分野は,創造性が重要な分野であり,特に若年層の活⼒の低下は,そのまま科学技術分野のポテン
シャルの低下につながる可能性がある。また,若年層の減少は,ものづくりにおける技術の後継者確保にも
⽀障を⽣じさせる可能性がある。

第1-1-7図 各国における総⼈⼝に占める⽼年⼈⼝(65歳以上)の⽐率の推移
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第1-1-8図 ⽇本の年齢別⼈⼝の推移

(知識を基盤とする職業の重要性の増加)

 以上のような我が国固有の事情のみならず,世界的に⾒ても,現代社会においては,科学技術⾯を中⼼と
する新たな知識の創出とその社会への適⽤が進んでいる。知識を軸とした付加価値の創出が経済発展の
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カギであり,その知識や情報をいち早く確保し活⽤した者が勝者となる激しい競争社会である。国⺠⽣活
の中にも,あらゆる場⾯で科学技術の成果がいきわたっている。このように,あらゆる活動が知識を基盤と
する社会を「知識基盤社会」と呼ぶ。

 知識基盤社会の中で,知の⽣産をはじめとするあらゆる活動の基礎となるのは,知識を創造し,活⽤する
「⼈」である。知識を基盤とする職業の重要性が世界的にも⾼まっており,知的労働に優秀な⼈材を確保
することが各国とも国としての重要課題となっている。統計データから各国の状況を⾒てみると,国際労
働機関(ILO)による国際標準職業分類の中で知識を基盤とする職業従事者が主に属すると考えられる「専
⾨的・技術的職業」の全従事者に占める割合が,各国とも90年代を通じて⾼まっていることが分かる( 第
1-1-9図 )。近年のグローバリゼーションの拡⼤に伴い,例えば,インドをはじめとしてアジアの優秀なIT
技術者が欧⽶などで活躍を増すなど,研究者,技術者をはじめとする専⾨的技術的職業従事者の国境を越え
た⼈材確保も頻繁に⾏われるようになってきている。

第1-1-9図知識を基盤とする職業従事者数の伸び率の国際⽐較

 以上述べてきたように,我が国が今後⼀層豊かな社会を構築していくためには,新たな知を創造し,その
成果を社会に活かすことのできる優秀な⼈材を育成・確保していくことが不可⽋である。しかしながら,
今後の少⼦⾼齢化の進展に鑑みれば,引き続き科学技術にかかる⼈材を量的に増⼤させることは簡単なこ
とではない。このため,優秀な⼈材を科学技術の世界に惹きつけるとともに,その能⼒を最⼤限に発揮させ
る環境を整備することが緊急の課題となっている。そのためにも,科学技術に携わる⼈たちが,その努⼒や
培ってきた能⼒によって報われる社会を構築していくことが急務である。

前(節)へ  次(節)へ

ページの先頭へ ⽂部科学省ホームページのトップへ
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サイトマップ English

前(節)へ  次(節)へ

第1部   これからの⽇本に求められる科学技術⼈材
第1章  科学技術創造⽴国に向けた科学技術⼈材の育成・確保

第2節  期待される科学技術⼈材

 科学技術にかかわる活動は,多くの⼈々によって担われている。研究者や技術者はもちろんのこ
と,研究活動を補助する⼈,研究開発のマネジメントを⾏う⼈,研究の成果を経済・社会に活かすため
の活動をする⼈,科学技術と⼀般国⺠との間の橋渡しをする⼈など,様々な役割を持った⼈々が活動
している( 第1-1-10図 )。

第1-1-10図 科学技術をとりまく⼈材の概念図

 そこで本報告では,「科学技術⼈材」を科学技術を基盤とした仕事を担う⼈材の総体と定義するこ
ととする。これらの科学技術⼈材の協働による総合⼒こそが,我が国の科学技術活動の⽔準,ひいて
は我が国の国⼒を⽀えていくものと考えられる。ただし,上記の定義による科学技術⼈材の範囲は⾮
常に多岐にわたることから,本報告では,⼤学や企業において知の創造に中⼼的な役割を果たしてい
る「研究者」と呼ばれる⼈材を中⼼に議論していくこととする。

前(節)へ  次(節)へ
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サイトマップ English

前(節)へ  次(節)へ

第1部   これからの⽇本に求められる科学技術⼈材
第1章  科学技術創造⽴国に向けた科学技術⼈材の育成・確保

第2節  期待される科学技術⼈材
[1] 「知の創造者」としての研究者

(知の創造過程と研究者に求められる能⼒)

 「知」の創造に主な役割を果たすのが「研究者」である。「知」には,学術研究に代表されるよう
な,そのものが価値を有するというような「知」と,企業で⾏われる研究のように将来の製品化など社
会的経済的価値の付与を⽬指した「知」とがあるが,どちらにしても「知」は創造されるものであ
る。研究者には,その本分として,創造⼒を発揮することが求められていると⾔えよう。

 「知」は,どのようにして創造され,その創造者には,どのような能⼒が必要となるのであろうか。

  第1-1-11図 に知の創造過程を単純化した模式図を⽰す。知の創造のためには,まず,専⾨的な知⾒
を背景とした課題設定を⾏うことが基点となる。この時点で的確な仮説や課題の設定ができるか否
かが,創造の成否の決め⼿となることが多いため,研究者には優れた課題設定能⼒や構想⼒が求められ
る。⼀⽅で,「知の創造」というゴールは,幾多の困難を乗り越えた先にある。ゴールに⾄るまでに
は,様々な試⾏錯誤が⾏われるが,⼀般的に成功の裏には数多くの失敗が伴うものである。失敗から教
訓を得て,更なる次のステップに進んでいくためには,⽬標の達成に向けた意欲とその持続⼒,さらに
チームでの研究開発の場合にはリーダーシップが必要とされる。また,創造の過程においては,漸進的
な進展だけでなく,ブレークスルーが⽣じる場⾯があり,そこにはセレンディピティ( 注 )と⾔われる
偶然を⾒逃さない洞察⼒が求められることが多い。また,的確な課題設定やブレークスルーを⽣み出
すに当たっては,他の機関や海外で⽣み出された新たな知⾒や他分野で蓄積された知⾒が重要な要素
となることも多いため,視野の広さや俯瞰⼒なども優れた成果を出すために研究者に求められる能⼒
のひとつである。このように,知の創造に携わる研究者に求められる能⼒は,⾮常に多様なものであ
る。

第1-1-11図 知の創造過程の模式図
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■注 セレンディピティとは,H.ウォルポールという18世紀の英国の著作家が「セレンディップの3⼈の王⼦」という物語に
ちなんで造った⾔葉であり,偶然に思いがけない幸運な発⾒をする才能を意味する。セレンディピティは偶然のみに基づくも
のではなく,それを⾒逃さない洞察⼒を必要とする(「平成12年度科学技術の振興に関する年次報告」参照)。

(先駆者としての研究者に求められるもの)

 欧⽶追従型の研究開発が主流であった時代には,⽇本⼈の創造⼒は,既存の技術の改良,製造技術の
⾼度化,⽣産管理の⾼度化などといった側⾯で発揮されてきたと⾔えよう。しかし,これからの時代は
先駆者として,追従型とは異なった創造性の発揮が求められている。

 ⽂部科学省科学技術・学術審議会では,科学技術創造⽴国を実現するために必要な⼈材に関して,幅
広い観点から調査検討を⾏うため,平成13年10⽉に⼈材委員会を設置し検討を進めている。平成14
年7⽉には,第⼀次提⾔として,「世界トップレベルの研究者の養成を⽬指して」が取りまとめられ
た。同提⾔においては,これからの研究者にとっては,⾃らの専⾨分野にいたずらに閉じ込もるような
蛸壺的な専⾨性ではなく,周辺の専⾨分野や全く異なる専⾨分野を含む多様なものに関⼼を有し,既存
の専⾨の枠にとらわれないものの⾒⽅をしながら⾃らの研究を⾏っていく能⼒が重要であり,⼀般論
として,欧⽶のトップクラスの研究者と⽐較して,このような能⼒が⽇本の研究者に不⾜していること
を指摘している。そこで,同提⾔では,「幅広い広い知識を基盤とした⾼い専⾨性」こそが,これから
の時代の研究者に必要とされる「真の専⾨性」であると指摘している。こうしたことから,⼀つの分
野の専⾨性にのみ秀でた「I型」の⼈材だけでなく,「T型」や「π型」と呼ばれるような,専⾨性の深
さと幅広い専⾨性を兼ね備えた⼈材を育成していくことが重要であることを指摘している( 第
1-1-12図 )。

第1-1-12図 I型,T型,π型⼈材のイメージ
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サイトマップ English

前(節)へ  次(節)へ

第1部   これからの⽇本に求められる科学技術⼈材
第1章  科学技術創造⽴国に向けた科学技術⼈材の育成・確保

第2節  期待される科学技術⼈材
[2] 科学技術にかかわる様々な⼈材

 前述のとおり,科学技術にかかわる活動には,研究者と呼ばれる⼈々以外にも様々な⼈々がかか
わっている。本項では,それらの⼈材について概観することとする。

(知の創造への科学と技術の協働)

 近代の科学技術は,科学上の新たな発⾒がすぐに新たな技術を創出し,また,新たな技術の開発が新
たな科学的発⾒を招くというように,科学と技術とが連動していくことによって発展してきた。例
えば,昨年ノーベル賞を受賞した⼩柴昌俊博⼠は,素粒⼦物理学という基礎科学の最先端分野での受
賞であったが,その成功を⽀えたのは,⺠間企業による測定素⼦の技術開発であった。また,⽣命科学
の分野では,例えば,DNA等の分析・解析技術の進歩が,近年の分⼦⽣物学の隆盛を⽀えてきたと⾔
えよう。このように,知の創造には,技術の働きが⽋かせない。

 本報告で科学技術⼈材と定義した⼈々の中で,⼈数としてその⼤部分を占めるのは,技術者や技能
者と呼ばれる⼈たちである。知の成果を製品化して社会に出していくためには,様々な⽣産技術・
技能を駆使する必要があり,そのために多くの技術者・技能者が活躍している。技術者や技能者は,
創造された知を形にすることや,知の創造の基礎となる技術を確保・発展させる役割を担っている
と⾔える。

 なお,⾃らを「技術者」と称している⽥中耕⼀⽒がノーベル化学賞を受賞したことからも分かる
ように,⼀般的に「研究者」と「技術者」とには連続性があり,特に企業の研究開発においては,研究
を⾏ってきた技術者が,その成果とともに開発現場や⽣産現場に異動することなどがしばしば⾏わ
れているため,両者の間を明確に線引きすることは不可能である。このため,本報告において「研究
者」と呼ぶ⼈材には,「技術者」と呼ばれる⼈材の⼀部が含まれることに注意する必要がある。

(科学技術活動のマネジメントを⾏う⼈材)

 現代の知識基盤社会の中で,時代に即した的確な研究開発を⾏っていくためには,的確なマネジメ
ントが必要である。これまで研究現場では,研究者が職階の上昇に伴ってそのまま管理者となるこ
とが多かったが,⽬標が明確な追従型の研究開発が主であった時代には,マネジメントが⼤きな制約
要因とはなってこなかった。しかし,先述のとおり,先駆者となった現在では研究開発投資の回収効
率が低下傾向にあり,マネジメントの要素の重要性が増している。

 研究開発活動のマネジメントは,研究開発そのものとは全く異なるスキルを要するものであるが,
⼀⽅で科学技術に関する知識や研究開発の特性に関する理解もまた不可⽋であることから,科学技
術とマネジメントとの両⽅に通じた⼈材の確保・育成が課題となっている。そこで近年,経営学の
世界において,技術経営(Management of Technology : MOT)と呼ばれる分野が注⽬されており,
⽶国をはじめとして,MOTに関する教育プログラムを有する教育機関が増加している。

 また,研究成果のマネジメントを的確に⾏っていくためには,適切な研究評価を⾏うとともに,評価
12



結果の反映を適切に⾏うことが不可⽋である。我が国においても,平成13年11⽉に「国の研究開発
評価に関する⼤綱的指針」が内閣総理⼤⾂決定され,また,平成14年4⽉からは「⾏政機関が⾏う政
策の評価に関する法律」が施⾏されるなど,研究評価への取組みが各⽅⾯で進みつつある。しかし,
我が国では,欧⽶に⽐して,これまで評価を⾏うという⾵⼟を有していなかったことから,研究評価を
⾏うことのできる⼈材が不⾜しており,当該分野に関する専⾨知識だけでなく,評価を⾏っていくた
めのスキルと経験をそなえた研究評価⼈材の養成・確保を考えていくことが求められている。

(科学技術の成果を経済・社会に役⽴てる⼈材)

 科学技術の成果を経済活動や社会に活かしていくための⼈材も重要である。これまでの技術者や
技能者の活躍が⽇本のものづくりを⽀えてきたが,今後とも,その技術・技能を維持し,継承していく
ための取組みは喫緊の課題となっている。平成11年3⽉には「ものづくり基盤技術振興基本法」が
制定され,平成12年9⽉には「ものづくり基盤技術基本計画」が策定され,ものづくり基盤技術の⽔
準の維持及び向上を図るための様々な施策が進められている。

 また近年では,科学技術の成果を活かして連続的にイノベーションを起こしていくことが求めら
れているが,今後のイノベーションを⽀える⼈材として,共同研究等の仲介・あっせんを⾏う⼈材,科
学技術の専⾨知識を持ち,法務にも精通した⼈材などにも注⽬が集まっている。また,⽥中耕⼀⽒が
ノーベル化学賞を受賞した成果が,国内ではなく,先に海外において⾒いだされたことに象徴される
ように,科学技術のシーズを⾒いだし世の中に展開させていく「⽬利き」を⾏うことのできる⼈材
(⽬利き⼈材)が⽇本には不⾜していると⾔われている。それぞれにおいて当該分野における専⾨的
なスキルや能⼒を必要としており,その育成を図っていくことが必要である。

(科学技術と⼀般国⺠との橋渡し⼈材)

 科学技術の発展により⼈類は様々な恩恵を受けているが,その⼀⽅で,科学技術の発展に伴い,科学
技術と社会との接点において様々な問題が⽣じている。また,科学技術のブラックボックス化が進
んだことの影響などから,国⺠の科学技術離れが危ぐされている状況である。このため,科学技術と
⼀般社会との橋渡し役の役割を担う「インタープリター」と呼ばれる⼈材の重要性も⾼まってい
る。また,科学技術に関する基礎的素養の育成のため,科学教育に携わる⼈材を充実させていくこと
も重要である。

(様々な科学技術⼈材への需要)

 以上に⾒てきたように,科学技術活動の発展のため,様々なスキルを有する⼈材がそれぞれの役割
を受け持って活動している。国内の研究者を対象として,このような科学技術を取り巻く様々な⼈
材について,量と質の両⾯からの不⾜感について質問したところ,質・量ともに不⾜とする意⾒が⼤
勢を占めており,⼗分であるとする意⾒が不⼗分であるとする意⾒を上回ったものはなかった( 第
1-1-13図 )。その中でも特に,起業⽀援⼈材,⽬利き⼈材,知的財産関連⼈材,インタープリタ-といっ
た,科学技術と社会を媒介していくための⼈材において,質・量ともに不⾜感が⾼いことが分かる。
また,MOTや研究評価にかかわる⼈材については,特に質的な側⾯の不⾜感が⾼く,研究活動を補助
してくれる研究補助者や技能者といった⼈材については,質よりも量の⾯で不⾜感を持っているこ
とが分かる。

第1-1-13図 研究者から⾒た様々な科学技術⼈材への不⾜感
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 これらの様々な科学技術⼈材について,それぞれに求められるスキルの獲得を促し,実務経験を積
み重ねることのできる環境を整備していくことにより,⼈材から⾒た我が国の総合⼒を底上げして
いくことが求められている。

COLUMN

「創造性の⽂化」

 平成13年(2001年)は,1901年に第1回の授賞が⾏われたノーベル賞の百周年に当たり,これを記念してストックホ
ルムにおいて「創造性の⽂化︓個⼈と環境」(Cultures of Creativity : Individuals and Milieus)と題する特別展覧
会が開催された。また,同じ展⽰物による巡回展覧会が昨年3⽉から6⽉まで東京の国⽴科学博物館で開催されたのを
⽪切りに,韓国,⽶国と世界各地で開催され,今後ヨーロッパでも順次開催の予定である。

 この展覧会では,「創造性とは何か,どうすれば最も創造性を活性化することができるのか」という問題意識の下に,
この100年間における700名以上に及ぶ受賞者の中から様々な分野,国籍及び時代の受賞者約30名と,多くの受賞者を
輩出した10の環境を選び,その受賞の要因となった「個⼈の創造性」(Individual Creativity)と「創造性を⽣む環
境」(Creative Milieus)を明らかにしようとしており,訪れた者に対して,「個⼈の素質か,創造的活動が⾏われる環境
か,創造の過程でより重要なのはどちらか」という問いを投げかけるものとなっている。

ノーベル博物館館⻑のスヴェンテ・リンドクヴィスト教授によれば,選ばれた受賞者の業績から⽰される「個⼈の
創造性」には,以下の側⾯があるとしている。

○「勇気」
○「挑戦」
○「不屈の意志」

 これらは,確⽴された理論などに疑問を投げかけ,まわりになんと思われようと⾃分のやり⽅を信じて新しい途を切
り開いていくこと

○「組合せ」異なる領域の知識や洞察を組み合わせる能⼒があること
○「新たな視点」古い問題やよく知られた現象を新たな視点から⾒ることのできる能⼒があること
○「遊び⼼」研究以外の⽇常⽣活や遊びにおいても好奇⼼を持つこと
○「偶然」予期しない結果を⾒逃さないこと
○「努⼒」根気があること,⾟抱強いこと
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○「瞬間的ひらめき」不意に浮かぶ発想を重視すること

 ⼀⽅,そこから多数の受賞者が現れるような「創造性を⽣む環境」には,以下の特徴があると述べている。

○「集中(⼈⼝密度が⾼い)」
○「多様な才能」

 以上は,いろいろな分野や専⾨で多様な才能を持つ⼈々が⼀つの場所に集まっていること

○「コミュニケーション」
○「ネットワーク」

 この⼆つは,これらの⼈々が⼀つ⼜はいくつかのネットワークに属して,知識やアイデアを交換し,互いにコミュニ
ケーションを取り合えること

○「インフォーマルな会合の場」確⽴された組織とは別に,研究所のカフェテリアなどの会合の場があること
○「往来がしやすい」異なる環境(他の研究組織など)との間の往来がたやすいこと
○「資源」⾃分の研究を遂⾏するための資源が存すること
○「⾃由」⾃分⾃⾝の問題を選択し,⾃分⾃⾝のアイデアに従う完全な⾃由があること
○「競争」業績を上げることに対する強⼒なプレッシャーがあること

 以上の「資源」,「⾃由」,「競争」の三つの要素については,はじめの⼆つと最後の要素との間に微妙なバランスが
取れていることが重要とのことである。

○「カオス」(組織の不安定な状態)確⽴された制度的組織や階層組織が崩壊し,個⼈の台頭する余地が現れるこ
と

 また,教授は,ハンガリーでは受賞者をはじめとする著名な科学者の多くが,ブダペストの「ギムナジウム」というエ
リート⾼校に通っていたことや,イタリア⼈受賞者のうち3⼈がトリノにある同じ⾼校で同じ教師に学んでいたことな
どを例として,早期の学校教育と熱⼼な教師に恵まれることが重要であると述べている。

前(節)へ  次(節)へ

ページの先頭へ ⽂部科学省ホームページのトップへ

Copyright (C) Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology
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1 

南山大学就業規則

（教員の定年に関する規定の抜粋） 

（省 略） 

第５節 定 年 

第25条 職員の定年を次のとおりとする。 

１ 教 育 職 員 

(1) 南山大学職員規則第4条第2項に定める大学院教授  満70歳 

(2) (1)以外の者  満65歳 

２ 事 務 職 員 等 

(1) 主任以上の職能にある者  満65歳 

(2) (1)以外の職能にある者  満60歳 

(3) 削 除

② 前項第 2号(1)の定めにかかわらず、満60歳に達する以前に、降格処分を受けた後、

前職能に復帰しなかった事務職員等の定年については、満60歳とする。ただし、降格

処分を受けた後、降格後の職能に相当する職階上の役職にある者で、勤務成績が良好

である場合は、事務職員等人事委員会の議を経て、満65歳を定年とすることができる。 

③ 満60歳を過ぎて降格処分を受けた場合は、降格した年度末を定年とする。

第25条の２ 第25条第 1項第 2号(2)および第25条第 2項ならびに第25条第 3項による定

年到達者が引き続き勤務を希望した場合は、「南山学園事務職員等の再雇用制度に関

する規程」により満65歳に達した年度末までの間、1年契約の更新制として定年に引

き続き再雇用する。 

第 26条 業務の都合で第 25条第 1 項第 1号(2）および第 25条第 1 項第 2号(1）ならび 

に第 25条第 1 項第 2号(2）の年齢を超える者を教育職員または事務職員として採用す 

る場合の取扱いについては、「南山大学職員規則」の定めるところによる。 

（省 略）
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1 

南山大学職員規則

（教員の定年に関する規定の抜粋）

（省 略） 

第３章 採 用 

（省 略） 

第13条 「南山大学就業規則」第25条第1項第1号(2)および第25条第1項第2号(1)に定め

る本学定年退職者を、教育職員または事務職員として再採用することができる。ただ

し、その任期は、満68歳に達する年の学年度末を限度とし、とくに必要のある場合も、

満70歳に達する年の学年度末を限度とする。 

② 他大学定年退職者および本学定年年齢を超えた者の新採用についても、前項但書

の規定を準用する。 

（省 略）

附 則 

１ 本則第13条但書の規定にかかわらず、やむを得ない事情があるときは、満70歳を超え 

てその任期を定めることができる。 

（省 略） 

katoyosi
テキストボックス
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1 
 

 

南山大学授業科目履修規程（抜粋） 

 

 

（省略） 

 

 

第８章 退 学 

 

（修得単位不足等による退学） 

第27条 短期大学部以外の学部にあっては在学8か年、短期大学部にあっては在学4か年（いずれ

も休学期間は算入しない。）に及び、なお卒業に必要な単位を修得しない者その他成業の見込

みのない者には、学長が退学を命ずる。 

② 入学後1年を経過してもなお修得単位数が16単位未満、2年を経過しても32単位未満、3年

を経過しても48単位未満等の場合には、学長が退学を命ずることがある。ただし、病気その他

重大な事由による場合は、この限りではない。 

③ 正当の理由がなくて引き続き長期欠席した者には、学長が退学を命ずることがある。 

 

（省略） 

 

katoyosi
テキストボックス
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2



理工学海外研修 緊急連絡体制

  

南山大学 理工学部 
理工学部事務室 

オフィスアワー以外

①理工学部長

②プログラム担当教員

③理工学部事務室 事務職員

④学事課長

⑥南山大学総合受付（時間外）

JCSOS（海外留学生安全対策協議会） 
危機管理システム  

大学執行部 

The University of North Carolina, Charlotte 東京海上日動 24 時間 
海外総合サポートデスク 
（日本語対応可） 

参加学生 

CIEE 国際教育交換協議会

CIEE オフィスアワー以外は 

CIEE 緊急サポートデスクが対応 

旅行手配会社 

現地 

家族関係者 

国内 

※CIEE から理工学部関係者への

連絡がとれない場合は、国際セ

ンターに連絡する。

⑤国際センター事務室長

教育・研究事務部長 

事務部長会議 学務部長 

学生課長 学長室長 法人事務局 

総務担当副学長のもとに対策本部を設置 

マスコミ対応等準備

1

katoyosi
テキストボックス
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第1クォータ 第2クォータ 第3クォータ 第4クォータ 第1クォータ 第2クォータ 第3クォータ 第4クォータ 第1クォータ 第2クォータ 第3クォータ 第4クォータ 第1クォータ 第2クォータ 第3クォータ 第4クォータ

宗教科目 宗教論 キリスト教概論 4

体育科目 基礎体育A（１） 基礎体育B（１） 2

情報倫理科目 情報倫理 2

「人間の尊厳」
科目

＜人間の尊厳＞ ＜人間の尊厳＞ 4

基盤科目 科学技術論A

学際科目 情報を読む 情報社会の構造 文化と情報

必修科目
英語I
コミュニケーション
スキルズ（１）

英語II
コミュニケーション
スキルズ（１）

英語III
コミュニケーション
スキルズ（１）

英語IV
コミュニケーション
スキルズ（１）

英語V
コミュニケーション
スキルズ（１）

英語VI
コミュニケーション
スキルズ（１）

英語VII
コミュニケーション
スキルズ（１）

英語VIII
コミュニケーション
スキルズ（１）

8

選択必修
外国語科目

英語I
リーディング(1)

英語I
ライティング(1)

2

理工学基礎演習 論理と集合
プログラミング
基礎（４）

プログラミング
応用（４）

物理学基礎 統計学概論

理工学概論
（電子情報工学）

通信ネットワーク基
礎

微積分学I 微積分学II 線形代数学I 線形代数学II 微積分学III

線形代数学III

電子工学基礎 通信理論
電子情報工学
演習I（１）

電子情報工学
演習III（１）

電子情報工学
演習IV（１）

電子情報工学
演習V（１）

電子情報工学
演習VI（１）

電子情報工学
演習VII（１）

電子情報工学
演習VIII（１）

ネットワーク
プログラミング

電子情報工学
実習（１）

情報セキュリティI

情報通信システム

卒業研究I 卒業研究II 卒業研究III 卒業研究IV 8

ワイヤレスシステム
工学

電子情報工学
演習II（１）

クラウド基盤と
仮想化技術

情報セキュリティII

電子通信工学
マルチメディア
情報処理

データベース

幾何とベクトル

アルゴリズムと
データ構造

システム
プログラミング

ソフトウェア
開発技術I

PBL実践演習
(ソフトウェア工学)

ソフトウェア工学基
礎

選択必修科目
計算機
アーキテクチャとOS

プログラミング言語 情報モデリング
ソフトウェア
開発技術II

8

ソフトウェア工学応
用

人工知能とソフト
コンピューティング

4

11 9 12 10 11 9 13 4 11 11 7 5 3 3 3 3 計 125

【卒業要件】

自由選択科目

必修科目 18

卒業研究科目

選択科目 15

(　)内は単位数、表示がないものは2単位

科目区分
1年次 2年次 3年次 4年次

単位数

【育成する人材と進路】　情報ネットワーク通信サービスの企業において、ソフトウェア工学の手法を適用することで、柔軟性や拡張性を有した情報通信システムの設計や運用、保守ができる人材電子情報工学科履修モデル（ソフトウェア工学副専攻科目）

8

学
科
科
目

ソフトウェ
ア工学
副専攻
科目

必修科目 10

共
通
教
育
科
目

必修
科目

選択
必修
科目

外国語科
目

学部共
通科目

必修科目 20

数学科目 12

共通教育科目を30単位以上，学部共通科目の必修科目を20単位，学科科目を65単位以上，自由選択科目10単位以上，合計125単位以上を卒業に必要な単位として修得しなければならない．ただし，学科科目については，数学科目を12単位，必修科目を18単位，卒業研究科目を8単位修得し，ソフト
ウェア工学副専攻科目，データサイエンス副専攻科目，機械システム工学副専攻科目のうち選択したいずれか一つについて，その必修科目を10単位，選択必修科目を4単位以上修得しなければならない．（履修選択の登録の上限：各クォータの登録単位数は16単位まで（4年次の各クォータは12単位
まで）とする．ただし，各年次において，第1クォータと第2クォータの登録単位数の合計は24単位まで，第3クォータと第4クォータの登録単位数の合計は24単位まで，第1クォータから第4クォータまでの登録単位数の合計は44単位までとする．）なお，自由選択科目に算入されるのは，共通教育科目で所
定の単位数を超過して修得した科目，学部共通科目の選択科目として修得した科目，学科科目で所定の単位数を超過して修得した科目，履修可能な他学部・他学科科目，本学の単位認定制度により自由選択科目として認められたもの.

単位数 6

42 37 34 12

20 22 20 17 22 12 6

1

katoyosi
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第1クォータ 第2クォータ 第3クォータ 第4クォータ 第1クォータ 第2クォータ 第3クォータ 第4クォータ 第1クォータ 第2クォータ 第3クォータ 第4クォータ 第1クォータ 第2クォータ 第3クォータ 第4クォータ

宗教科目 宗教論 キリスト教概論 4

体育科目 基礎体育A（１） 基礎体育B（１） 2

情報倫理科目 情報倫理 2

「人間の尊厳」
科目

＜人間の尊厳＞ ＜人間の尊厳＞ 4

基盤科目 科学技術論A 経済学A

学際科目 情報を読む 情報社会の構造

必修科目
英語I
コミュニケーション
スキルズ（１）

英語II
コミュニケーション
スキルズ（１）

英語III
コミュニケーション
スキルズ（１）

英語IV
コミュニケーション
スキルズ（１）

英語V
コミュニケーション
スキルズ（１）

英語VI
コミュニケーション
スキルズ（１）

英語VII
コミュニケーション
スキルズ（１）

英語VIII
コミュニケーション
スキルズ（１）

8

選択必修
外国語科目

英語I
リーディング（１）

英語I
ライティング（１）

2

理工学基礎演習 論理と集合
プログラミング
基礎（４）

プログラミング
応用（４）

物理学基礎 統計学概論

理工学概論
(電子情報工学)

通信ネットワーク基
礎

微積分学I 微積分学II 線形代数学I 線形代数学II 微積分学III

線形代数学III

電子工学基礎 通信理論
電子情報工学
演習I（１）

電子情報工学
演習III（１）

電子情報工学
演習IV（１）

電子情報工学
演習V（１）

電子情報工学
演習VI（１）

電子情報工学
演習VII（１）

電子情報工学
演習VIII（１）

ネットワーク
プログラミング

電子情報工学
実習（１）

情報セキュリティI

情報通信システム

卒業研究I 卒業研究II 卒業研究III 卒業研究IV 8

ワイヤレスシステム
工学

電子情報工学
演習II（１）

クラウド基盤と
仮想化技術

情報セキュリティII

電子通信工学
マルチメディア
情報処理

データベース

幾何とベクトル

数理技術
プログラミング

機械学習の数理
PBL実践演習
(データサイエンス)

OR概論

ビッグデータ概論

数理最適化 幾何学概論 多変量解析

統計データ解析法

アルゴリズムと
データ構造

ビッグデータの
ための統計

4

11 9 12 10 11 9 13 8 11 13 3 3 3 3 3 3 計 125

【卒業要件】

学部共
通科目

数学科目

学
科
科
目

必修科目

卒業研究科目

18

選択科目

8

共通教育科目を30単位以上，学部共通科目の必修科目を20単位，学科科目を65単位以上，自由選択科目10単位以上，合計125単位以上を卒業に必要な単位として修得しなければならない．ただし，学科科目については，数学科目を12単位，必修科目を18単位，卒業研究科目を8単位修得し，ソフト
ウェア工学副専攻科目，データサイエンス副専攻科目，機械システム工学副専攻科目のうち選択したいずれか一つについて，その必修科目を10単位，選択必修科目を4単位以上修得しなければならない．（履修選択の登録の上限：各クォータの登録単位数は16単位まで（4年次の各クォータは12単位
まで）とする．ただし，各年次において，第1クォータと第2クォータの登録単位数の合計は24単位まで，第3クォータと第4クォータの登録単位数の合計は24単位まで，第1クォータから第4クォータまでの登録単位数の合計は44単位までとする．）なお，自由選択科目に算入されるのは，共通教育科目で所
定の単位数を超過して修得した科目，学部共通科目の選択科目として修得した科目，学科科目で所定の単位数を超過して修得した科目，履修可能な他学部・他学科科目，本学の単位認定制度により自由選択科目として認められたもの.

必修科目

データ
サイエンス

副専攻
科目

必修科目

選択必修科目

12

20

外国語科
目

自由選択科目

10

8

15

選択
必修
科目

科目区分

(　)内は単位数、表示がないものは2単位

必修
科目

単位数

共
通
教
育
科
目

1年次 2年次 3年次 4年次

【育成する人材と進路】　情報ネットワーク通信サービスの企業において、実データとその分析結果を利用することで、頑健な電子通信機器や情報通信システムの設計から運用、保守に携わることの
できる人材

電子情報工学科履修モデル（データサイエンス副専攻科目）

単位数 6 6 6

42 41 30 12

20 22 20 21 24

1

katoyosi
テキストボックス
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第1クォータ 第2クォータ 第3クォータ 第4クォータ 第1クォータ 第2クォータ 第3クォータ 第4クォータ 第1クォータ 第2クォータ 第3クォータ 第4クォータ 第1クォータ 第2クォータ 第3クォータ 第4クォータ

宗教科目 宗教論 キリスト教概論 4

体育科目 基礎体育A（１） 基礎体育B（１） 2

情報倫理科目 情報倫理 2

「人間の尊厳」
科目

＜人間の尊厳＞ ＜人間の尊厳＞ 4

基盤科目 科学技術論A

学際科目 情報を読む 情報社会の構造 人間と機械

必修科目
英語I
コミュニケーション
スキルズ（１）

英語II
コミュニケーション
スキルズ（１）

英語III
コミュニケーション
スキルズ（１）

英語IV
コミュニケーション
スキルズ（１）

英語V
コミュニケーション
スキルズ（１）

英語VI
コミュニケーション
スキルズ（１）

英語VII
コミュニケーション
スキルズ（１）

英語VIII
コミュニケーション
スキルズ（１）

8

選択必修
外国語科目

英語I
リーディング（１）

英語I
ライティング（１）

2

理工学基礎演習 論理と集合
プログラミング
基礎（４）

プログラミング
応用（４）

物理学基礎 統計学概論

理工学概論
(電子情報工学)

通信ネットワーク基
礎

微積分学I 微積分学II 線形代数学I 線形代数学II 微積分学III

線形代数学III

電子工学基礎 通信理論
電子情報工学
演習I（１）

電子情報工学
演習III（１）

電子情報工学
演習IV（１）

電子情報工学
演習V（１）

電子情報工学
演習VI（１）

電子情報工学
演習VII（１）

電子情報工学
演習VIII（１）

ネットワーク
プログラミング

電子情報工学
実習（１）

情報セキュリティI

情報通信システム

卒業研究I 卒業研究II 卒業研究III 卒業研究IV 8

ワイヤレスシステム
工学

電子情報工学
演習II（１）

クラウド基盤と
仮想化技術

情報セキュリティII

電子通信工学
マルチメディア
情報処理

データベース

幾何とベクトル

機械制御
プログラミング

制御理論I
PBL実践演習
(機械システム工学)

制御工学基礎 機械工学基礎

計測工学 制御理論II 機械・材料力学

HW/SW協調設計

現代システム制御 ロボット工学 4

11 9 12 10 11 7 11 10 9 13 5 5 3 3 3 3 計 125

【卒業要件】

(　)内は単位数、表示がないものは2単位

科目区分
1年次 2年次 3年次 4年次

単位数

【育成する人材と進路】　情報ネットワーク通信サービスの企業において、センサやアクチュエータをはじめとした機械デバイスを含む電子通信機器や情報通信システムの設計から運用、保守に携わる
ことのできる人材

電子情報工学科履修モデル（機械システム工学副専攻科目）

8

卒業研究科目

共
通
教
育
科
目

必修
科目

選択
必修
科目

外国語科
目

学部共通
科目

必修科目

共通教育科目を30単位以上，学部共通科目の必修科目を20単位，学科科目を65単位以上，自由選択科目10単位以上，合計125単位以上を卒業に必要な単位として修得しなければならない．ただし，学科科目については，数学科目を12単位，必修科目を18単位，卒業研究科目を8単位修得し，ソフト
ウェア工学副専攻科目，データサイエンス副専攻科目，機械システム工学副専攻科目のうち選択したいずれか一つについて，その必修科目を10単位，選択必修科目を4単位以上修得しなければならない．（履修選択の登録の上限：各クォータの登録単位数は16単位まで（4年次の各クォータは12単位
まで）とする．ただし，各年次において，第1クォータと第2クォータの登録単位数の合計は24単位まで，第3クォータと第4クォータの登録単位数の合計は24単位まで，第1クォータから第4クォータまでの登録単位数の合計は44単位までとする．）なお，自由選択科目に算入されるのは，共通教育科目で所
定の単位数を超過して修得した科目，学部共通科目の選択科目として修得した科目，学科科目で所定の単位数を超過して修得した科目，履修可能な他学部・他学科科目，本学の単位認定制度により自由選択科目として認められたもの.

自由選択科目

8

選択科目 15

機械
システム

工学
副専攻
科目

必修科目 10

20

学
科
科
目

数学科目 12

必修科目 18

選択必修科目

単位数 10 6 6

42 39 32 12

20 22 18 21 22

1

katoyosi
テキストボックス
【資料24】



1

理工学部電子情報工学科1年次時間割モデル
曜日 クォータ 1時限(9:10-10:50) 教室 2時限(11:05-12:45) 教室 3時限(13:35-15:15) 教室 4時限(15:30-17:10) 教室 5時限(17:25-19:05) 教室

1 基礎体育A
理工学基礎演習（SE+EC）・実験室（EC65人
1回分）・桒原（7），陳（7），藤井・野田（1）

S15, S23

理工学概論（電子情報工学）・実験室（野田
7回分）・奥村（1），石原（1），佐々木克（1），
横山（1），宮澤（1），梅比良（1），野田（7），
藤井（1），桒原（1）

S15, S48

2 基盤・学際科目1 M1 基盤・学際科目2 G26

3 宗教論（SE+EC) S56 選択必修外国語科目II Q415 線形代数学I（講義：SE+EC）・石原 S47

4 線形代数学II（講義：SE+EC）・阿部 S47 基礎体育B プログラミング応用（講義）・名倉 S48 プログラミング応用（講義）・名倉 S48

曜日 クォータ 1時限(9:10-10:50) 教室 2時限(11:05-12:45) 教室 3時限(13:35-15:15) 教室 4時限(15:30-17:10) 教室 5時限(17:25-19:05) 教室

1 微積分学I（講義：SE+EC）・小藤 S47 英語Iコミュニケーションスキルズ
FB1, F11,
F12

選択必修外国語科目I Q415

2 微積分学II（講義：SE+EC）・小市 S47 論理と集合（SE+EC）・佐々木克 S22 英語IIコミュニケーションスキルズ
FB1, F11,
F12

情報倫理
S65, S66,
S58

3 プログラミング基礎（講義）・横山 S48 プログラミング基礎（講義）・横山 S48 英語IIIコミュニケーションスキルズ
FB1, F11,
F12

4 英語IVコミュニケーションスキルズ
FB1, F11,
F12

曜日 クォータ 1時限(9:10-10:50) 教室 2時限(11:05-12:45) 教室 3時限(13:35-15:15) 教室 4時限(15:30-17:10) 教室 5時限(17:25-19:05) 教室

1 基盤・学際科目3 Q101 基盤・学際科目3 Q101

2

3

4

曜日 クォータ 1時限(9:10-10:50) 教室 2時限(11:05-12:45) 教室 3時限(13:35-15:15) 教室 4時限(15:30-17:10) 教室 5時限(17:25-19:05) 教室

1 基礎体育A
理工学基礎演習（SE+EC）・実験室（EC65人
1回分）・桒原（7），陳（7），藤井・野田（1）

S15, S23

理工学概論（電子情報工学）・実験室（野田
7回分）・奥村（1），石原（1），佐々木克（1），
横山（1），宮澤（1），梅比良（1），野田（7），
藤井（1），桒原（1）

S15, S48

2 基盤・学際科目1 M1 基盤・学際科目2 G26

3 宗教論（SE+EC) S56 選択必修外国語科目II Q415 線形代数学I（演習）・石原 S57

4 線形代数学II（演習）・梅比良 S57 基礎体育B プログラミング応用（実習）・名倉 S48 プログラミング応用（実習）・名倉 S48

曜日 クォータ 1時限(9:10-10:50) 教室 2時限(11:05-12:45) 教室 3時限(13:35-15:15) 教室 4時限(15:30-17:10) 教室 5時限(17:25-19:05) 教室

1 微積分学I（演習）・石原 S48 英語Iコミュニケーションスキルズ
FB1, F11,
F12

選択必修外国語科目I Q415

2 微積分学II（演習）・本田 S48 論理と集合（SE+EC）・佐々木克 S22 英語IIコミュニケーションスキルズ
FB1, F11,
F12

情報倫理
S65, S66,
S56

3 プログラミング基礎（実習）・横山 S48 プログラミング基礎（実習）・横山 S48 英語IIIコミュニケーションスキルズ
FB1, F11,
F12

プログラミング基礎（講義）・横山 S48

4 英語IVコミュニケーションスキルズ
FB1, F11,
F12

プログラミング応用（講義）・名倉 S48

月

火

水

木

金

katoyosi
テキストボックス
【資料25】



2

理工学部電子情報工学科2年次時間割モデル
曜日 クォータ 1時限(9:10-10:50) 教室 2時限(11:05-12:45) 教室 3時限(13:35-15:15) 教室 4時限(15:30-17:10) 教室 5時限(17:25-19:05) 教室

1 物理学基礎（SE+EC）・大石 S47 微積分学IIII（SE+EC）・松田 S56 英語Vコミュニケーションスキルズ
FB1, F11,
F12

2
通信ネットワーク基礎（SE+EC）・奥
村

S56 統計学概論（SE+EC）・白石 S47 英語VIコミュニケーションスキルズ
FB1, F11,
F12

3
OR概論・鈴木
英語VIIコミュニケーションスキルズ1

S23
H32, H33,
H34

ソフトウェア工学基礎・吉田
英語VIIコミュニケーションスキルズ2

S23
H32, H33,
H34

ビッグデータ概論・阿部 S56
制御工学基礎・大石
英語VIIコミュニケーションスキルズ3

S56
H32, H33,
H34

4
機械学習の数理・河野
英語VIIIコミュニケーションスキルズ1

S22
H32, H33,
H34

機械工学基礎・中島
英語VIIIコミュニケーションスキルズ2

S47
H32, H33,
H34

通信理論・梅比良
英語VIIIコミュニケーションスキルズ3

S47
H32, H33,
H34

計測工学・陳
英語VIIIコミュニケーションスキルズ4

S47
H32, H33,
H34

曜日 クォータ 1時限(9:10-10:50) 教室 2時限(11:05-12:45) 教室 3時限(13:35-15:15) 教室 4時限(15:30-17:10) 教室 5時限(17:25-19:05) 教室

1 人間の尊厳科目1 B22 線形代数学III（SE+EC）・坂本 S56 キリスト教概論（SE+EC) S56

2 アルゴリズムとデータ構造・横森 S47 基盤・学際科目4 E11

3
電子工学基礎・野田
英語VIIコミュニケーションスキルズ4

S23
H32, H33,
H34

情報通信システム・梅比良 S23
ネットワークプログラミング・宮澤，横山，桒
原

S48

システムプログラミング・野呂，名倉
数理技術プログラミング・河野，小市，阿
部
機械制御プログラミング・本田，張，大月

S74
S68
S73

4 電子情報工学実習・野田 S48 制御理論I・杉本 S56
数理最適化・佐々木美
人間の尊厳科目4

S22
G27

曜日 クォータ 1時限(9:10-10:50) 教室 2時限(11:05-12:45) 教室 3時限(13:35-15:15) 教室 4時限(15:30-17:10) 教室 5時限(17:25-19:05) 教室

1

2 人間の尊厳科目2 J55 人間の尊厳科目2 J55

3
計算機アーキテクチャとOS・吉田
人間の尊厳科目3

S23
DB1

計算機アーキテクチャとOS・吉田
人間の尊厳科目3

S23
DB1

4

曜日 クォータ 1時限(9:10-10:50) 教室 2時限(11:05-12:45) 教室 3時限(13:35-15:15) 教室 4時限(15:30-17:10) 教室 5時限(17:25-19:05) 教室

1 物理学基礎（SE+EC）・大石 S47 微積分学IIII（SE+EC）・松田 S56 英語Vコミュニケーションスキルズ
FB1, F11,
F12

2
通信ネットワーク基礎（SE+EC）・奥
村

S56 統計学概論（SE+EC）・白石 S47 英語VIコミュニケーションスキルズ
FB1, F11,
F12

3
OR概論・鈴木
英語VIIコミュニケーションスキルズ1

S23
H32, H33,
H34

ソフトウェア工学基礎・吉田
英語VIIコミュニケーションスキルズ2

S23
H32, H33,
H34

ビッグデータ概論・阿部 S56
制御工学基礎・大石
英語VIIコミュニケーションスキルズ3

S56
H32, H33,
H34

4
機械学習の数理・河野
英語VIIIコミュニケーションスキルズ1

S22
H32, H33,
H34

機械工学基礎・中島
英語VIIIコミュニケーションスキルズ2

S23
H32, H33,
H34

通信理論・梅比良
英語VIIIコミュニケーションスキルズ3

S47
H32, H33,
H34

計測工学・陳
英語VIIIコミュニケーションスキルズ4

S47
H32, H33,
H34

曜日 クォータ 1時限(9:10-10:50) 教室 2時限(11:05-12:45) 教室 3時限(13:35-15:15) 教室 4時限(15:30-17:10) 教室 5時限(17:25-19:05) 教室

1 人間の尊厳科目1 B22 線形代数学III（SE+EC）・坂本 S56 キリスト教概論（SE+EC) S56

2 アルゴリズムとデータ構造・横森 S47 基盤・学際科目4 E11

3
電子工学基礎・野田
英語VIIコミュニケーションスキルズ4

S23
H32, H33,
H34

情報通信システム・梅比良 S23
ネットワークプログラミング・宮澤，横山，桒
原

S48

システムプログラミング・野呂，名倉
数理技術プログラミング・河野，小市，阿
部
機械制御プログラミング・本田，張，大月

S74
S68
S73

4 電子情報工学実習・野田 S48 制御理論I・杉本 S56
数理最適化・佐々木美
人間の尊厳科目4

S22
G27

月

火

水

木

金



3

理工学部電子情報工学科3年次時間割モデル
曜日 クォータ 1時限(9:10-10:50) 教室 2時限(11:05-12:45) 教室 3時限(13:35-15:15) 教室 4時限(15:30-17:10) 教室 5時限(17:25-19:05) 教室

1 ソフトウェア開発技術I・沢田 S23 幾何学概論・小市 S22 ワイヤレスシステム工学・藤井 S67

2
統計データ解析法・松田
HW/SW協調設計・本田

S23
S57

マルチメディア情報処理・奥村 S23 マルチメディア情報処理・奥村 S23

3 クラウド基盤と仮想化技術・宮澤 S48

4 情報セキュリティII・石原，桒原 S48

曜日 クォータ 1時限(9:10-10:50) 教室 2時限(11:05-12:45) 教室 3時限(13:35-15:15) 教室 4時限(15:30-17:10) 教室 5時限(17:25-19:05) 教室

1 プログラミング言語・野呂 S23 電子通信工学・野田 S23 制御理論II・坂本 S23 情報セキュリティI・石原，桒原 S23

2 多変量解析・白石 S23 情報モデリング・蜂巣 S23 機械・材料力学・稲垣 S23 データベース・石原 S23

3 ソフトウェア開発技術II・沢田，金山 S22

4

曜日 クォータ 1時限(9:10-10:50) 教室 2時限(11:05-12:45) 教室 3時限(13:35-15:15) 教室 4時限(15:30-17:10) 教室 5時限(17:25-19:05) 教室

1

2 幾何とベクトル・小市，藤井 S21 幾何とベクトル・小市，藤井 S21

3

4

曜日 クォータ 1時限(9:10-10:50) 教室 2時限(11:05-12:45) 教室 3時限(13:35-15:15) 教室 4時限(15:30-17:10) 教室 5時限(17:25-19:05) 教室

1 ソフトウェア開発技術I・沢田 S23 幾何学概論・小市 S22 ワイヤレスシステム工学・藤井 S67
電子情報工学演習I・奥村，石
原，佐々木克，横山，梅比良，藤
井，野田，桒原，宮澤

学生研究
室

2
統計データ解析法・松田
HW/SW協調設計・本田

S23
S57

PBL実践演習（ソフトウェア工学）・沢田，金
山
PBL実践演習（データサイエンス）・河野，小
市，阿部
PBL実践演習（機械システム工学）・実験室・
陳，中島，張

S57
S48
S13

PBL実践演習（ソフトウェア工学）・沢田，金
山
PBL実践演習（データサイエンス）・河野，
小市，阿部
PBL実践演習（機械システム工学）・実験
室・陳，中島，張

S57
S48
S13

電子情報工学演習II・奥村，石
原，佐々木克，横山，梅比良，藤
井，野田，桒原，宮澤

学生研究
室

3 クラウド基盤と仮想化技術・宮澤 S48
電子情報工学演習III・奥村，石
原，佐々木克，横山，梅比良，藤
井，野田，桒原，宮澤

学生研究
室

4 情報セキュリティII・石原，桒原 S48
電子情報工学演習IV奥村，石
原，佐々木克，横山，梅比良，藤
井，野田，桒原，宮澤

学生研究
室

曜日 クォータ 1時限(9:10-10:50) 教室 2時限(11:05-12:45) 教室 3時限(13:35-15:15) 教室 4時限(15:30-17:10) 教室 5時限(17:25-19:05) 教室

1 プログラミング言語・野呂 S23 電子通信工学・野田 S23 制御理論II・坂本 S23 情報セキュリティI・石原，桒原 S23

2 多変量解析・白石 S23 情報モデリング・蜂巣 S23 機械・材料力学・稲垣 S23 データベース・石原 S23

3 ソフトウェア開発技術II・沢田，金山 S22

4

月

火

水

木

金



4

理工学部電子情報工学科4年次時間割モデル
曜日 クォータ 1時限(9:10-10:50) 教室 2時限(11:05-12:45) 教室 3時限(13:35-15:15) 教室 4時限(15:30-17:10) 教室 5時限(17:25-19:05) 教室

1

2

3

4

曜日 クォータ 1時限(9:10-10:50) 教室 2時限(11:05-12:45) 教室 3時限(13:35-15:15) 教室 4時限(15:30-17:10) 教室 5時限(17:25-19:05) 教室

1
電子情報工学演習V・奥村，石
原，佐々木克，横山，梅比良，
藤井，野田，桒原，宮澤

学生研究室

2
電子情報工学演習VI・奥村，石
原，佐々木克，横山，梅比良，
藤井，野田，桒原，宮澤

学生研究室

3
電子情報工学演習VII・奥村，石
原，佐々木克，横山，梅比良，
藤井，野田，桒原，宮澤

学生研究室

4
電子情報工学演習VIII・奥村，石
原，佐々木克，横山，梅比良，
藤井，野田，桒原，宮澤

学生研究室

曜日 クォータ 1時限(9:10-10:50) 教室 2時限(11:05-12:45) 教室 3時限(13:35-15:15) 教室 4時限(15:30-17:10) 教室 5時限(17:25-19:05) 教室

1

2

3

4

曜日 クォータ 1時限(9:10-10:50) 教室 2時限(11:05-12:45) 教室 3時限(13:35-15:15) 教室 4時限(15:30-17:10) 教室 5時限(17:25-19:05) 教室

1
卒業研究I・奥村，石原，佐々木
克，横山，梅比良，藤井，野田，
桒原，宮澤

学生研究室

2
卒業研究II・奥村，石原，佐々木
克，横山，梅比良，藤井，野田，
桒原，宮澤

学生研究室

3
卒業研究III・奥村，石原，佐々木
克，横山，梅比良，藤井，野田，
桒原，宮澤

学生研究室

4
卒業研究IV・奥村，石原，佐々
木克，横山，梅比良，藤井，野
田，桒原，宮澤

学生研究室

曜日 クォータ 1時限(9:10-10:50) 教室 2時限(11:05-12:45) 教室 3時限(13:35-15:15) 教室 4時限(15:30-17:10) 教室 5時限(17:25-19:05) 教室

1
卒業研究I・奥村，石原，佐々木
克，横山，梅比良，藤井，野田，
桒原，宮澤

学生研究室

2
卒業研究II・奥村，石原，佐々木
克，横山，梅比良，藤井，野田，
桒原，宮澤

学生研究室

3
卒業研究III・奥村，石原，佐々木
克，横山，梅比良，藤井，野田，
桒原，宮澤

学生研究室

4
卒業研究IV・奥村，石原，佐々
木克，横山，梅比良，藤井，野
田，桒原，宮澤

学生研究室

月

火

水

木

金



南山大学アドミッション・ポリシー 

南山大学では、教育モットーである「人間の尊厳のために」（Hominis Dignitati）を具現化

するビジョンとして、「人種、障がい、宗教、文化、性別など様々な違いを認識し、多様性

を前提とした人間の尊厳、他者の尊厳を大切にし、人々が共生・協働することで、新たな価

値の創造に貢献する」ことを掲げています。 

このビジョンの下、ディプロマ・ポリシーにおいて具体的に示した力を、涵養可能な人材を

受け入れること、すなわち、入学後に各学部での専門性に応じた知識や技能を身につけるに

十分な可能性を有するかどうかを確認するために、以下の入学試験（審査）を実施します。

教育課程を修めるに十分な「知識・技能」、「思考力・判断力・表現力」、「主体性・多様性・

協働性」を有するかどうかを多面的・総合的に評価し、上記の違いに関わらず、大学の教育

モットーの具現化に貢献しうる多様な入学者を受け入れます。

一般入試、全学統一入試および共通テスト利用入試では、各学部・学科で学ぶための前提と

なる基礎学力を評価します。本学では、多くの地域で公用語として用いられている英語の運

用能力を重視しており、複数の学部の外国語試験においてリスニングテストを課します。ま

た、英語の資格・検定試験で一定の能力を保証できる者に対しては、複数の試験（審査）に

おいて「外国語」あるいは「英語」科目の受験を免除し、満点として取り扱います。 

推薦入学審査（学園内高等学校、指定校）および特別入学審査（カトリック系高等学校等対

象）では、基礎学力に加えて学部の専門性をより重視します。志望する学部・学科の専門領

域に関する知識の程度や、口頭および文章による表現力や論理的思考力、判断力を評価しま

す。加えて、特別入学審査（カトリック系高等学校等対象）では、高等学校在学中における

諸活動への取り組みも評価します。 

いくつかの学部で実施する総合型入試では、外国語の運用能力や異文化理解力、主体性を持

って多様な人々と協働して学ぶ態度を身につけてきたかどうかを小論文、面接、プレゼンテ

ーションなどで評価します。 

外国高等学校卒業者等入学試験および外国人留学生入学審査では、主に日本語と英語の運

用能力および本学において勉学する目的の明確さや適性について評価します。 

社会人入学審査では、本学において勉学する意思および目的の明確さに加えて社会経験を

重視して評価します。 
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(1) ⼊学後に学科の教育
課程を修めるのに⼗分な
基礎学⼒（特に、理学に
関する知識・技能）を
持っている。
【知識・技能】

(2) 理学に関する知識・
技能を活⽤して様々な問
題を解決するために必要
となる、思考⼒・判断
⼒・表現⼒を持ってい
る。
【思考⼒・判断⼒・表現
⼒】

(3) コンピュータ、機
械、通信などの技術とそ
の数理的な説明について
関⼼を持ち、それらを主
体的に学ぼうとする意欲
を持っている。
【主体性・多様性・協働
性】

(4) 電⼦通信技術の活⽤
や情報の適切な管理に必
要な理学（数学、物理
学、情報科学）を主体的
に学ぼうとする意欲を
持っている。
【主体性・多様性・協働
性】

(5) 新しい電⼦通信デバ
イスや情報通信システム
を主体的に開発しようと
する意欲を持っている。
【主体性・多様性・協働
性】

⼀般⼊試 〇 〇 □ □ □
全学統⼀⼊試 〇 〇 □ □ □
共通テスト利⽤⼊試 〇 〇 □ □ □
推薦⼊学審査（指定校） 〇 〇 〇 〇 〇
推薦⼊学審査（学園内⾼等学校） 〇 〇 〇 〇 〇
特別⼊学審査
（カトリック系⾼等学校対象） 〇 〇 〇 〇 〇
外国⾼等学校卒業者等⼊学試験 〇 〇 〇 〇 〇
帰国⽣徒推薦⼊学審査
（指定在外教育施設） 〇 〇 〇 〇 〇
外国⼈留学⽣⼊学審査（本学受験型） 〇 〇 〇 〇 〇
外国⼈留学⽣⼊学審査（EJU利⽤型） 〇 〇 〇 〇 〇
外国⼈留学⽣別科留学⽣推薦⼊学審査 〇 〇 〇 〇 〇

凡例：〇（筆記試験、⼩論⽂、⾯接審査、書類審査等により測定・評価する）
   □（「主体性・多様性・協働性」に関する経験を記した⽂章を出願時に提出させる）

入試種別とアドミッション・ポリシーとの対応表（電子情報工学科）
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401 

南山大学教授会規程

第１条 学則第41条による教授会は、この規程による。 

第２条 教授会は、各学部教授、准教授、講師をもって組織する。ただし、必要に応じて助教を

加えることができる。この場合には、助教は議決権を有しない。 

第３条 教授会は、各学部長が招集し、その議長となる。学部長が差支えのあるときは、学部長

はその代理者を指名する。 

第４条 教授会の定例会議は、毎月 1回これを開く。ただし、時宜により休会することがある。

臨時会議は、学部長が必要と認めた時、または教授会構成員 5名以上の要求があった時、学部

長がこれを招集する。 

第５条 教授会の定数は、教授、准教授、専任講師の現在員とする。ただし、海外留学、国内留

学および休職中のものは加えない。 

第６条 教授会は、定数の 3分の 2以上出席しなければ、これを開くことができない。 

第７条 教授会の審議承認は、その出席者の過半数により、可否同数のときは、議長の決定する

ところによる。ただし、各学部所属の教員の進退および所属に関する事項については、出席者

の3分の2以上の同意を必要とする。 

第８条 教授会に書記を置き、議事録を作成させる。議事録は、学部長が保管し、教授会構成員

の要求があれば、その閲覧に供しなければならない。書記は、学部長がこれを委嘱する。 

第９条 教授会は、以下の各号に掲げる事項を審議し、学長が決定を行うにあたり意見を述べる。 

１ 学生の入学、卒業および課程の修了に関する事項 

２ 学位の授与に関する事項 

３ その他教育研究に関する重要な事項で、教授会の意見を聴くことが必要なものとして学

長が別に定める事項 

② 教授会は、前項に規定するもののほか、教育研究に関する重要な事項について審議し、意

見を述べることができる。 

③ 学部教授会に関する規程は別に定める。

附  則 

この規程は、昭和32年 3月 4日から施行する。 

附  則 

この規程の改正は、昭和41年 2月18日から施行する。 

附  則 

この規程の改正は、昭和43年 4月 1日から施行する。 

附  則 

この規程の改正は、昭和45年 3月31日から施行する。 

附  則 

この規程の改正は、昭和48年 4月 1日から施行する。 
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附  則 

この規程の改正は、昭和52年 4月 1日から施行する。 

附  則 

この規程の改正は、2007年 4月 1日から施行する。 

附  則 

この規程の改正は、2015年 4月 1日から施行する。 
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南山大学管理職制（抜粋）

（省 略） 

第11条 学部長は、当該学部教授会によって選挙され、大学評議会の議を経て学長が推薦する候

補者について、理事会の承認を得て、理事長がこれを任命する。任期は、2年とする。 

第12条 学部長は、次の職務を行う。 

１ 学部長は、当該学部の学務を管理し、所属職員を統括する。 

２ 学部長は、当該学部の教授会を招集し、その議長となる。 

（省 略） 
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